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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準

作成機関である一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を改正すべ

きとの申出があり，経済産業大臣が改正した日本産業規格である。これによって，JIS X 0170:2020 は改

正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 
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日本産業規格（案）       JIS 
 X 0170：0000 

 (ISO/IEC/IEEE 15288：2023) 

システム及びソフトウェア技術－システムライフサ

イクルプロセス 
Systems and software engineering－System life cycle processes 

 
序文 

この規格は，2023 年に第 2 版として発行された ISO/IEC/IEEE 15288 を基に，技術的内容及び構成を変

更することなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

システムの複雑さは，これまでにないレベルにまで増し続けている。このことは，新たな機会を生むが，

システムを作成し活用する組織の課題も増加させている。これらの課題は，システムのライフサイクルの

全期間及びアーキテクチャの全てのレベルの細部に存在している。この規格は，システムのライフサイク

ルを記述するために，システムエンジニアリング手法を適用する，共通したプロセスの枠組みを提供して

いる。この規格は，次のようなシステム要素の，一つ以上のシステム要素で構成できるシステムに関する

ものである。ハードウェア要素，ソフトウェア要素，データ，人間，プロセス，サービス，手順，設備・

施設，資材，及び自然に発生するエンティティ。 

この規格では，開発サイクルの早期に，要求される機能性へと至る，利害関係者のニーズ，関心事，優

先順位，及び制約を定義し，要件（要求事項）を確立し，全ての問題を検討しながら設計を統合してシス

テムの妥当性確認を進めることに重点を置いている。さらに，全ての専門分野における規律及び専門的な

技術を，構想・概念化から製品開発及び運用へと続く構造化された開発プロセスを形成するチームの取組

に統合する。それは，利用者及びその他の該当する利害関係者のニーズを満たす高品質の製品を提供する

ことを目標として，全ての利害関係者のニーズを考慮する。統合された，首尾一貫したやり方で当事者た

ちが働くことができるようになるために，このライフサイクルは，現代的なシステムを作り出し，活用し，

かつ，管理する当事者間の意思伝達及び協調・連携を改善することを助ける。加えて，この規格は，ライ

フサイクルプロセスのアセスメント及び改善の枠組みを提供する。 

システムには，その用途，適用領域，複雑さ，規模，新規性，適応性，数量，場所，存続寿命期間，及

び発展の観点から，多種多様なものがある。この規格のプロセスは，組織が，その製品及びサービスに適

したシステムライフサイクルモデルを構築することができる，包括的な集合を形成する。組織は，その目

的によって存在し，その組織の目的を果たすために適切な部分集合を選択し，適用することが可能である。 

この規格は，次の一つ以上の形態で使用することが可能である。 

－ 組織による使用 組織が，望ましいプロセスからなる環境の構築を支援するために使用する。手法，

手順，技法，道具・ツール，教育訓練された要員のインフラストラクチャによって，これらのプロセ

スを支援可能である。組織は，ライフサイクルステージ（ライフサイクル段階）を通して，プロジェ

クトを実行及び管理し，並びにシステムを進捗させるためにこのプロセスの環境を使用してもよい。
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この形態においては，宣言され，制定された，プロセスの環境の，この規格の規定への適合性につい

てアセスメントを実施するためにこの規格を使用する。単一の組織が，組織自身の内部に適用する形

態，又は複数の当事者で計画し開発する形態でも，使用することが可能である。それぞれの当事者は，

同じ組織内又は異なる組織から参加でき，この状況は非公式の合意から公式の契約にまで及ぶように

することが可能である。 

－ プロジェクトによる使用 プロジェクトが，その製品及びサービスを提供するために，組織によって

制定されたプロセスからなる環境から，その構成要素であるプロセスを，プロジェクトとして選択，

構築，及び使用することを支援するために使用する。この形態では，宣言され，制定されたプロセス

の環境に対するプロジェクトの適合性についてアセスメントを実施するためにこの規格を使用する。 

－ 取得者及び供給者による使用 取得者及び供給者が，プロセス及びアクティビティに関する合意の形

成を支援するために使用する。合意を通じて，この規格のプロセス及びアクティビティを選択，協議，

合意及び実行する。この形態では，合意の形成における手引として，この規格を使用する。 

－ プロセスのアセスメントの実行者（アセッサ）による使用 プロセスのアセスメントの実行者が，組

織のプロセス改善支援のために行うことができる，プロセスアセスメントの実施で用いるプロセス参

照モデルとして，この規格を使用する。 

この規格及びソフトウェアライフサイクルプロセスに関する JIS X 0160 を使用する状況では，ソフトウ

ェアをほとんど又は全く使用しない人から，ソフトウェアを第一の関心事とする人まで，様々な人が作る

システムが存在する。システムに占めるソフトウェアの役割の方が大きなシステム又はシステム要素であ

るときは，JIS X 0160 を使用するとよい。双方の規格は共に，同じプロセスモデルをもち，ほとんどのア

クティビティ及びタスクを共有しており，違いがあるのは主に注記の説明記載である。 

この規格では，マネジメントシステムを制定してはいないが，JIS Q 9001 が提供する品質マネジメント

システム，JIS Q 20000 シリーズが提供するサービス マネジメントシステム，JIS X 0164（ISO/IEC 19770）
シリーズが提供する IT アセット マネジメントシステム，JIS Q 27000 が提供する情報セキュリティ マネ

ジメントシステムとの互換性があるようなマネジメントシステムとすることを意図している。 

1 適用範囲 

この規格は，人が作り出すシステムのライフサイクルを記述するためのプロセス記述の共通的な枠組み

について規定するものであり，エンジニアリングの視点から一そろいのプロセス及び関連する用語を定義

している。これらのプロセスは，対象システム，それらのシステム要素，及びシステム オブ システムズ

に適用することが可能である。これらのプロセスから選定した集合を，システムのライフサイクルのステ

ージ（段階）全体を通じて適用することが可能である。これは，顧客満足を達成するというゴールを最終

的な目標としてもつ，対象となる全ての利害関係者の参加を通して達成される。 

この規格は，システムのライフサイクルにおける取得者，供給者，及び他の利害関係者の中でのシステ

ム開発及び情報交換ができるように支援するために，プロセスの集合を定義している。 

この規格は，組織又はプロジェクト内で使用される，システムライフサイクルプロセスの定義，制御，

及び改善を支援するプロセスを規定する。組織及びプロジェクトは，システムを取得及び供給する場合に

これらのプロセスを使用することが可能である。 

この規格は，取得者及び供給者の両者としての役割ももっている組織に適用する。 
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この規格は，システムの構想，開発，生産・製造・製作，使用，支援及び廃止を含めて，システムの全

ライフサイクルに適用し，組織の内外にかかわらず実行されるシステムの取得及び提供に適用する。この

規格のライフサイクルプロセスは，システムに対しては反復的に，及び同時並行的に適用し，さらに，そ

のシステム要素に対しては再帰的に適用することが可能である。 

この規格は，一品ずつ作るシステム，量産されたシステム，及び特注の融通の利くシステムに適用す

る。この規格は，単体で機能するシステムにも，より複雑で完全なより大きなシステムに組み込まれて統

合されるシステムにも適用する。 

この規格は，特定のシステムライフサイクルモデル，開発方法論，技術，モデル化の方法又は技法を規

定しない。 

この規格は，情報項目の名称，書式，具体的な内容，及び記録媒体については，詳述していない。ライ

フサイクルプロセスの情報項目(文書)の内容は，ISO/IEC/IEEE 15289 において取り扱う。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
ISO/IEC/IEEE 15288:2023，Systems and software engineering－System life cycle processes（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 

この規格には，引用規格はない。 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 

ISO，IEC 及び IEEE は，次に示すアドレスの Web サイトで標準化に使用する用語のデータベースを維

持している。 

－ ISO Online browsing platform: available at https://www.iso.org/obp 

－ IEC Electropedia: available at https://www.electropedia.org/ 

－ IEEE Standards Dictionary Online: available at: https://dictionary.ieee.org/ 

注記 他のシステム及びソフトウェアエンジニアリング用語の定義については，ISO/IEC/IEEE 24765 を

参照可能で，www.computer.org/sevocab から用語検索が可能である。 

3.1 
取得者（acquirer） 

供給者（3.45）からシステム（3.46），製品（3.32）又はサービス（3.42）を取得又は調達する利害関係

者（3.44） 

注釈 1 取得者のことを指すために通常使われている用語には，ほかに納入先，買付け者，顧客（3.12），
所有者，購入者，又は内部若しくは組織の出資者がある。 

3.2 
取得（acquisition） 
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システム（3.46），製品（3.32）又はサービス(3.42）を入手するプロセス（3.27） 

3.3 
アクティビティ，活動（activity） 

プロセス（3.27）の構成要素で，関連の強いタスク（3.51）の集合 

注釈 1 この規格内では，規格内のプロセスの定義を構成する記述要素である activity を指しているか，

又は最初に考えるとよい場合には“アクティビティ”と表記し，より広い一般的な意味も含め

て考えるとよいと思われる場合には，“活動”と表記又は併記している。 

3.4 
合意（agreement） 

業務上の関係を実行するための取決めの相互確認 

例 契約，合意の覚書。 

3.5 
アーキテクチャ（architecture） 

システム（3.46）が存在する環境（3.16）の中での，システムの基本的な概念又は性質であって，シス

テムの実現及び発展のための原則，並びにシステムに関連するライフサイクル（3.21）プロセス（3.27）
を統括して管理する概念又は性質 

（出典：ISO/IEC/IEEE 42020:2019の3.3を変更。“エンティティ（entity）”を“システム”に変更し，

注釈を削除） 

3.6 
作成物（artefact） 

情報を捕捉して記録し，伝達するために，プロジェクト期間中に作成され使用される作業成果物

（3.32） 

例 モデル，利害関係者要件（要求事項），システム及び／又はソフトウェア要件（要求事項），アー

キテクチャ記述，設計記述，ソースコード，実装されたシステム要素，検証済みのシステム，妥

当性確認済みのシステム。 
（出典：ISO 19014-4:2020の3.9を変更。例を追加） 

3.7 
監査（audit） 

仕様，標準，契約合意（3.4）又は他の基準への適合性をアセスメントするための作業成果物（3.32）又

は作業成果物の集合に対する独立した審査 

3.8 
ベースライン（baseline） 

媒体とは無関係に，コンフィギュレーション品目のライフサイクル期間中の特定の時点で，正式に指

定されて確定され，正式に承認されたコンフィギュレーション品目（3.11）の版 
（出典：IEEE Std 828-2012） 

3.9 
組織レベルの運用概念（concept of operations） 
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新規，変更，又は既存の組織システム（3.46）の運用又は一連の運用に関する，組織（3.25）の前提条

件又は意図を，全体像として表す言葉及び図による記述 

注釈 1 組織レベルの運用概念は，長期戦略計画及び年間運用計画の形で具体化することが多い。後者

の場合，その計画内の組織レベルの運用概念は，組織の実績目標を達成するために，同時に実

施する又は順次実施する連結した一連の運用を網羅する。システムレベルの運用概念（3.23）
も参照。 

注釈 2 組織レベルの運用概念は，運用スペース，システム能力，インターフェース（3.19），及び運用

環境（3.16）を制限するための根拠になる。 
（出典：ANSI/AIAA G-043B-2018の5.2を変更。2番目の定義を使用，注釈1の最後の二つの文を削除し，

注釈2を追加） 

3.10 
関心事（concern） 

利害関係者（3.44）にとって関心のある事柄又は重要事項 

注釈 1 関心事は，システム（3.46）がその環境（3.16）の中で受ける全ての影響に関して存在する。こ

の影響には，開発面，技術面，ビジネス面，運用面，組織面，政治面，経済面，法律面，規制

面，倫理面，生態系環境面及び社会面での影響を含む。 
（出典：ISO/IEC/IEEE 42020:2019の3.8を変更，例を削除し，注釈1を追加） 

3.11 
コンフィギュレーション品目（configuration item） 

ハードウェア，ソフトウェア若しくはその両方の品目又は集合体で，コンフィギュレーションマネジメ

ントのために指定され，コンフィギュレーショマネジメントプロセス(3.27)では単一の構成要素であるエ

ンティティとして取り扱われる品目又は集合体 

注釈 1 この規格では，技術用語であると分かるように configuration を“コンフィギュレーション”と

表記し，前版までの“構成”から変更している（JIS Q 9000 の表記を採用した）。configuration
は，この規格で重要な概念に関係する，次のような定義が ISO/IEC/IEEE 24765 に記載されて

いる。“技術文書で規定された又は製品で達成されたハードウェア若しくはソフトウェアの機

能的及び物理的特性”，また，“システム又はそのコンポーネントの特定の版を定義する要件（要

求事項），設計，及び実装”。 

注釈 2 他の関連するシステム及びソフトウェア技術に関する規格では，エンティティを，“実体”又は

“もの”と表記する場合がある。 

3.12 
顧客（customer） 

製品（3.32）又はサービス（3.42）を受け取る組織（3.25）又は人 

例 消費者，依頼人，利用者（3.53），取得者（3.1），買付け者，又は購入者。 

注釈 1 顧客は，組織の内部又は外部であることが可能である。 

3.13 
設計（名詞）（design） 

システム要素（3.47）及び要素間の相互関係についての仕様で，アーキテクチャ（3.5）に適合する実

装を支援するために十分な程度まで完成している仕様 
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注釈 1 設計は，システム要素について，詳細な実装レベルの物理的構成，振る舞い，経時変化する関

係，及びその他の属性を提供する。 

3.14 
設計特性（design characteristics） 

設計の属性又は区別できる特徴（feature）であって，製品（3.32）又はサービス（3.42）の測定可能な

記述に関連している特徴 

3.15 
イネーブリングシステム（enabling system） 

ライフサイクル（3.21）のステージ（3.43）においては対象システム（3.48）を支援するが，運用中は

その機能に直接的に寄与するとは限らないシステム 

例 生産イネーブリングシステム。これは対象システムが，生産ステージに入るときに必要となる。 

注釈 1 各イネーブリングシステムは，それ自身のライフサイクルをもつ。イネーブリングシステム自

体を対象システムとして扱う場合には，この規格は，各イネーブリングシステムに適用可能で

ある。 

3.16 
環境（environment） 

<システム> システム(3.46)に影響を及ぼす全ての設定及び周囲の条件を決定付ける状況 

3.17 
インシデント（incident） 

プロジェクト（3.33），製品（3.32），サービス（3.42），又はシステム（3.46）のライフサイクル

（3.21）期間中の全ての時点で起こる，異常な若しくは予期しないイベント，イベントの集合，状態又は

状況 

注釈 1 インシデントは，人命の喪失，又は財産若しくは自然の資源（3.37）の損失を回避又は最小限に

抑えるよう，再発を防止するために，その原因を分析及び是正する必要がある場合に，格上げ

され，問題（3.26）として対処される。 

3.18 
情報項目（information item） 

人間が利用するために作成され，保存され，及び納入される個別に識別できる情報の本体 

（出典：ISO/IEC/IEEE 15289:2019の3.1.12を変更。“情報製品（information product）”を優先的な同義

語とすることを削除し，注釈を削除） 

3.19 
インターフェース（interface） 

二つ以上の論理要素，物理要素，又はそれらの両方の要素である，システム要素（3.47）又はソフトウ

ェアシステム要素が，遭遇し，互いに作用又は通信・情報伝達する接点 

（出典：ISO/IEC/IEEE 24748-6の3.1.3） 

3.20 
相互運用システム（interoperating system） 

対象システム（3.48）と情報を交換し，交換された情報を使用するシステム（3.46） 
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3.21 
ライフサイクル（life cycle） 

システム（3.46），製品（3.32），サービス（3.42），プロジェクト（3.33），又は人が作るエンティ

ティの，構想から廃止（3.38） までの段階的な発展 

3.22 
ライフサイクルモデル（life cycle model） 

ステージ（3.43）に編成することができるライフサイクル（3.21）に関係する，プロセス（3.27）及び

アクティビティ（3.3）の枠組みで，情報伝達及び理解のための，共通して参照できる役割をもつ枠組み 

注釈 1 “プロセス”，“アクティビティ”及び“タスク”は，システムのライフサイクルで行う作業を

階層化して表すものである。最上位の作業のくくりが“プロセス”，その“プロセス”の構成要

素が“アクティビティ”，さらに，“アクティビティ”の構成要素が“タスク”である。 

3.23 
システムレベルの運用概念（operational concept） 

特定の一つのシステム（3.46）又は，新しい，既存の，若しくは変更された，特定の関連するシステム

を集めた一組のシステムの，運用又は一連の運用に関する，組織（3.25）の前提条件又は意図についての

言葉及び図による記述 

注釈 1 システムレベルの運用概念は，一つ以上の特定のシステム，又は関連する一組のシステムを利

用する運用の全体像を与えるために設計する。組織の運用環境（3.16）の中で利用者（3.53）及

び運用操作者（3.24）の視点から全体像を与えるものである。組織レベルの運用概念（3.9）も

参照。 

注釈 2 システムレベルの運用概念はシステムに関するものである一方で，組織レベルの運用概念（3.9）
は通常は組織の視点からの運用概念を意味する。 

（出典：ANSI/AIAA G-043B-2018の5.2を変更。3番目の定義を使用した。注釈1の最初の文を削除し，注

釈2を追加） 

3.24 
運用操作者（operator） 

システム（3.46）の運用操作を行う個人又は組織（3.25） 

注釈 1 運用操作者及び利用者（3.53）の役割は，同一の個人又は組織に対して，同時に又は順次的に，

付与することが可能である。 

注釈 2 知識，スキル（技能），及び手順を備えた個々の運用操作者は，システムの一要素としてみなす

ことが可能である。 

注釈 3 運用操作者は，運用されているシステム上での運用操作を行うか，又は運用されているシステ

ムそれ自体の運用を行ってもよい。これは，運用指示がシステムの境界内にあるか，外にある

かによる。 

3.25 
組織（organization） 

自らの目標を達成するため，責任，権限及び相互関係を伴う独自の機能をもつ，個人又はグループ 

例 企業，法人，事務所，事業，協会，義援団体，個人事業者，同業者組合又はこれらの一部若しく

は組合せ 
（出典：JIS Q 9000:2015の3.2.1を変更。注記を削除し，例を追加） 
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3.26 
問題（problem） 

調査及び是正処置が要求される，困難さ，不確かさ，若しくは現実のものとなった望ましくないイベン

ト，一連のイベント，状態又は状況 

3.27 
プロセス（process） 

インプットをアウトプットに変換する，相互に関連する又は相互に作用する一連のアクティビティ

（3.3） 

注釈 1 プロセスのアウトプット（output）は，プロセスの結果であり，作成物，情報項目などの作業成

果物若しくは製品又はサービスを通常は指す。プロセスのインプット（input）は，プロセスへ

の入力で，他のプロセスのアウトプットである。この規格では“入出力”と記す場合もある。 

3.28 
反復（iteration） 

＜プロセス＞ システム（3.46）構造内の同じ階層レベルにおける，同じプロセス（3.27）又はプロセ

スの集まりの繰り返し適用 

3.29 
プロセスの目的（process purpose） 

プロセス（3.27）を実行することを高い抽象レベルで表現した目標であって，プロセスの効果的な実施

によって見込まれる成果 

注釈 1 プロセスを実施することの目的は，利害関係者（3.44）に便益を提供することである。 

注釈 2 この規格のプロセスに関する記載の中では，単に“目的”とも表記される。 

3.30 
プロセスの成果（process outcome） 

プロセスの目的（3.29）の達成に成功することによって観察できる結果 

注釈 1 この規格のプロセスに関する記載の中では，単に“成果”とも表記される。 

3.31 
再帰（recursion） 

＜プロセス＞ システム構造内にあるシステム要素（3.47）へと連続する各階層レベルにおける，同じ

プロセス（3.27）又はプロセスの集まりの繰り返し適用 

3.32 
製品，成果物（product) 

組織と顧客（3.12）との間の処理・行為なしに生み出され得る，組織（3.25）のアウトプット 

注釈 1 製品の主要な要素は，一般にそれが有形であるということである。 
（出典：JIS Q 9000:2015の3.7.6を変更。注記1及び注記3を削除） 

3.33 
プロジェクト（project） 

定められた資源（3.37）及び要件（要求事項）（3.36）に従って，製品（3.32）又はサービス（3.42）
を作り出すために実施される，定義された開始条件及び終了条件がある取組み 
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注釈 1 プロジェクトは，調整され制御された活動（3.3）で構成され，この規格で定義されているテク

ニカルマネジメントプロセス及びテクニカルプロセスのアクティビティ（3.3）で構成される固

有のプロセス（3.27）として見られることもある。 

注釈 2 アジャイル，DevOps（デブオプス）などの継続的開発（Continuous development）アプローチで

は，製品及びサービスの作成に異なる専門用語を使用することがある。 

3.34 
品質保証，QA（quality assurance，QA） 

品質要件（要求事項）（3.36）が満たされるという確信を与えることに焦点を合わせた，品質マネジメ

ントの一部 

（出典：JIS Q 9000:2015の3.3.6を変更。略語を追加） 

3.35 
品質特性（quality characteristic） 

要件（要求事項）（3.36）に関連する，製品（3.32），サービス（3.42），プロセス（3.27）又はシス

テム（3.46）に本来備わっている特性 

（出典：JIS Q 9000:2015の3.10.2を変更。“目的”を，“製品,サービス,プロセス又はシステム”に置き

換え，注記を削除） 

3.36 
要件（要求事項）(requirement) 

ニーズ並びにそれに付随する制約及び条件を変換した又は表現する文 

（出典：JIS X 0166:2021の3.1.19を変更。注釈を削除） 

3.37 
資源（resource） 

プロセス（3.27）の実行中に利用又は消費される資産 

注釈 1 資源には，資金，要員，施設・設備，資本設備，道具・ツールなどの多様なエンティティ，及

び電力，水，燃料，通信基盤などの公益物を含む。 

注釈 2 資源には，再利用できるもの，再生できるもの，又は使い切ってしまうものも含む。 

3.38 
廃止（retirement） 

＜システム＞ 運用組織又は保守組織（3.25）による実施中の支援の中止，一部分若しくは全体の新し

いシステム（3.46）への置き換え，更新されたシステムの導入，又は最終的な使用停止及び廃棄 

3.39 
リスク（risk） 

目標に対する不確かさの影響 

注釈 1 影響とは，期待されていることから，好ましい方向又は好ましくない方向にかい（乖）離する

ことをいう。好ましい方向の影響は，機会（opportunity）としても知られる。 

注釈 2 目標は，例えば，財務，人の健康及び安全性（3.40），環境面についての到達目標など，異なっ

た側面をもつことが可能で，戦略，組織全体，プロジェクト，製品（3.32），プロセス（3.27）
など，異なったレベルで適用することがある。 
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注釈 3 リスクは，起こり得るイベント及び引き起こされる最終的な結果，又はこれらの組合せについ

て述べることによって，その特徴を記述することが多い。 

注釈 4 リスクは，あるイベント（周囲環境の変化を含む。）が引き起こす最終的な結果と，その起こり

やすさとの組合せとして表現することが多い。 

注釈 5 不確かさとは，あるイベント，そのイベントが引き起こす最終的な結果，又は起こりやすさに

ついての，理解若しくは知識に関する情報が，たとえ部分的にでも欠落している状態をいう。 
（出典：JIS Q 0073:2010の1.1を変更。注釈1の最後の文を追加し，“目的”を“目標”に置き換えて対応

国際規格のobjectiveをpurposeと区別した。） 

3.40 
安全性（safety） 

システム（3.46）が，定められた状況下で，人の生命，健康，財産，又は環境 （3.16） を危険にさら

す状態に至らないという期待 

注釈 1 この用語は，許容できないリスク（3.39）がない状態とも定義され，リスク回避性（freedom from 
risk）とされる場合がある（JIS X 25010）。 

（出典：JIS X 0160:2021の3.1.48を変更。注釈1を追加） 

3.41 
セキュリティ（security） 

意図的な破壊改変又は強制的な故障に対する防護 

注釈 1 セキュリティには，真正性，説明責任，機密性，インテグリティ，アベイラビリティ，否認防

止，信頼性が含まれ，これらは全て，アシュアランスに関連する課題をもつ。 
（出典：NATO AEP-67を変更。注釈1を更新) 

3.42 
サービス（service） 

組織（3.25）と顧客（3.12）との間で必ず実行される，少なくとも一つの活動（3.3）を伴う組織

（3.25）のアウトプット 

注釈 1 サービスの主要な要素は，一般にそれが無形であることである。 

注釈 2 サービスは，首尾一貫していて，個別に行われ，他の（複数の）サービスで構成することが可

能である。 
（出典：JIS Q 9000:2015の3.7.7を変更。注記2～注記4を注釈2に置き換え) 

3.43 
ステージ（stage） 

エンティティのライフサイクル（3.21）内の期間であって，エンティティの記述又は実現の状態に関連

する期間 

注釈 1 この規格にあるように，ステージは，エンティティのライフサイクルを通して，エンティティ

の大きな進捗及び達成のマイルストーンに関連するものである。 

注釈 2 ステージは，互いに並行して重なることがよくある。 

注釈 3 この用語はこれまで“段階”としていたが，一般的な表現で用いた場合との区別をより明確に

するため“ステージ”とした。 
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3.44 
利害関係者（stakeholder） 

システム（3.46）に，又はそれがニーズ及び期待を満たす特性をもつことに，権利，持分，請求権又は

関心をもっている個人又は組織（3.25） 

例 最終利用者（3.53）（エンドユーザー），最終利用組織，支援者，開発者，顧客（3.12），生産・製

作・製造者，教育訓練者（トレーナー），保守者，廃棄処理者，取得者（3.1），供給者（3.45），規

制機関，システムによって好ましい影響又は好ましくない影響を受ける人々。 

注釈 1 利害関係者は，利害関係者間で互いに相反する利害関係のある関心，又は対象とするシステム

と相反する利害関係のある関心をもつ場合がある。 

3.45 
供給者（supplier） 

製品（3.32）又はサービス（3.42）の提供に関して取得者（3.1）と合意（3.4）とを結ぶ組織（3.25）又

は個人 

注釈 1 供給者に対して通常使用される他の用語には，請負業者，生産者・製作者・製造業者，販売者

又は専門分野製品販売者がある。 

注釈 2 取得者及び供給者は，同一の組織に属することがある。 

3.46 
システム（system） 

構成要素を集めることによって，個々の構成要素では現れない明示的な振る舞い又は意味が現れるよう

にした，構成要素となる部分又は要素の配置 

注釈 1 システムは，製品（3.32）又は製品が提供するサービス（3.42）とみなされることがある。 

注釈 2 実際には，用語に，“航空機システム”など，“システム”を付けた名詞を使用することで，そ

の意味の解釈が明確になることがよくある。別の表現として，文脈から明らかな場合は，“シス

テム”という言葉を使わずに，例えば，“航空機システム”を“航空機”という用語に置き換え

ることがあるが，その用語にシステムとしての観点があることが曖昧になる。 

注釈 3 完成したシステムは，意図された環境（3.16）において，システム自体を十分に利用できるよ

う，必要な度合いで運用及び支援をするために要求された，次を含む。全ての関係する機器，

設備・施設，資材，コンピュータのプログラム，ファームウェア，技術文書，サービス（3.42）
及び要員。 

3.47 
システム要素（system element） 

指定された要件（要求事項）（3.36）を満たすために実装することが可能なシステム（3.46）の個別の

独立した部分 

例 ハードウェア，ソフトウェア，データ，人間，プロセス（3.27）［例えば，サービス（3.42）を利

用者（3.53）に提供するためのプロセス］，手順［例えば，運用操作者（3.24）への操作指示］，設

備・施設，材料，自然に発生するエンティティ又はそれらの組合せ。 

3.48 
対象システム，SoI（system-of-interest，SoI） 
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そのライフサイクル（3.21）が検討対象となるシステム（3.46） 

3.49 
システム オブ システムズ，SoS（System of Systems，SoS） 

それを構成する構成システム自体では成し遂げられない特有の能力を提供するために，相互作用するシ

ステム（3.46）又はシステム要素（3.47）の集まり 

（出典：ISO/IEC/IEEE 21839:2019の3.1.4) 

3.50 
システムズエンジニアリング（systems engineering） 

システム原則及び概念，並びに科学的，技術的，及びマネジメントの手法を使用して，開発の作業が行

われるシステム（3.46）の実現，利用，及び廃止（3.38）を成功させるように実現できるようにするため

の，学際的で統合的なアプローチ 

（出典：INCOSE-TP-2020-002-06） 

3.51 
タスク(task) 

プロセス(3.27)の一つ以上の成果の達成に貢献するように意図された，要求され，推奨され，又は許容

される作業行動 

3.52 
トレーサビリティ(traceability) 

二つ以上の論理的なエンティティ間の識別可能な関連性で，要件（要求事項）（3.36），システム要素

（3.47），検証（3.55），タスク（3.51）などのエンティティ間での識別可能な関連性 

（出典：ISO/IEC TR 29110-1:2016 の 3.71 を変更 －  “識別可能（discernible）”を追加し，例を削

除） 

3.53 
利用者（user） 

利用中，システム（3.46）と対話するか，又はシステムから便益を得る個人又はグループ 

注釈 1 利用者及び運用操作者（3.24）の役割は，同一の個人又は組織（3.25）に対し，同時に又は順次

的に，付与することが可能である。 
（出典：JIS X 25010:2013の4.3.16を変更，注記1を注釈1に置き換え） 

3.54 
妥当性確認（validation） 

客観的証拠を提示することによる，特定の意図された用途又は適用に関する要件（要求事項）（3.36）
が満たされていることの確認 

注釈 1 ライフサイクル（3.21）中にある状況では，妥当性確認は，システム（3.46）がその意図する用

途，ゴール，及び目標を，運用環境のような環境において，達成できるという確信を得るため

の一連のアクティビティ（3.3）である。妥当性確認とは，正しいシステムが構築されたことを

確認することである。 
（出典：JIS Q 9000:2015の3.8.13を変更。注記1～注記3を削除し，注釈1を追加，定義文の表現を一部変

更） 
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3.55 
検証（verification） 

客観的証拠を提示することによる，規定された要件（要求事項）（3.36）が満たされていることの確認 

注釈 1 検証は，システム（3.46）又はシステム要素（3.47）と，要求される特性とを比較するという一

連のアクティビティ（3.3）である。この比較の対象となるシステム要素には，規定された要件

（要求事項），設計（3.13）記述，及びシステム自体を含むが，これらに限定されるわけではな

い。検証とは，システムが正しく構築されたことを確認することである。 
（出典：JIS Q 9000:2015の3.8.12を変更。注記1～注記3を削除し，注釈1を追加，定義文の表現を一部変

更） 

3.56 
ビュー（view） 

関連する一連の関心事（3.10）の観点からの，システム（3.46）の表現 

注釈 1 ビューは，システムの運用上，機能上，又はアーキテクチャ上の表現である場合がある。 
（出典：ISO/IEC/IEEE 24774:2021の3.21を変更。定義から“全体（whole）”を削除し，元の注釈1を新

しい注釈1に置き換え） 

3.57 
ビューポイント（viewpoint） 

ビュー（3.56）を構築及び使用するための規約の記載 
（出典：ISO/IEC/IEEE 24774:2021の3.22を変更。注釈1～注釈3を削除） 

4 適合性 

4.1 意図した用途 

この規格の要求事項は，箇条 6 及び附属書 A に規定している。この規格は，システムのライフサイクル

で使用するのに適切な幾つかのプロセスに対する要求事項を規定する。 特定のプロジェクト又は組織で

は，この規格で規定する幾つかのプロセスだけを利用することも可能である。それゆえ，この規格を実施

するには，一般的には，組織又はプロジェクトに適したプロセス集合を選定し，かつ，宣言する。この規

格の実施が，この規格の規定に適合していることを主張する，二通りの方法がある。それは，完全適合（full 
conformance）及び修整適合（tailored conformance）である。 

完全適合を主張するには二つの基準がある。いずれの基準を達成することでも十分に適合できるが，選

択された基準（又は両方の基準）を主張の中で明示するよう記述しなければならない。タスクへの完全適

合（full conformance to tasks）を主張することは，宣言されたプロセス集合のアクティビティ及びタスクの

全ての要求事項が達成されたことを明示する。成果への完全適合（full conformance to outcomes）を主張す

ることは，宣言されたプロセス集合に対する要求された成果が全て達成されたことを明示する。成果への

完全適合は，適合しているプロセスを実行する方法について，タスクへの完全適合よりも大きな自由度が

ある。このため，革新的なライフサイクルモデルを用いる状況で使われるプロセスを実行するときにも，

有用となる可能性がある。 

注記 1 この規格の適用に必要な柔軟性をもたせるために，適合性の選択肢が提供されている。各プロ

セスには，一連の目標（成果と表記），及び目標を達成する方法の一つを表す一連のアクティビ

ティ及びタスクがある。 
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注記 2 宣言されたプロセス集合のアクティビティ及びタスクを実施する利用者は，選択されたプロセ

スのタスクへの完全適合を主張することが可能である。しかし，アクティビティ及びタスクの

全てを実施するのではなく，宣言されたプロセス集合の目標（すなわち，成果）を達成する革

新的なプロセスに変形させることもでき，それらの利用者は宣言されたプロセス集合の成果へ

の完全適合を主張することが可能である。タスクへの適合及び成果への適合という二つの基準

は，必ずしも同等ではない。これはアクティビティ及びタスクの特定の遂行には，場合によっ

ては，成果だけを達成するよりも高いレベルの能力を必要とすることがあるからである。 

注記 3 この規格を取引条件として課する組織（例えば，国家機関，産業団体，企業）は，最小限要求

される一連のプロセス，成果，アクティビティ及びタスクを規定し，公表することが可能であ

る。これらは,取引条件となる供給者の遵守事項を定めるものである。 

注記 4 この規格の要求事項は，（し）なければならない（shall）という助動詞を使って表現される。推

奨事項は，することが望ましい（should）と表現される。許可事項は，してもよい（may）と表

現される。しかしながら，使われる助動詞にかかわらず，この規格への適合に対する要求事項

は前述のように選択される。 

4.2 完全適合  

4.2.1 成果への完全適合 

完全適合の主張では，適合を主張するプロセス集合を宣言する。成果への完全適合は，宣言したプロセ

ス集合の全ての成果が達成されていることを，証拠を提示して立証することで実現する。この状況では，

宣言されたのプロセス集合のアクティビティ及びタスクに対する規定は，その規定で使用されている助動

詞にかかわらず，要求事項というよりはむしろ手引となる。 

注記 この規格で意図している用途の一つは，プロセスのアセスメント及び改善を促進することである。

この目的のために，それぞれのプロセスの目標は，ISO/IEC 33000 ファミリー規格及びその対応

JIS（JIS X 33001～33004，JIS X 33020）の規定と互換性のある成果という形で書かれている。そ

れらの規格は，この規格のプロセスのアセスメントを提供し，改善のための基礎を提供する。プ

ロセスのアセスメント及び改善を意図する利用者は，JIS X 33002 で要求されるプロセス参照モデ

ルとしてこの規格に記載するプロセスの成果を使用することが可能である。 

4.2.2 タスクへの完全適合 

完全適合の主張では，適合を主張するプロセス集合を宣言する。タスクへの完全適合は，宣言したプロ

セス集合のアクティビティ及びタスクの全ての要求事項が達成されていることを，証拠を提示して立証す

ることで実現する。この状況では，宣言されたプロセス集合の成果に対する規定は，その規定で使用され

ている助動詞にかかわらず，要求事項というよりはむしろ手引となる。 

注記 契約において，取得者又は規制機関が，供給者のプロセスを詳細に理解することを要求するよう

な状況であれば，タスクへの完全適合を主張することが適切な場合がある。 

4.3 テーラリング（修整）された適合（修整適合） 

この規格を，プロセス集合を定める基礎として使用するが，完全な適合性を満たすプロセスとはみなさ

れない場合は，この規格の箇条 6 のプロセスを，附属書 A に規定したテーラリング（修整，tailoring）プロ

セスに従って選択又は修正しなければならない。テーラリングされた適合（修整適合，tailored conformance）
であると主張するためには，テーラリングされたプロセス集合を宣言する。テーラリングされた適合は，

テーラリングされたプロセスの成果，アクティビティ及びタスクが達成されていることを，証拠を提示し
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て立証することで実現する。 

注記 1 テーラリングによって望ましい規定が削除され得る程度については，他の組織にとっては理解

することが難しいので，テーラリングは，この規格への適合性を主張することで認められてい

る価値が減少する可能性がある。 

注記 2 この規格への適合の主張を行う組織は，より多くのプロセスを列挙して，それらに対してテー

ラリングされた適合を主張するよりも，より少ないプロセスを列挙して，それらに対しての完

全適合を主張する方が有利であると判断することが可能である。 

注記 3 組織は，選択されたプロセス集合については完全適合を主張し，他のプロセス集合については

テーラリングされた適合を主張することも選択可能である。 

5 重要な概念及びその適用 

5.1 一般  

この箇条では，この規格の基礎となる本質的な概念を明らかにし，説明する。これらの概念についての，

さらに詳しい説明は，ライフサイクルマネジメントの適用に関する指針を示している ISO/IEC/IEEE 
24748-1 及び ISO/IEC/IEEE 24748-2 が参照可能である。 

5.2 システム概念 

5.2.1 システム 

システムとは，部分又は要素を配置・手配したものであって，それらを構成要素として集めることによ

って，個々の構成要素では現れないような明示的な振る舞い又は意図が現れるようにしたものである。シ

ステムには，物理的なもの，概念的なもの，又はその両方を組み合わせたものがあり得る。物理的な世界

におけるシステムは，物質及びエネルギーから構成され，物質及びエネルギーを搬送する中にコード化さ

れた情報を具現化し，観測可能な振る舞いを示す。概念システムは純粋な情報の抽象的なシステムであり，

直接的に明示的な振る舞いを示すのではなく，明示的な意図を示す。いずれの場合も，システムの（全体

としての）特性は，部分又は要素，その個々の特性，並びに部分，システム及びその環境の中での関係及

び相互作用から生じる結果であるか，又は創出されて現われる。 

個々の特定のシステム，そのアーキテクチャ及びシステム要素の認識及び定義は，利害関係者の関心及

び責任に依存する。ある利害関係者にとっての対象システム（SoI）は，別の利害関係者の SoI のシステム

要素として見ることが可能である。さらに，SoI は，別の利害関係者の SoI の環境の一部分として見ること

が可能である。また，SoI は SoS の構成システムとして見ることも可能である。 

対象システム（SoI）の特性に関する要点を次に示す（図 1 及び図 2 も参照）。 

a) 定義された境界によって，対象システムを区切り，意味のあるニーズと現実的なソリューションとが

一つにまとまる。 

b) システム要素間には階層的又は他の関係がある。 

c) SoI 内のどのレベルのエンティティも，それ自体を一つのシステムとして見ることが可能である。 

d) システムは，定義された下位のシステム要素の集合が，統合されたものからなる。 

e) 人間は，システムの外部の利用者（例えば，ユーザー）として見ることが可能であると同時に，シス

テム内部のシステム要素（例えばシステムオペレータである運用操作者）としても見ることが可能で

ある。 
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f) システムは，単独のエンティティ，すなわち製品として，又はその周囲の環境と相互作用することが

できる機能の集まり，すなわち一連のサービスとして，見ることが可能である。 

注記 サービス，ハードウェア要素，ソフトウェア要素は，これらが個々の SoI である場合又は SoS の

構成要素である場合は，それぞれを製品又はサービスとすることが可能である。システム内に統

合されたサービス及び製品を考慮するときは，製品－サービスシステム[65]と呼ぶこともある。

製品－サービスシステムは，組織が製品に関連するサービスを提供するための手段を提供する。 

システムを定義するためにどのような境界を選んだとしても，この規格における概念は一般的であり，

実際に規格の適用を実施する各利用者が，ライフサイクルをそれぞれに具体化して，利用者のシステムの

原則に関連させる，又は適応させることが可能である。 

5.2.2 システム構造 

この規格のシステムライフサイクルプロセスは，システムに関する規格である。システムは，相互作用

するシステム要素の集合から構成され（図 1 を参照），各要素は，それぞれの指定された要件（要求事項）

を満たすように実装されることを可能にするものである。システム要素には，ソフトウェア要素，ハード

ウェア要素，サービス，並びに利用及び支援のための資源を含めてもよい。どのシステム要素についても，

その実装の責任を，合意を通じて別の当事者に委ねてもよい。 

 

図 1－システムとシステム要素との間の関係 

システム要素間の関係は，システムの階層又はネットワークを含む多くの形式で表現することが可能で

ある。より複雑な対象システムの場合，システム要素と思われるもの自体を一つのシステム（これも複数

のシステム要素から構成される。）と考えることが必要としてもよい。そうすることで，システム要素の完

全な集合を，確定的に定義することが可能になる（図 2 を参照）。このように，適切なシステムライフサイ

クルプロセスは，対象システムに再帰的に適用してその構造を分解し，理解可能で，マネジメント可能な

システム要素にして，システム要素の実装（作成，購入又は再利用）を可能にする。図 1 及び図 2 は階層

関係を意味するが，実際には，ネットワーク及び他の分散システムのように，一つ以上の側面について，

階層的ではないシステムが増えている。5.4 では，システム オブ システムズ（SoS）の概念を論じている。 

システム
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図 2－対象システム構造 

5.2.3 インターフェーシングシステム，イネーブリングシステム，及び相互運用システム  

対象システム（SoI）のライフサイクルのいずれかのステージにおいて、SoI との間でインターフェース

（データ又は情報，エネルギー，資源，物理的なインターフェース）を共有する全てのシステムは，イン

ターフェーシングシステムであり，システム開発の中で考慮する必要がある。人間は，SoI のシステム要

素（例えば運用操作者）として，又は SoI のライフサイクルステージ全体を通して SoI の外部から SoI（例

えば情報を要求する利用者）にインターフェースをもっている可能性がある。 

対象システム（SoI）のライフサイクル全体を通して，イネーブリングシステムからの必要不可欠なサー

ビス，例えば大量生産システム，教育訓練システム，保守システムなどが必要となる。これらのシステム

は，それぞれ，実行される SoI の一つ以上のライフサイクルプロセスの実施を支援する。SoI は，運用以外

のライフサイクルステージ中にも，他の使用されるシステムとのインターフェースをもつことがよくある。

これらのインターフェースには，そのステージ専用に使用され，運用中には使用されないものもある。 

ある機能を実行するために相互作用するシステムは，相互運用システムと呼ばれる。これは，システム・

オブ・システムズ（SoS）の状況では重要な側面をもつ（5.4 を参照）。相互運用システムは，インターフェ

ーシングシステムの部分集合である。相互運用性は，情報の交換及び利用を含むことが可能であるが，物

理的及び他の種類の相互運用性も重要な可能性がある。例えば，現在では多くの電子機器に，利用者の設

置利用場所に適した電源アダプタが備わっている。 

注記 相互運用システムは，SoI が信頼性，セキュリティ，有用性又は効率性を保って動作することを可

能とするために，又はアクセシビリティ又はユーザビリティを改善するために情報を交換するこ

とが可能である。相互運用システムは，他のシステム又は SoS が使用するために SoI から情報を

受け取ることも可能である。 

対象システム（SoI）とインターフェーシングシステム，イネーブリングシステム及び相互運用システム

との間の相互関係は，双方向又は一方向である可能性がある。相互関係に対する要件（要求事項）は，SoI
の要件（要求事項）に含める必要がある。 
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これらの概念についての更なる詳細は，ライフサイクルプロセスの適用に関する指針を提供する

ISO/IEC/IEEE 24748-1 及び ISO/IEC/IEEE 24748-2 に記載がある。 

5.2.4 システムソリューションの文脈に関連する概念 

SoI 及びそのイネーブリングシステムは，通常，利害関係者の関心事に対処するソリューションと考え

られる。利害関係者の関心事は，それらのビジネスモデルに関連している。特に，SoI 供給者，取得者，及

び利用者の関心事は異なる。これは，SoI を独自のシステムソリューションの文脈で実行可能にするため

に，様々に異なるイネーブリングシステムを検討する必要性を促すものとなる。したがって，ソリューシ

ョンは，異なる利害関係者ニーズ及びビジネスモデルを検討する必要がある。 

例 製造システムは，供給者に必須であるが，通常，利用者及び取得者からは考慮されない。 

この観点では，SoI について，ビジネス又はミッション分析プロセスは，それぞれのソリューションの文

脈に対処することを意図している（図 3 を参照）。 

  

図 3－複数あるシステムソリューションの文脈 

注記 複数存在する，システムレベルの運用概念，取得が行われる状況，及び展開配置を，SoI に関連付

けることが可能である。このような多元的なシステム利用寿命の記載は ISO 15704 に示されてい

る。 

SoI が複数あるソリューションの文脈からなる集合に対処するために，SoI の可変及び選択可能な付加部

分を仕様化しなければならない。製品及びサービスは，システムのファミリー及びプロダクトラインの中

で，様々に異なるプロジェクトに共通する要素の識別及び各プロジェクトに応じた差異及び付加可能な選

択肢について検討することがよくある（詳細は，ISO/IEC 26550 を参照）。システム，製品，及びサービス

の開発では，プロダクトライン，製品ファミリー，複数のシステム，及び複数のシステム オブ システム

ズ（SoS）の確立を含めて，複数プロジェクト間で再利用する機会を識別することによって便益を得ること

が多い。複数プロジェクトで使用可能なこれらの資産は，ナレッジマネジメントプロセスを適用してマネ
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ジメントする。 

5.2.5 プロダクトライン エンジニアリング（PLE）  

組織がプロダクトラインを開発する場合，個々のシステムを開発するよりも，プロダクトラインを全体

的に開発する方がはるかに効果的で効率的である。これは，ライフサイクルの大部分において，システム

を個々に具現化したシステムインスタンスを支援するために定義された，それぞれのための差異変化種

（variation）をもった，単一の SoI として開発することを要求することになる。しかしながら，ライフサイ

クル中に，システムインスタンスが開発され，妥当性確認され，運用のために配置・展開された時点で，

そのシステムが，すなわちプロダクトラインの個別メンバーとなった時点で，そのシステムはそれ自体が

SoI となり，生産・製作・製造，支援，利用，廃止などを含めることが可能な開発後のライフサイクルを，

継続することが可能となる。これには，差異変化種マネジメントモデルを，システムインスタンスの定義

及び製作・生産をマネジメントするために適用する。PLE が，一般的に製品ファミリーの中で再利用可能

な資産をもつ共通プラットフォームを使用する利点に焦点を当てているのに対し，差異を表す特徴に基づ

くフィーチャーベース PLE は，全体にわたって自動化された方法で PLE を取り扱う（ISO/IEC 26580 を参

照）。 

注記 システムインスタンス（system instance）は，実現された具体的な個々のシステムで，PLE では共

通のプラットフォーム及びコンポーネントを使用して作成する。 

このアプローチでは，プロダクトラインを SoI とみなす場合にも，複数の差異変化をもつプロダクトラ

インの各インスタンスを SoI とみなす場合にも，全てのシステムライフサイクルプロセスが適用される。

全体的なプロダクトライン SoI の観点からは，プロダクトラインの複数メンバー間で，ライフサイクルプ

ロセスを通じて開発された作成物の多くが共有され，効率が向上する。 

フィーチャーベース PLE の重要な原則を次に示す。 

－ プロダクトライン内のシステムインスタンスについての差異を表す特徴であるフィーチャーの集合

（ISO/IEC 26580 ではフィーチャーカタログと呼ばれる）は，プロダクトラインの各メンバーが互い

にどのように異なっているかを区別している特性を捕捉して記録し，組織全体にわたる差異変化を表

現する共通言語を提供する。フィーチャーカタログは， モデルベース システムズエンジニアリング

（MBSE，model-based systems engineering）における特別な種類のモデルであり，プロダクトラインの

差異変化種を分析し，対処するのに役立つ（附属書 D を参照）。 

－ プロダクトラインのポートフォリオ内のシステムインスタンスについて選択された特徴は，そのイン

スタンスの区別に適用できる特徴を収集したもの（ISO/IEC 26580 ではフィーチャー表と呼ばれる。）

で明示される。 

－ 製品の作成，設計，実装，配置・展開，及び運用を支援する全ての開発における作成物を，プロダク

トライン内にあるどのシステムからも使用される全てのコンテンツの唯一のもの，すなわち重複がな

いもの［ISO/IEC 26580 では共有資産の完全集合（shared asset supersets）と呼ばれる］として識別し，

維持する。全ての製品で使用されるコンテンツは共通コンテンツであり，プロダクトラインのために

集めて一括してマネジメントする。一つ以上のシステムインスタンスで，差異があるものへ変化する

コンテンツは，その差異変化［ISO/IEC 26580 における差異変化点（variation points）と呼ばれる］と

ともに封入してカプセル化することで，差異変化は，選択された特徴であるフィーチャーに基づいて，

所与のシステムインスタンスのために含めたり，省略したり，生成したり，又は変換したりすること

が可能になる。 

－ システムインスタンスは，インスタンスに対して選択された特徴であるフィーチャーに応じて自動的

に導出される差異変化点に，全ての共通コンテンツを加えて構成する。 
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5.3 組織の概念 

5.3.1 組織 

組織全体又は組織の一部が合意する場合，組織全体又は組織の一部は合意の当事者と呼ばれることがあ

る。複数の当事者の集合が，同じ組織内から形成されるか，又は別々の組織から形成される場合がある。

個人が責任及び権限を割り当てられている場合，組織は小さくてもよく，一人の場合もある。 

プロセスの実行に責任をもって担当する組織は，そのプロセスに合わせた名称で参照されることがある。

例えば，取得プロセスを実行する組織は，取得者と呼ばれることがある。供給者，実装者，保守者，及び

運用操作者も一例である。 

この規格の組織は，他の幾つかの用語も用いて表している。利用者とは，製品又はサービスを利用する

ことから便益を得る組織である。顧客とは，利用者及び取得者の総称を指す。利害関係者とは，システム

に関心をもつ個人又は団体・組織を指す。 

プロセス及び組織は，互いに機能面でだけ関連している。この規格は，組織の構造を規定するものでは

なく，特定のプロセスを組織の特定の部分が実行するように指定するものでもない。組織に適切な構造を

定義し，プロセスの実行のために適切な役割及び責任を割り当てるのは，組織の責任である。 

この規格のプロセス群は，様々な組織に対応する包括的な集合を形成する。目的又は取得戦略に応じて，

組織の規模の大小に関係なく，組織は，その目的を達成するための適切な一連のプロセス集合（及びそれ

に関連するアクティビティ及びタスク）を選択することが可能である。一つの組織が，一つ以上の複数の

プロセスを実行してもよい。 

この規格は，組織内又は二つ以上の組織によって，適用することを意図している。組織内で適用する場

合，合意する二つの当事者は，典型的には，異なる状況下で正式さの程度が異なる合意条件を基に行動し

てもよい。組織と外部の組織との間で適用する場合，合意する二つの当事者は，通常，契約条件を基に行

動する。この規格では，合意という用語を使用して，このようないずれの状況にも適用する。 

この規格の目的上，どのプロジェクトも，組織内で実施される状況にあるとしている。これは重要であ

る。なぜならば，プロジェクトは組織のプロセスが作り出す様々な成果に依存するからである（例えば，

プロジェクトを実施する要員となる従業員，及びプロジェクトを収容する施設）。この目的のために，この

規格は一連の組織のプロジェクトイネーブリングプロセス群を提供する。このプロセス群が，組織を運営

するのに十分であるとされているのではなく，組織に関するプロセス群を一まとまりとみなしたものが，

プロジェクトが組織に依存関係をもつ状況では，最小限必要なものとして記載することを意図している。 

5.3.2 組織及びプロジェクトのレベルにおけるプロセスの採用 

現代の組織は，組織のプロジェクトに繰り返し適用する堅ろう（牢）な一連のライフサイクルプロセス

の開発に努めている。したがって，この規格は，組織レベル又はプロジェクトレベルで取り入れて役に立

つように意図したものである。組織はこの規格を採用し，適切な手順，実践方法，ツール及び方針を補完

することになる。組織内のプロジェクトは，通常，この規格に直接適合するよりも，組織のプロセスに適

合することになる。 

場合によっては，組織レベルで導入するプロセスの適切な集合をもたない組織によって，プロジェクト

を実行してもよい。そのようなプロジェクトは，この規格の規定を直接的に採択してよい。 

5.3.3 組織活動及び協調的な活動 
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システムソリューションの複雑さが増しているため，システムライフサイクル全体にわたり協調的かつ

同時進行的にエンジニアリング行う，協調エンジニアリング（collaborative engineering）及び並行エンジニ

アリング（concurrent engineering）によるアプローチを用いることが，有用となることが多い。次は，幾つ

かの考慮事項である。 

－ システムライフサイクルの活動（アクティビティ）は，実際には，利害関係者及び当該分野の専門家

の両者が同時並行で関与することによって，協調的な方法で実施する。 

－ 利害関係者及び専門家の関与を促進するために，組織内又は組織間で協調の枠組みを定義することが

可能である。協調の枠組みは，共有する手法，ツール又はそれら以外の資源を含み，意思疎通を良く

してビジョン及び価値観を共有するための環境を確立する。 

－ 協調エンジニアリングは，利害関係者間で適時にフィードバック及び意思疎通を確実に行うために役

立つ，反復又は段階的増加による開発アプローチにとって必要不可欠な要素である。 

5.4 システム オブ システムズ（SoS）の概念 

5.4.1 システムと SoS との違い 

SoS とはシステムの集合であって，集合内のどの構成システムも単独では達成できない特有な能力を提

供するために，システム間で相互作用する。SoS のある状況では，SoI に関連する部分は，定義上はシステ

ムの集合内にある複数のシステムそれら自体となる。SoS は，幾つかの構成システムに加えて，構成シス

テムを統合又は相互運用できるようにするために必要な，システム間インフラストラクチャ，設備・施設

及びプロセスから構成される。 

SoS 内では，各構成システムは SoS の一部を構成する独立したシステムである。構成システムは，一つ

以上の SoS の一部となることも可能である。それぞれの構成システムは，それ自体の開発，マネジメント，

利用，ゴール，及び資源をもつ有用なシステムであるが，SoS がもつ特有の能力をもたらすために SoS 内

で相互作用する。これらのような追加される属性が，SoS と，システムをまとまりにした集合体とを区別

するものである。 

システムは，複数の能力を支援する一つ以上の SoS の一部として相互作用してもよいものである。この

規格に，SoI と SoS との相互作用について記載があるときは，一つ以上の能力を支援する，一つ以上の SoS
を含むとしてよい。 

システムと SoS との違いは，個々の要素の構造又は配置ではなく，それらの要素の振る舞いの特性及び

マネジメント面の特性にある。 

5.4.2 マネジメント面及び運用面の独立性 

システムは，ガバナンスの対象となるマネジメントのための制御をする状況の範囲内で稼働する。組織

は，法律，規制，契約などの外部との合意に従ったゴール及び目標を通じて，プログラムのポートフォリ

オをガバナンスの統制下に置く。プログラムは，これらのゴール及び目標を達成するために，幾つかのプ

ロジェクトをマネジメントする。構成システム間の関係は SoS に影響する。SoS のどの構成システムとも

相互作用しないシステムは，その SoS の一部ではない。 

SoS の本質的な特性は，SoS 内の構成システムが稼働・運用面では独立していることである。すなわち，

構成システムは，SoS とは別に，幾つかの目的を単独で満たすために独立して稼働・運用することが可能

である（している）。構成システムは，それぞれ独自の目的のために互いに独立して稼働・運用するが，そ

の一方では，SoS のアウトプットを生成するために，構成システム及び他の（SoS の）要素とも互いに依
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存して稼働する。構成システムは完全に独立したものでは決してないが，SoS に完全に従属するものでも

ない。 

もう一つの本質的な特性は，SoS 内の構成システムは，マネジメント上の独立性及び相互依存性を併せ

もつことである。マネジメント上の独立性とは，構成システムは，SoS に参加しているときは相互依存し

ていても，ある程度の独立性を保持した組織によるマネジメントが可能であることを示している。これは，

そのような組織が，SoS 及び他の構成システムとは異なる，その構成システムとしてのゴール及び目標を

もつことが可能であることを意味する。その場合には，マネジメントに対する独立性及び相互依存性があ

る程度まで存在し得るのと同様に，ガバナンスに対する独立性及び相互依存性がある程度まで存在し得る。 

SoS の組織をマネジメントする手段には関係なく，ゴール及び目標の整合性（又はその欠如）は SoS に

影響を与える。構成システムには，SoS に所属するように，指示されるか又は影響を受けたりする構成シ

ステムもあれば，SoS を意識しないでいることが可能な構成システムもある。費用便益に基づいて SoS に

所属することを選択する構成システムもあれば，自らの目的をより多く果たすために SoS に所属する構成

システム，及び包括的な SoS の目的を信頼しているために SoS に所属する構成システムもある。 

5.4.3 SoS の分類法 

本質的な特性を使って，様々な種類の SoS を区分することで，SoS について考えるための略語を用いた

命名法を提供する。JIS X 21841 は，利害関係者間の意思疎通に役立てるための，システム（SoS）の正規

化された分類法を定義している。また，理解及び意思疎通を助けるために分類法とは何か，SoS にどのよ

うに適用されるかについても簡単に説明している。規模，適用範囲など，それらを用いることで分類法を

導き出すことを可能にするような，多くの特性が SoS にはある。 

JIS X 21841 の SoS 分類法は，SoS に関連する側面又は本質的な特性を整理し利害関係者の関心事と整合

する特定のビューポイントを提供する。この分類法は，これらの SoS のガバナンス，エンジニアリング，

運用，マネジメントなどの活動に関わる様々な利害関係者間の意思疎通を支援し，他の関連規格への参照

を提供する。 

JIS X 21841 は，ある SoS がどのようなものかを記載して表現する，又は SoS を比較するときに役立て

ることが可能である。 

注記 JIS X 21841（ISO/IEC/IEEE 21841）では，“指揮管理された SoS”，“認められた SoS”，“協調的な

SoS”，さらに，“仮想的な SoS”へとマネジメント面及び運用面の独立性が増す特性をもつ順に 4
種類に分類している。 

5.4.4 システムのライフサイクルステージにおける SoS の考慮事項 

ISO/IEC/IEEE 21839 は，SoI のライフサイクルの重要な時点で対処する一連の SoS 考慮事項を提供す

る。考慮事項及び要点は，この規格に記載されているものと整合している。これらの考慮事項の中で選択

された部分集合は，利害関係者の関与を通じて，システム存続期間を通して適用することが可能である。

最終的なゴールは，利害関係者の満足を達成することであり，SoI が納入されたときには，典型的には一

つ以上の SoS として特徴付けられる運用環境で，SoI が効果的に稼働し運用されるようにする。 

構成システムは，複数の SoS 内のエンティティとすることが可能である。SoS は，多くの場合，開発さ

れて SoS に統合される新しい構成システムを伴った，既存の構成システムから構成される。ISO/IEC/IEEE 
21839 は，構成システムが SoI であるときに焦点を当てている。ISO/IEC/IEEE 21839 で示される考慮事項

は，想定される SoS 構成において相互作用することを可能にするために，構成システムのライフサイクル

にとって何を考慮する必要があるかに関するものである。 
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ISO/IEC/IEEE 21839 は，SoI が SoS 内の構成システムである場合に，この規格を補完するものとして役

立てることが可能である。多くの場合，現行のシステムは，そのような状態にある。 

5.4.5 この規格の SoS への適用 

ISO/IEC/IEEE 21840 は，SoS を対象とする状況下で，この規格の利用のための手引を提供している。こ

の規格は広くシステム全般（構成システムを含む）に適用されるが，ISO/IEC/IEEE 21840 は，この規格の

プロセスを SoS という特殊な場合に適用するための手引を提供している。ただし，ISO/IEC/IEEE 21840
は，この規格に代えて適用するよう，SoS 向けに自己完結したものではない。ISO/IEC/IEEE 21840 は，こ

の規格，ISO/IEC/IEEE 21839 及び JIS X 21841 と組み合わせて使用することを意図しており，単独の手引

として使用することは意図されていない。 

SoI が SoS の一部分である場合，この規格内のプロセスの適用が依存するのは，SoS ライフサイクルの

種類，及び SoS の相互作用が SoI へ与える影響である。場合によっては，SoS の改変の波が押し寄せるこ

とがある。それ以外の場合には，SoS の変更が絶えず起こり，多くのプロセスが SoS に発展的な変更を実

装するために継続的に実施されている。 

5.5 ライフサイクルの概念 

5.5.1 システムライフサイクルモデル 

あらゆるシステムには，ライフサイクルがある。ライフサイクルは，そのシステムのニーズの概念化，

その実現，利用，発展及び廃棄を表現する，抽象化した実用的なモデルを用いて記述することが可能であ

る。 

システムは，そのライフサイクルを通じて，組織内の人々が実行し，マネジメントした行動の結果とし

て進行する。これらの行動を実行するためにプロセスを用いる。ライフサイクルモデルの中の詳細は，こ

れらのプロセス，それらのプロセスの成果，プロセスの関係及びプロセスの順序によって表現される。こ

の規格は，特定のライフサイクルモデルを規定するものではない。その代わりに，システムのライフサイ

クルの定義に使用可能な，ライフサイクルプロセスと呼ばれる一まとまりのプロセスの集合を定義してい

る。この規格で規定されているプロセスは，順次（sequential）開発モデル，並びに反復（iterative）開発モ

デル及び段階的増加（incremental）開発モデルによる開発を支援する。また，この規格は，ライフサイクル

モデル内のプロセスについて特定の順序を規定するものでもない。プロセスの順序は，プロジェクトの目

的及びシステムのライフサイクルモデルの選択によって決定する。 

5.5.2 システムライフサイクルステージ 

ライフサイクルは，システムの性質，目的，用途及び利用状況によって異なる。各ステージは，ライフ

サイクル全体に対する明確な目的及び貢献があり，システムライフサイクルを計画し，実行するときに考

慮される。ライフサイクルモデルは，必要に応じて一つ以上のステージで構成する。これは，SoI の適用範

囲，大きさ，複雑さ，変化するニーズ及び機会に応じて，反復させる，並行させる，又は終了と次の開始

とを並行させることが可能なステージの一連の順序として組み立てる。 

ステージは，システムに関するライフサイクルの主要な期間を表し，それらはシステム記述の状態又は

システム自体の状態に関連する。ステージは，そのライフサイクルを通してシステムの主要な進捗及び達

成されるマイルストーンを記述する。ステージは，ライフサイクルの主要な意思決定ゲートを作り出す。

これらの意思決定ゲートは，特定の意思決定基準を適用し，ビジネスケース（事業開始の理由となった費

用対効果計画），費用，スケジュール，システムの遂行能力・性能・運用時の実績，又はシステムの機能性
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に関係する固有の不確実性及びリスクを理解し，対処するために組織が利用する。このように，ステージ

は，その中において組織のマネジメントが，テクニカルマネジメントプロセス及びテクニカルプロセスを

概観する高いレベルで可視化及び制御するための枠組みを提供する。ISO/IEC/IEEE 24748-1 は，どのステ

ージでも，これらのプロセスを適用することを記載し，意思決定ゲートについてより詳細な情報を提供し，

次のような典型的なシステムライフサイクルステージを定義している。 

－ 概念（concept） 

－ 開発（development） 

－ 生産・製作・製造（production） 

－ 利用（utilization） 

－ 支援（support） 

－ 廃止（retirement） 

ライフサイクルステージ（例えば，利用，支援，廃止）とプロセス（例えば，運用，保守，廃棄）とに

は，大きな違いがあることに注意する。 

組織は，対照的な戦略を満たすために，ステージを異なる形で使用する。ライフサイクルステージは，

特に連続的，段階的，又は発展的なアプローチの中で同時並行となることが多い。複数のステージを同時

並行させて使用したり，異なる順序で使用したりすることで，明確に異なる特性をもったライフサイクル

を形成することが可能である。 

ライフサイクルステージについての概念の詳細は，ISO/IEC/IEEE 24748-1 及び ISO/IEC/IEEE 24748-2
が，ライフサイクルマネジメントの適用に関する指針を提供している。 

注記 ライフサイクル全体にわたる一連のイベント，発生事象及び発展は，システムライフヒストリー

と呼ばれることがある。ISO 15704 では，ライフヒストリーは，システムがその存続期間中に実

際に記録及びコンフィギュレーションマネジメントされた段階の一連の順序を指す。 

5.6 プロセスの概念 

5.6.1 プロセスの基準  

この規格におけるライフサイクルプロセスの決定は，三つの基本原則に基づいている。 

－ 各ライフサイクルプロセスは，その成果，アクティビティ及びタスクの間に強い関係がある。 

－ プロセス間の依存関係は，実行可能であることを確保できる範囲までは，可能な限り減らす。 

－ 一つのプロセスは，ライフサイクルの中で単一の組織によって実行可能である。 

5.6.2 プロセスの記述 

この規格の各プロセスは，次の属性によって記述する。 

－ プロセス名称は，そのプロセス全体としての適用範囲を表す。 

－ 目的は，プロセスを実行するゴールを記述する。 

－ 成果は，プロセス実施の成功によって期待される観察可能な結果を表す。 

－ アクティビティは，プロセスの構成要素で互いに強い関係をもつタスクの集合である。 

－ タスクは，成果の達成を支援することを意図とした要件（要求事項）である。 

プロセス記述の形式に関する更なる詳細は，ISO/IEC/IEEE 24774 に記載されている。アウトプットは，
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プロセス記述のために付記するか選択可能な属性である。それらは作成物又は情報項目である。附属書 B
は，プロセスからのアウトプットの例を含む。 

5.6.3 プロセスの一般的な特性 

5.6.2 で説明した基本属性に加えて，全てのプロセスに共通する他の属性によってプロセスを特徴付けて

もよい。ISO/IEC 33000 ファミリー規格及びその対応 JIS（JIS X 33001～33004，JIS X 33020）は，プロセ

ス能力測定の枠組みの中で 6 段階の達成レベルを特徴付けるための共通プロセス属性を識別している。 

5.7 この規格のプロセス 

5.7.1 全体像 

この規格では，システムのライフサイクルで実行する活動を四つのプロセスグループに分けている。 

a) 合意プロセス（Agreement processes） 

b) 組織のプロジェクトイネーブリングプロセス（Organizational project-enabling processes） 

c) テクニカルマネジメントプロセス（Technical management processes） 

d) テクニカルプロセス（Technical processes） 

グループ及び各グループが含むプロセスを図 4 に示す。それぞれのライフサイクルプロセスは，その目

的及び望まれる成果について記載し，加えてこれらの成果を達成するために実施することが可能な一連の

関連するアクティビティ及びタスクを列挙している。 

この規格で記載したプロセスは，組織が有用であるとした追加のプロセスの使用を排除又は阻止する意

図はない。この規格でプロセスが定義されている細分箇条の順序は，システムライフサイクル又はいずれ

かのライフサイクルステージにおいてプロセスを実行する順序を決定するものではない（すなわち，規定

された順序又は順番はない）。各プロセスグループについては，5.7.2 から 5.7.5 に記載している。 
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図 4－システムライフサイクルプロセス 

5.7.2 合意プロセス 

システムライフサイクルプロセス

合意プロセス テクニカルマネジメント
プロセス

テクニカルプロセス

ビジネス又はミッション
分析プロセス
（6.4.1）

利害関係者ニーズ及び

利害関係者要件（要求事
項）定義プロセス（6.4.2）

システム要件（要求事項）
定義プロセス
（6.4.3）

システムアーキテクチャ
定義プロセス
（6.4.4）

設計定義プロセス（6.4.5）

システム分析プロセス
（6.4.6）

保守プロセス（6.4.13）

実装プロセス
（6.4.7）

インテグレーション
プロセス
（6.4.8）

検証プロセス
（6.4.9）

移行プロセス
（6.4.10）

妥当性確認プロセス
（6.4.11）

運用プロセス
（6.4.12）

廃棄プロセス
（6.4.14）

取得プロセス
（6.1.1）

供給プロセス
（6.1.2）

組織のプロジェクト
イネーブリングプロセス

ライフサイクルモデル
マネジメントプロセス

（6.2.1）

インフラストラクチャ
マネジメントプロセス

（6.2.2）

ポートフォリオ
マネジメントプロセス

（6.2.3）

ヒューマンリソースマネジ
メントプロセス

（6.2.4）

品質マネジメントプロセス
（6.2.5）

ナレッジマネジメント
プロセス
（6.2.6）

プロジェクト計画プロセス
（6.3.1）

プロジェクトアセスメント
及び制御プロセス

（6.3.2）

意思決定
マネジメントプロセス

（6.3.3）

リスク
マネジメントプロセス

（6.3.4）

コンフィギュレーション
マネジメントプロセス

（6.3.5）

情報
マネジメントプロセス

（6.3.6）

測定プロセス
（6.3.7）

品質保証プロセス
（6.3.8）
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組織は，システムの製作者であり利用者でもある。製品又はサービスに対して，（取得者として行動する）

一つの組織は，（供給者として行動する）別の組織に仕事を課すことが可能である。これは，合意を用いて

達成される。合意は，取得者と供給者との両方が組織の価値を実現し，それぞれの戦略を支援することを

可能にする。 

一般に，組織は，同時に又は順次にシステムの取得者及び供給者の両者として行動する。取得者及び供

給者が同一組織に属するときは余り形式張らないで合意プロセスを用いることが可能である。同様に，組

織，プロジェクト及び技術部門の機能のそれぞれの責任について合意するために，組織内でも合意プロセ

スを用いることが可能である。 

合意プロセスは，次によって構成する（図 4 も参照）。 

a) 取得プロセス（Acquisition process） 製品又はサービスを取得する組織が使用する。 

b) 供給プロセス（Supply process） 製品又はサービスを供給する組織が使用する。 

これらのプロセスは，二つの組織の間での合意を確立するために必要なアクティビティを定義する。取

得プロセスを呼び出して実施すると，供給者とやりとりする手段を提供する。これには，運用システムと

して使用するために供給される製品，運用活動を支援するサービス，又は供給者によって提供されている

システム要素を含めてよい。供給プロセスを呼び出して実施すると，取得者に提供される製品又はサービ

スの合意のための手段を提供する。 

注記 1 システムズエンジニアリングにおいてセキュリティがますます関心事となっている。どのよう

にして供給者との関係における情報セキュリティを保つかに関する，供給者及び取得者への要

件（要求事項）及び手引については，ISO/IEC 27036 (all parts)を参照。供給者との関係について

の情報セキュリティ特有の側面が，ISO/IEC 27036-3 及び ISO/IEC 27036-4 で取り扱われてい

る。 

SoI が SoS の一部分として参加する場合，合意プロセスの実施において資源及び能力の依存性を検討す

る必要があることが多い。必要に応じて，合意には，SoS の相互作用及び依存性，又は追加合意に関する

条項を含めることになる。これらのプロセスは，SoI の利害関係者と相互運用するシステムとの間の合意

に適用する。SoI が構成システムである SoS において，その SoS へまたがる何らかの責任をもつ外部エン

ティティがある場合，その外部エンティティとのマネジメント及び支援の調整が要求されることがある。

合意は，SoS への SoI の参加状況から，利害関係者組織間のライフサイクルステージ全体にわたる支援及

び制御の責任及びモードを確立する。このことは，組織が，対象とする構成要素のシステムについてもっ

ている主要な目標が SoS の目標に対して直接的には整合しなくともよい場合に，より重要である。 

注記 2 SoS へのプロセス適用についての追加情報は，ISO/IEC/IEEE 21839 及び ISO/IEC/IEEE 21840
を参照。 

5.7.3 組織のプロジェクトイネーブリングプロセス 

組織のプロジェクトイネーブリングプロセスは，プロジェクトが組織の利害関係者のニーズ及び期待を

満たすことができるように，必要な資源を提供することに関するプロセスである。組織のプロジェクトイ

ネーブリングプロセスは，一般的に戦略レベルにおいて次の三つに関係している。 

－ 組織の事業のマネジメント及び改善 

－ 資源及び資産の準備及び配置 

－ 競合又は不確実な状況におけるリスクマネジメント 

組織のプロジェクトイネーブリングプロセスは，（組織内の）プロジェクトが遂行される環境を確立す
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る。組織は，次のことを行う。 

－ プロジェクトで使われるプロセス及びライフサイクルモデル群を確立する。 

－ プロジェクトを確立する，又は方向転換するか，若しくは取り消す。 

－ 人的及び財務資源を含む必要資源を提供する。 

－ 内部及び外部顧客を満足させるために，プロジェクトによって開発されるシステム及び他の納入品目

に対して品質測定量を設定し，監視する。 

組織のプロジェクトイネーブリングプロセスは，必ずしも商用及び営利的な動機で行うものではない。

非営利組織も，利害関係者への説明責任があり，資源に対して責任があり，非営利活動におけるリスクに

も遭遇する組織であるので，組織のプロジェクトイネーブリングプロセスは，非営利組織にも同様に関係

する。したがって，この規格は，営利組織と同じように非営利組織にも適用が可能である。なお，この組

織のプロジェクトイネーブリングプロセスは，組織を戦略的にマネジメントできるようにする広範囲の組

織プロセスの集合となることを意図したものではない。 

組織のプロジェクトイネーブリングプロセスは，次によって構成する（図 4 も参照）。 

a) ライフサイクルモデルマネジメントプロセス（life cycle model management process） 

b) インフラストラクチャマネジメントプロセス（infrastructure management process） 

c) ポートフォリオマネジメントプロセス（portfolio management process） 

d) ヒューマンリソースマネジメントプロセス（human resource management process） 

e) 品質マネジメントプロセス（quality management process） 

f) ナレッジマネジメントプロセス（knowledge management process） 

典型的な SoI では，システムソリューションに対応するために，組織のプロジェクトイネーブリングプ

ロセスで環境を確立し，プロジェクトの実行に必要な資源を提供する。組織は，プロジェクトが使用する

プロセス及びライフサイクルモデル群を確立し，プロジェクトの確立，方向転換，又は取り消しを行い，

人的，物的及び財務資源を含む必要な資源を提供し，組織内外の顧客のためにプロジェクトが開発したシ

ステム及び他の納入品目に対して品質測定量を設定し監視する。また，これらのプロセスは，SoI が構成

要素として参加する SoS によって提供される能力を支援できるようにするための，SoI の環境及び資源も

提供する。SoS の構成システムに責任をもつ組織は，SoS 内にあって独立している SoI に対して，これら

のプロセスを実施する。これらのプロセスは，総合的な SoS 能力に寄与する SoI の部分のついての規制，

インターフェース規格，又は合意から影響を受ける可能性がある。 

注記 SoS へのプロセス適用についての追加情報は，ISO/IEC/IEEE 21839 及び ISO/IEC/IEEE 21840 を

参照。 

5.7.4 テクニカル マネジメント プロセス 

テクニカルマネジメントプロセスは，組織のマネジメントによって割り当てられた資源及び資産をマネ

ジメントすること，並びに一つ以上の組織が行った合意を満たすために資源及び資産を適用することに関

するプロセスである。テクニカルマネジメントプロセスは，プロジェクトの技術面の作業に関係するが，

特に次に関係する。 

－ 費用，期間の長さ及び達成に関して計画すること 

－ 計画及び達成度を示す実績基準を遵守することを確実なものにするよう助けるために，活動をチェッ

クすること 

－ 進捗及び達成における未達成の部分を取り戻す是正処置の識別及び選択をすること 
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これらのプロセスは，次のために利用する。 

－ プロジェクトのための技術面の計画の立案及び実施 

－ 技術チームを横断した情報のマネジメント 

－ システム製品又はサービスの計画に対する技術面の進捗のアセスメント 

－ 完了までの技術的タスクの制御 

－ 意思決定プロセスにおける支援 

個々のテクニカルマネジメントプロセスは，計画又は予期しないイベントによって要求されることにな

れば，ライフサイクルのどの時点でも，また，プロジェクトのどの階層レベルにおいても実行してもよい。

テクニカルマネジメントプロセスは，プロジェクトのリスク及び複雑性，並びに合意にも応じた厳密さ及

び正式さのレベルで適用する。 

注記 1 テクニカルマネジメントは，エンジニアリング機能を計画，整理及び制御するための技術的資

源及び統括管理資源の適用である（ISO/IEC/IEEE 24765）。 

一般的に，組織の中には，幾つかのプロジェクトが共存する。テクニカルマネジメントプロセスは，内

部のニーズを満たすために企業レベルで使うことが可能である。 

注記 2 テクニカルマネジメントプロセスは，各テクニカルプロセスを実施している期間中に適用する。 

テクニカルマネジメントプロセスは，製品又はサービスを含むシステムのライフサイクルを通じて技術

面のテクニカルなアクティビティをマネジメントするために適用することが可能である。 

注記 3 この一連のテクニカルマネジメントプロセスは，システムに特有なテクニカルプロセスを効果

的に実行できるように実施する。これらのテクニカルマネジメントプロセスは，マネジメント

システム又はプロジェクトマネジメントのための包括的なプロセスの集合を包含するものでは

なく，それはこの規格の適用範囲外である。 

テクニカルマネジメントプロセスは，次によって構成する（図 4 も参照）。 

a) プロジェクト計画プロセス（project planning process） 

b) プロジェクトアセスメント及び制御プロセス（project assessment and control process） 

c) 意思決定マネジメントプロセス（decision management process） 

d) リスクマネジメントプロセス（risk management process） 

e) コンフィギュレーションマネジメントプロセス（configuration management process） 

f) 情報マネジメントプロセス（information management process） 

g) 測定プロセス（measurement process process） 

h) 品質保証プロセス（quality assurance process） 

プロジェクト計画プロセス，並びにプロジェクトアセスメント及び制御プロセスは，あらゆるマネジメ

ントを実践するための鍵となる。これらのプロセスは，プロジェクト又はプロセスをマネジメントするた

めの全体的なアプローチを確立する。このプロセスグループ内の他のプロセスは，それぞれに特化したマ

ネジメント目標を遂行するために特定の焦点を当てた一連のタスクを提供する。それらは，組織全体から

単一のライフサイクルプロセス及びそのタスクに至るまでの，様々な取組のマネジメントにおいて全て明

らかとなる。この規格では，プロセスを記載する中で，プロジェクトという表現を用いているが，サービ

スの遂行においても同じプロセス群の適用が可能である。 

テクニカルマネジメントプロセスは，組織のマネジメントによって割り当てられた資源及び資産をマネ
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ジメントすること，並びに一つ以上の組織が行った合意を満たすために資源及び資産を適用することに関

するプロセスである。テクニカルマネジメントプロセスには，期待される SoS の相互作用についての考慮

事項を含める必要がある。考慮事項は，他の相互作用するシステムからの依存関係に関連する資源，リス

ク及びそれら以外の要因についての，計画，アセスメント，及びマネジメントにわたる。例えば，計画，

アセスメント，及び制御を行うアクティビティには，SoI に関する SoS 関連の費用及びスケジュールの考

慮事項を含める必要がある。これには，システム間の依存関係の領域の進捗状況の監視を含む。利害関係

者間で横断的に要求される資源を交渉するためには，合意プロセスを実行する。 

注記 4 SoS へのプロセス適用についての追加情報は，ISO/IEC/IEEE 21839 及び ISO/IEC/IEEE 21840
を参照。 

5.7.5 テクニカルプロセス 

テクニカルプロセスは，ライフサイクル全体を通して技術的活動に関わり，利害関係者のニーズを製品

又はサービスに変換する。その製品を適用するか，又はそのサービスを運用することによって，利害関係

者要件（要求事項）を満たし顧客満足を獲得できるように，テクニカルプロセスは，持続可能な遂行を必

要なときに必要な所で提供する。テクニカルプロセスは，モデルの形であれ，完成品の形であれ，システ

ムを創出し利用するために適用する。 

テクニカルプロセスは，次のために用いる。 

－ システムに対する要件（要求事項）を定義する。 

－ 要件（要求事項）を利用時に効果のある製品へと変換する。 

－ 必要な場合，一貫性をもって製品を再製品化・複製・再生産できるようにする。 

－ 製品を利用する。 

－ 要求されたサービスを提供する。 

－ そうしたサービスの提供を持続する。 

－ サービスを廃止するときに，製品を廃棄する。 
 

テクニカルプロセスは，組織及びプロジェクト機能が便益を最適化し，技術的な決定及び行動から発生

するリスクを軽減できるようにするアクティビティを定義する。これらのアクティビティは，製品及びサ

ービスが次に示す事項を備えられるようにする。 

－ 適時性及びアベイラビリティ（可用性） 

－ 費用に対する効果の高さ（費用対効果） 

－ 機能性，信頼性，保全性（保守性），生産容易性，ユーザビリティ，並びに取得する組織及び供給する

組織によって要求される，その他の品質特性 

これらのアクティビティは，製品及びサービスが，社会の期待，倫理的な観点，法令の要件（要求事項）

に適合できるようにもする。 

テクニカルプロセスは，次によって構成する（図 4 も参照）。 

a) ビジネス又はミッション分析プロセス（business or mission analysis process） 

b) 利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義プロセス（stakeholder needs and requirements 
definition process） 

c) システム要件（要求事項）定義プロセス（system requirements definition process） 
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d) システム アーキテクチャ定義プロセス（system architecture definition process） 

e) 設計定義プロセス（design definition process） 

f) システム分析プロセス（system analysis process） 

g) 実装プロセス（implementation process） 

h) インテグレーションプロセス（integration process） 

i) 検証プロセス（verification process） 

j) 移行プロセス（transition process） 

k) 妥当性確認プロセス（validation process） 

l) 運用プロセス（operation process） 

m) 保守プロセス（maintenance process） 

n) 廃棄プロセス（disposal process） 

注記 1 ソフトウェア及びハードウェアのシステム要素に対して，これらのプロセスはシステム定義の

ために再帰的に下位のレベルに適用し，かつ，システム実現のために再帰的に上位のレベルに

適用する。 

注記 2 これらのプロセスは，次についてバランスのとれたソリューションを確立するために，同時並

行して，互いに反復的に実施することが多い。 

－ 要件（要求事項） 

－ 決定的に重要なシステムの遂行能力・性能・運用時の実績（パフォーマンス）についての

測定量 

－ 決定的に重要な品質特性 

－ SoS の観点からの考慮事項 

どの抽象度レベルでも，該当するテクニカルプロセスの反復によって，システム要件（要求事

項）とモデルとの間の整合性を確立する。要件（要求事項）及びモデルがそのまま直接的に実

装できるものではない場合，同じプロセスをシステム構造に沿って再帰的に繰り返す。 

注記 3 インターフェースマネジメントは，システムズエンジニアリングの諸プロセスを横断する一連

のアクティビティである。これらのアクティビティは，テクニカルプロセス及びテクニカルマ

ネジメントプロセスの横断的なアクティビティで，プロセス及びシステムに関する一つの特定

のビューとして適用し進行させる。インターフェースマネジメントプロセスビューの例は，

ISO/IEC/IEEE 24748-1 を，詳細は，INCOSE-TP-2003-002-5，III，3.2.4 を参照。 

テクニカルプロセスは，SoI のライフサイクル全体にわたって技術的活動に関わる。テクニカルプロセ

スは，ライフサイクルステージ全体にわたる技術的なソリューションの提供及び支援のために実施するの

で，SoI に対する SoS 観点の考慮事項には，相互作用するシステムへの技術的影響，並びにそれら各シス

テムの利害関係者及びインフラストラクチャへの技術的影響を含める。ISO/IEC/IEEE 21839 では，これ

（SoI 外部の考慮対象）には，SoI が依存するシステム又はサービスと SoI に依存するシステム又はサービ

スとの両方を含むと記載している。SoS 観点の考慮事項が，要求される又は望まれるビジネス又はミッシ

ョンの遂行能力を支援すべく SoI が参加している SoS の構成を通して，SoI に新しい要件（要求事項）又

は制約を課すことになる可能性がある。SoS の技術的な考慮事項は，全ライフサイクルステージにわたっ

て全てのテクニカルプロセスに適用され，特に重要な役割を，ビジネス又はミッション分析，利害関係者

ニーズ及び要件（要求事項）定義，システム要件（要求事項）定義，システムアーキテクチャ定義，並び

に設計定義プロセスにおいて果たす。 
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注記 4 SoS へのプロセス適用についての追加情報は，ISO/IEC/IEEE 21839 及び ISO/IEC/IEEE 21840
を参照。 

5.8 プロセスの適用 

5.8.1 概要 

この規格に定義したライフサイクルプロセスは，システムの取得，利用，創出，変更，又は供給すると

きに，どのような組織でも使用できるものである。ライフサイクルプロセスは，システムの構造内のどの

ような部分でも，ライフサイクルのどのステージでも適用可能である。 

これらのプロセスが実行する機能は，プロセスに固有の目的，成果，及びプロセスを構成するアクティ

ビティ及びタスクの集合によって定義される。 

図 4 の各ライフサイクルプロセスは，ライフサイクルを通して，必要に応じて呼び出すことが可能であ

る。これらのプロセスの適用は，プロセスを反復的，再帰的，又は同時並行的な方法で適用することを要

求してもよく，システムのライフサイクル全体を通じて多くの要因の影響を受ける。 

図 5 は，この規格で定義したプロセス間の相互関係を示している。テクニカルマネジメントプロセスは，

全てのプロセス及びライフサイクルステージをマネジメント及び制御するために，継続的に適用する。シ

ステム分析プロセスは，テクニカルマネジメントプロセス（6.3）及びテクニカルプロセス（6.4）のいずれ

をも支援するために実施するシステムライフサイクルプロセスの各反復に必要不可欠なデータ及び情報を

提供する。 

注記 図 5 の矢印は，反復的，再帰的及び同時並行的な適用を含む一般的な関係を示すことを目的とし

ている。図は全ての可能性のある関係を含むわけではない。プロジェクトのための複数プロセス

間の実際の流れ又は相互作用は，プロジェクトにおけるテーラリング（修整）及びニーズによっ

て決まる。また，矢印は，特定の時間関係，順序，又はスケジュールを示すものではない。プロ

セスグループ間，又はプロセスグループ内のプロセスの集合の間の矢印は，プロジェクトが任意

の順序でプロセスを適用し，複数のプロセス間でプロセスを往来して反復し，それらを同時並行

して実施できることを示している。 

システムへの影響は変化する性質があり（例えば，運用環境の変化，システム要素の実装に対する新し

い機会，組織内で変更される構造及び責任），そのことが，プロセスの使用の選択及び時期を継続的にレビ

ューすることを要求する。システムに対する多くの外部的な影響又は内部的な影響に対して，より継続的

開発のアプローチを用いることによって対応するように，ライフサイクル内でのプロセスの使用を動的に

行うことが可能である。ライフサイクルを用いるアプローチは，次のステージの中で変化を組み込むこと

も可能にする。ライフサイクルステージが，理解可能で認識可能な高い抽象レベルの目的及び構成を提供

することによって，ライフサイクルにおける，動的なプロセス使用という複雑さを前にしたときにも，ラ

イフサイクルプロセスを立案，実行及びマネジメントすることをライフサイクルステージが支援する。ラ

イフサイクルステージ内のプロセスの集合は，そのステージに対する完了基準又はそのステージ内の正式

な進捗レビューの開始基準を満たすという，共通のゴールをもたせて適用する。これは，ライフサイクル

モデル又は開発へのアプローチの種類に関係なく適用される。 

品質リスクによって正当化される場合は，特定の製品又はサービスで使用する中でプロセスを実際に実

施するために具体化した，プロセスインスタンスについての詳細な記述を作成してもよい。プロセスのイ

ンスタンス化では，プロセスインスタンスに対する，要件（要求事項）から導き出された特定の成功基準

を識別すること，並びにこの規格のアクティビティ及びタスクから導き出された，成功基準の達成に必要
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な特定のアクティビティ及びタスクを識別することを含む。プロセスインスタンスの詳細な記述を作成す

ることで，プロセスと特定の要件（要求事項）との間の関連を確立することによって，品質リスクのより

良いマネジメントを実現できるようにする。 

 

 

図 5－プロセス間の相互関係 

この規格にあるプロセスは，プロセスを実施し，期待される成果を達成するような，MBSE によるアプ

ローチを用いて適用されることがよくある。MBSE については，附属書 D を参照。 

5.8.2 プロセスの反復，再帰及び同時並行化 

適用は，同じプロセス又は同じプロセスの集合の適用がシステム構造の同一階層レベルで繰り返される

場合，反復と呼ばれる。プロセスの反復使用は，プロセスのアウトプットを段階的に精緻化するために重

要である。例えば，連続して行う検証活動とインテグレーション活動との間の相互作用は，製品又はサー

ビスの適合性に対する確信を段階的に構築することが可能である。反復は適切であるだけでなく，反復す

ることが期待される。新しい情報が，プロセス又はプロセスの集合を適用することによって作り出される。

通常，この情報は，要件（要求事項），分析されたリスク，又は機会に関する疑問についての質問の形にな

る。プロセス又はプロセスの集合の反復適用は，このような疑問が解決されるまで続けるのがよい。 

ビジネス又はミッション分析，利害関係者ニーズ及び要件（要求事項）定義，システム要件（要求事項）

定義，システムアーキテクチャ定義，及び設計定義プロセスの相互間の反復は，解決する問題を共通理解

し，満足できるソリューションを識別するのに役立てるために行う。これらのプロセスを，システム分析

及び意思決定プロセスによって厚く支援する（図 5 を参照）。プロセスで作成された情報は，他の全てのシ

ステムライフサイクルプロセスで共有し，使用するのがよい。 

プロセスの再帰的使用は，システム構造の中にあるシステム要素の連続した階層レベルのそれぞれで，
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同じプロセス又は同じプロセス集合を繰返し適用することであり，この規格の適用の重要な側面である。

システムとそのシステム要素との関係から見ると，情報，作成物，又はサービスにかかわらず，システム

又はシステム要素に適用されるプロセスのアウトプットは，そのシステム要素を追加分析する又はより広

範囲に組み合わせて統合するための，他のプロセス又は他のシステム要素へのインプットとなる。これに

よって，より詳細な，又は成熟した成果の集合へ到達する。このようなアプローチで，システム構造の連

続した階層レベルでシステムに価値を加える。 

システムライフサイクルプロセスの反復的及び再帰的使用に関するここでの記載は，SoI，イネーブリン

グシステム，組織，又はプロジェクトのための特定の階層構造，垂直構造又は水平構造を示すことを意図

するものではない。 

プロセスの同時並行使用は，プロジェクト内（設計活動と，システムを構築するための準備活動とを同

時に実行する場合など），及び複数プロジェクト間（異なるプロジェクトへの責任をもつ中で，同時にシス

テム要素を設計する場合など）で可能である。全てのプロセスを他のプロセスと同時並行して使用するこ

とが可能である。例えば，運用及び保守プロセスは，システム要件（要求事項）定義，システムアーキテ

クチャ定義，設計定義，及び実装プロセスへのインプットを提供する必要がある。 

5.8.3 プロセスビュー 

ライフサイクルプロセスにわたって使われるプロセスにまたがる重要な概念又は脈絡を分かりやすくす

るために，全く異なるプロセスから選ばれたアクティビティ及びタスクに対して，統一した焦点が必要と

されることがある。この目的のために，プロセスビューの概念が正式化された。プロセスのように，プロ

セスビューの記述は目的及び成果の記述を含む。プロセスとは異なり，プロセスビューの記述には固有の

アクティビティ及びタスクは含まない。その代わりに，様々なライフサイクルプロセスのアクティビティ

及びタスクを用いて成果を達成する方法を説明する手引を含んでいる。プロセスビューの詳細については，

ISO/IEC/IEEE 24748-1 及び ISO/IEC/IEEE 24774 を参照。次の国際規格は，幾つかの技術的観点に関する

詳細を提供する。 

－ ISO/IEC/IEEE 24748-1 

・ スペシャルティエンジニアリング（specialty engineering） 

・ インターフェースマネジメント 

・ セキュリティ 

注記 スペシャルティエンジニアリングのプロセスビューは様々な特定の専門的なエンジニアリン

グ領域での関心事に焦点を当てたプロセスビューのことである。例えば，システムの品質要

件（要求事項）として重要とされた品質特性の実現を関心事として焦点を当てプロセスビュ

ーを作ることが可能である。 

－ JIS X 0134-4 

・ システムアシュアランス 

・ ソフトウェアアシュアランス 

5.9 概念及びシステム定義 

概念，ニーズ及び要件（要求事項）は，組織レベルの運用概念，戦略，又は環境の概念の確立又は変更

の結果によって，様々なレベルで発展して行く。組織レベルの運用概念は，組織を運営するためのリーダ

ーシップの意図した方法に対応する。この発展は，ビジネス又はミッション分析，利害関係者ニーズ及び

要件（要求事項）定義，システム要件（要求事項）定義，システムアーキテクチャ定義及び設計定義プロ
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セスの適用，並びに必要に応じた他のプロセスの支援によって実現する。これら全てのプロセスの反復的

かつ同時並行的な使用を通じて，利害関係者を特定し，組織，利害関係者及びシステムの概念，ニーズ及

び要件（要求事項）間の関係，並びにシステム要素と環境との間の相互作用及び関係から生じるシステム

の創発的な特性及び振る舞いについての洞察を得る。 

ビジネス又はミッション分析プロセスで，組織レベルの運用概念，環境，及び他の戦略上のインプット

の変化を分析する。これは，組織のミッション，ビジョン，ゴール，又は目標を達成するために対処する

ことが望ましい重要な鍵となる問題又は機会を識別し，定義するためである。また，ビジネス又はミッシ

ョン分析プロセスで，問題又は機会に対処するための候補となる代替ソリューションのクラス（又は全体

的なアプローチ）を識別し，特徴付けて，優先順位付けを行う。利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要

求事項）定義プロセスを用いることで，利害関係者は，定義された問題又は機会，要求される関連能力，

及び好ましいソリューションのクラスに関する検討を行う状況の中で，利害関係者の概念，ニーズ，及び

要件（要求事項）を定義する。これにはソリューションを運用する状況についての定義を含める。システ

ムレベルの運用概念は，システムが何を行うことになるのか，及びその理由を示す。システム要件（要求

事項定義）プロセスを用いて，ソリューションの提供を担当するエンジニアリングチームは，利害関係者

要件（要求事項）をシステム要件（要求事項）に変換する。ここに挙げた三つのプロセスの適用では，幅

広い分析手法及びトレードオフ［ミッション分析，ビジネスの業務分析，運用分析，要件（要求事項）分

析など］を，反復的かつ再帰的に適用し，概念はニーズへ，及びニーズは要件（要求事項）へ変換する。 

注記 1 JIS X 0166 では，概念，ニーズ，及び要件（要求事項）の策定について，更に詳細化している。

これには，この規格で規定したプロセスよりもさらに下位レベルの詳細の記載とともに，シス

テムレベルの運用概念，利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項），並びにシステム要

件（要求事項）を文書化するための注釈付きの記載項目を列挙したアウトラインを含む。 

注記 1A ソリューションのクラスとは，ある問題又は機会に対するソリューションの集まりのことで，

階級又はオブジェクトのクラスではない。 

システムアーキテクチャ定義プロセスは，利害関係者の関心事に対応したアーキテクチャを定義するこ

とに焦点を当て，利害関係者の関心事に対処する最適なソリューションを決定するために，ビジネス又は

ミッション分析，利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義，及びシステム要件（要求事項）

プロセスとともに反復的かつ同時並行的に適用する。一方，設計定義プロセスは，アーキテクチャ及び実

現可能性についてのより詳細な分析を伴った評価によって入念に精査してきた要件（要求事項）を基に推

進する。アーキテクチャは，システムの目的に適合できる特性，価値ある実行可能性，及び望ましさの特

性に焦点を当てるのに対し，設計は，技術及び他の設計要素との互換性，並びに構築及びインテグレーシ

ョンの実現可能性に焦点を当てる。効果的なアーキテクチャは，可能な限り設計にとらわれることなく，

設計トレードオフ空間の中で最大限の柔軟性をもったものである。 

設計定義プロセスは，システムを構成するシステム要素へのアーキテクチャエンティティ（戦略的ゴー

ル，能力及び効果，運用活動，資源機能など）の割当て，分割及び相互の整合性を確固たるものにし，又

は確認するために，システムアーキテクチャ定義プロセスにフィードバックを提供する。アーキテクチャ

エンティティ（アーキテクチャで構築されるエンティティ又はシステムアーキテクチャ定義プロセスの対

象となるエンティティ）及びシステム要素［指定された要件（要求事項）を満たすシステムの個別の部分］

は互いに異なるもので，これらは二つの異なった概念を表していることに注意する。 

注記 2 システムアーキテクチャ定義の実施方法，規則，原則，及び概念は，ISO/IEC/IEEE 420x0 ファ

ミリー規格で規定されている。ISO/IEC/IEEE 42020 は，アーキテクチャのガバナンス，マネジ

メント，概念化，評価，及び詳細化のためのアーキテクチャプロセスを提供し，ISO/IEC/IEEE 
42030 は，アーキテクチャ分析，価値のアセスメント，及び評価の総合化を実行するためのア
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ーキテクチャ評価の枠組を提供し，ISO/IEC/IEEE 42010 は，アーキテクチャを記載するための

重要な原則及び概念を提供する。 

エンタープライズ アーキテクチャ又は関連するリファレンス アーキテクチャは，それらが利用可能な

場合には，SoI のライフサイクルを通じてシステムアーキテクチャに対して有用な洞察を提供することが

可能である。さらに，組織又は事業体を SoI として扱う場合，エンタープライズ アーキテクチャが最上位

のシステムアーキテクチャとなるため，システム定義にとっての関連部分になる。 

プロセスからプロセスへと必要なインプット及び情報を提供するために，この箇条で説明したプロセス

は，他のテクニカルプロセス及びテクニカルマネジメントプロセスと相互作用する。例えば，システム分

析プロセスは，意思決定マネジメントプロセスによってマネジメントされるトレードオフを支援するため

の分析結果を提供する。これに加えて，概念，要件（要求事項），アーキテクチャ及び設計が確立したこと

は，運用プロセス及び保守プロセスなどの，他のテクニカルプロセスからも情報がもたらされる。 

5.10 アシュアランス及び品質特性 

アシュアランスとは，主張が達成されたこと，又はこれから達成されることの，正当化された確信の根

拠として定義される。この確信は，適用可能なシステムライフサイクルの活動を適用することによって達

成する。これには，システムアシュアランスの許容可能な手段を伴う計画的で体系的なアプローチ，及び

悪用される可能性のあるぜい弱性のリスクマネジメントが含まれる。利害関係者は，システム，特に，複

雑さ，新規性，又は問題を経てきた技術を含むシステムに依存する前に，アシュアランスを必要とする。

依存度が高いほど，より確実なアシュアランスが必要になる。システムアシュアランス主張は，システム

の機能又は能力に関するものとなることがよくある。 

安全性，セキュリティ，ディペンダビリティなど，様々な属性のアシュアランスが求められることがよ

くある。利害関係者の関心事には，システムがその意図を達成しながらも，意図しない振る舞いをもたら

したり，意図しない成果をもたらしたりしないことに正当化された確信を得ることを含む。アシュアラン

ス主張を中心とするアシュアランスへのアプローチは，意図された振る舞いに焦点を当てた要件（要求事

項）内には通常は捕捉しきれない関心事に対処するのに役立つ。アシュアランスケースは，要件（要求事

項）の網羅性の不足部分であるギャップを特定し，それらのギャップに対処するために導出する要件（要

求事項）の開発に情報を提供することが可能である。 

アシュアランスは，多くの場合，アシュアランスケースを構築するための活動を通じて提供する。アシ

ュアランスケースは，与えられた状況下で実体のある具体的な証拠に基づいて，主張を支持する説得力を

もつ妥当性のある議論を提供する，監査可能な作成物である。多種多様で膨大な証拠を組織化し，それら

を主張に結び付けるには，精緻で複雑な複数の議論が必要である。個々の証拠として，テストの合否，定

量的な測定，又は定性的な評価を採用することが可能である。これらの個々の証拠の集まりを，一つの結

束した議論に統合するとき，それらの妥当性，確実性，公正性などについて，注意深くレビューする必要

がある。多くの場合，提供された証拠と全体を総合した主張との間に単純で直接的なつながりがないため，

全体を総合した主張と証拠とを結びつける（複数の）副主張及び論証を記述する構造が必要になる。 

特定の特性に焦点を当てたアシュアランスケースには，安全ケース，統合アシュアランスパッケージ（セ

キュリティ用），ディペンダビリティケースなどがある。 

アシュアランスのアクティビティは，システムライフサイクル全体にわたってライフサイクルプロセス

に統合するのがよい。アシュアランスケースの構築には， SoI 及び検討中の特性の両方に関する詳細な知

識が必要となる。SoI の開発において，（複数の）特定の分析をそれぞれ統合し，SoI 開発に専門家を参画

させることは，適合性があって均整もとれたシステムソリューションに到達するための重要な成功要因で
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ある。 

注記 JIS X 0134 規格群は，システム及びソフトウェアのアシュアランス，並びにアシュアランスケー

スの詳細を提供している。 

特定の要件（要求事項）のための考慮事項は，JIS C 0508 規格群（安全），JIS Q 27000 及び ISO/IEC 15408-
3（情報セキュリティ），JIS C 60300-1 及び IEC 62741（総合信頼性マネジメント），JIS X 25000 規格群（シ

ステム及びソフトウェアの品質要求事項及び評価）を含む他の規格によって提供されている。 

5.11 プロセス参照モデル 

附属書 C で，箇条 6 に記載のあるプロセスに対するプロセス参照モデルを定義している。プロセス参照

モデルは，これらのプロセスの実施能力を調査決定するためにプロセスをアセスメントする組織で適用可

能なものである。目的及び成果は，それぞれのプロセスを実施したときの実績についての目標の記述であ

る。この目標記述は，単なる適合性のアセスメントだけではなく，実施しているプロセスの有効性のアセ

スメントを可能にする。 

6 システムライフサイクルプロセス 

6.1 合意プロセス 

6.1.1 取得プロセス 

6.1.1.1 目的 

取得プロセスは，取得者の要件（要求事項）に従って，製品又はサービスを得ることを目的とする。 

注記 このプロセスの一環として，変更依頼が取得者及び供給者の両方によって合意されたときに，合

意の修正が行われる。 

6.1.1.2 成果 

取得プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 供給依頼が準備されている。 

b) 一つ以上の供給者が選定されている。 

c) 取得者と供給者との間で合意が確立されている。 

d) 合意に適合する製品又はサービスが受け入れられている。 

e) 合意で定義された取得者の義務が満たされている。 
f) 合意によって指示されたとおり，取得された製品又はサービスに対する責任が移転されている。 

6.1.1.3 アクティビティ及びタスク 

取得者は，取得プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ

及びタスクを実施しなければならない。 

注記 1 このプロセスのアクティビティ及び結果としての合意は，多くの場合下請負契約をしている供

給者を含むサプライチェーンの供給者に適用する。 

a) 取得の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 取得方法の戦略を定義する。 
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注記 2 この戦略では次を記述又は参照している。ライフサイクルモデル，リスク及び課題の軽

減，マイルストーン及び意思決定ゲートのスケジュール，並びに供給者が取得者の組織

外であるときに供給者を選定する基準。また，次のような，取得を駆動する重要事項及

び特性も含む。責任及び法的な義務，特定のモデル，手法又はプロセス，重大度のレベ

ル，正式さ，並びに関連するトレードオフ要因の優先度。 

2) 要件（要求事項）を含む製品又はサービスの供給依頼書を作成する。 

注記 3 供給者が外部の組織である場合，依頼には，供給者が遵守することを期待している行動

規範，及び供給者の選定基準を含める。 

注記 4 一つ以上の供給者に要件（要求事項）の定義を提供している。その要件（要求事項）は，

利害関係者又はシステムの要件（要求事項）であって，関連する要件（要求事項）を定

義するプロセスによるものであり，取得へのアプローチの種別に依存したものになる。 

b) 取得を通知し供給者を選定する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 識別された供給者に対して，製品又はサービスの供給の依頼を伝達する。 

2) 一つ以上の供給者を選定する。 

注記 5 供給者から競争力のある提案書が得られる入札とするために，選定基準を適用して，供

給者の提案書を評価し比較する。個々の提案に対する評定の理由を明らかにし，選定さ

れた理由又は選定されなかった理由を供給者に知らせる。 

c) 合意を確立し維持する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 6 プロジェクトの費用，スケジュール及び実績は，プロジェクトアセスメント及び制御プロ

セスによって監視する。合意の修正を必要とする全ての課題は，このアクティビティにも

ち込まれて扱う。システム要素又は情報の変更提案は，コンフィギュレーションマネジメ

ントプロセスの変更マネジメントアクティビティによって制御する。 

注記 7 SoS のために，複数の当事者間の協議による合意が存在する場合は，SoS に参加している

利害関係者の組織間で，複数のライフサイクルステージを横断した支援及び制御の責務及

び方式を確立する。合意は，SoI がその構成システムとなる SoS の，要件（要求事項）の

変更に適応するために柔軟性があるものになる。 

1) 受入れ基準を含む供給者との合意を作成し承認する。 

注記 8 この合意は，書面による契約から口頭で了解された合意まで正式さに様々な形式がある。

正式さのレベルに応じて，合意によって次の事項を確立する。要件（要求事項），開発

及び納入のマイルストーン，検証，妥当性確認及び受入れ条件，プロセス要件（要求事

項）（コンフィギュレーションマネジメント，リスクマネジメント，測定など），例外

処理手順，合意の変更マネジメント手順，支払いスケジュール，合意が満たされない場

合の各当事者組織の説明責任，並びにデータの参照利用権及び知的財産の取り扱い。そ

の結果，合意する双方の当事者が，合意を実行するための基本的事項を理解することに

なる。書面による契約では，この合意事項の確立は契約への署名なつ（捺）印時に行わ

れる。 

注記 8A 合意内容を契約書として作成しない場合は訴訟に至るリスクが残る。供給プロセスの成

果の範囲及び内容を契約書に記載して取得者と供給者との間で交わすことで，そのリス

クを軽減することが多い。 

注記 9 合意では，参加している下請負契約している各供給者に対して課される各要件（要求事

項）を識別して明示する。 

2) 合意についての必要な変更を識別する。 



39 
X 0170：0000 (ISO/IEC/IEEE 15288：2023) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

注記 10 合意に対する変更依頼では，取得者又は供給者は，その変更の仕様，論理的根拠，及び

背景を詳述する。 

3) 合意の変更による影響を評価する。 

注記 11 いずれの変更についても，プロジェクト計画，スケジュール，費用，技術的能力，及び

品質への影響を調査する。合意の変更は，既存の合意の中で扱うか，合意の修正を要求

するか，又は新しい合意を要求することが可能である。 

4) 必要に応じて，供給者とともに契約を更新する。 

注記 12 契約の修正の結果は，プロジェクト計画に組み込み，全ての影響する当事者へ連絡する。 

d) 合意を監視する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 合意の実行をアセスメントする。 

注記 13 これには，全ての当事者の合意に従って責任を果たしていることの確認を含む。プロジ

ェクトアセスメント及び制御プロセスを，見積もられた費用，スケジュール，実績，及

び望ましくない結果となった成果が組織に及ぼす影響を評価するために用いる。この情

報は，合意の条項の実行のアセスメントに統合する。 

2) 適切な時機を逃さない方法で，供給者が必要とするデータを提供し，課題を解決する。 

e) 製品又はサービスを受け入れる。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 納入される製品又はサービスが合意を遵守していることを確認する。 

注記 14 合意の実施中に生じた例外又は納入される製品若しくはサービスに起因する例外は，合

意で確立された手順に従って解決する。 

注記 15 受入れは，妥当性確認プロセスを用いて実施することが可能である。 

2) 支払金又はそれに代わる合意した対価を提供する。 

3) 合意によって指示されたように，供給者又は他の当事者から，製品又はサービスを受け入れる。 

4) 合意を終了する。 

注記 16 プロジェクトは，ポートフォリオマネジメントプロセスによって終了される。 

6.1.2 供給プロセス 

6.1.2.1 目的 

供給プロセスは，合意された要件（要求事項）を満たした製品又はサービスを取得者に提供することを

目的とする。 

注記 このプロセスの一部として，合意への変更依頼が取得者及び供給者の両者によって合意されたと

きに，合意の修正を行う。 

6.1.2.2  成果 

取得プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 製品又はサービスの取得者が識別されている。 

b) 取得者の依頼への回答が行われている。 

c) 取得者と供給者との間で合意が確立されている。 

d) 製品又はサービスが提供されている。 

e) 合意の中で定義された供給者の義務が満たされている。 
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f) 合意によって指示されたとおり，取得された製品又はサービスに対する責任が移転されている。 

6.1.2.3 アクティビティ及びタスク 

供給者は，供給プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ

及びタスクを実施しなければならない。 

a) 供給の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 製品又はサービスへのニーズをもつ取得者の存在を調査決定し，取得者を特定する。 

注記 1 潜在的な取得者は，多くの場合，ビジネス又はミッション分析プロセスを通じて識別

する。消費者のために開発される製品又はサービスについては，代理者，例えば，供

給組織内の市場調査部門が，取得者を代表することがよくある。 

注記 1A 二者間の取引及びサプライチェーン内の取引では，供給者及び取得者は，相互に相手

の存在の調査時に身元確認も行って特定することが多い。また取得者が一般公衆であ

るシステムの場合には，市場調査で取得者となる可能性のある利用者を複数の集団に

分類し，それぞれを代表する小さな集合又は人を取得者として存在を確認し特定する

こともある。 

2) 供給の戦略を定義する。 

注記 2 この戦略では次を記述又は参照する。ライフサイクルモデル，リスク及び問題の軽減

策，並びにマイルストーンのスケジュール。また，次のような，取得を推進する重要

事項及び特性も含む。責任及び債務，特定のモデル，手法又はプロセス，重大度のレ

ベル，正式さ，並びに関連するトレードオフ要因の優先順位。 

b) 製品又はサービスの供給依頼への対応を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 実現可能性及び対応回答の仕方を決定するため，製品又はサービスの供給依頼を評価する。 

2) 供給依頼の要請を満たす回答の準備をする。 

c) 合意を確立し維持する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 受入れ基準を含む合意について取得者と交渉し，承認する。 

注記 3 この合意は，書面による契約から口頭で了解された合意まで正式さに様々な形式がある。

正式さのレベルに応じて，合意によって次の事項を確立する。要件（要求事項），開発及

び納入のマイルストーン，検証，妥当性確認及び受入れ条件，プロセス要件（要求事項）

（コンフィギュレーションマネジメント，リスクマネジメント，測定など），例外処理手

順，合意の変更マネジメント手順，支払いスケジュール，合意が満たされない場合の各

当事者組織の説明責任，並びにデータの参照利用権及び知的財産の取り扱い。その結果，

合意する双方の当事者が，合意を実行するための基本的事項を理解することになる。書

面による契約では，この合意事項の確立は契約への署名なつ（捺）印時に行われる。 

注記 4 SoS のために，複数の当事者間の協議による合意が存在する場合は，SoS に参加してい

る利害関係者の組織間で，複数のライフサイクルステージを横断した支援及び制御の責

務及び方式を確立する。合意は，SoI がその構成システムとなる SoS の，要件（要求事

項）の変更に適応するために柔軟性があるものになる。 

2) 合意についての必要な変更を識別する。 

注記 5 合意に対する変更依頼では，取得者又は供給者は，その変更の内容記述，根拠及び背景

を詳述する。 

3) 合意の変更による影響を評価する。 
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注記 6 いずれの変更についても，プロジェクト計画，スケジュール，費用，技術的可能性，又

は品質への影響を調査する。変更は，既存の合意の中で扱うか，合意の修正を要求する

か，又は新しい合意を要求することが可能である。 

4) 必要に応じて，取得者とともに合意を更新する。 

注記 7 合意の修正の結果はプロジェクト計画に組み込まれ，全ての影響する当事者に連絡する。 

d) 合意を実行する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 確立したプロジェクト計画に従って合意を実行する。 

注記 8 供給者は，取得者のプロセスを採用，又は使用することに合意することがある。 

2) 合意の実行をアセスメントする。 

注記 9 これは，全ての当事者が合意に従った責任を果たしていることの確認を含む。プロジェ

クトアセスメント及び制御プロセスを，計画された費用，スケジュール，実績，及び望

ましくない成果が組織に及ぼす影響を評価するために用いる。コンフィギュレーション

マネジメントプロセスにおける変更マネジメントアクティビティは，システム要素の変

更を制御するために使用する。この情報は，合意の条項の実行に関する他のアセスメン

トと統合する。 

e) 製品又はサービスを納入・提供し支援する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 合意基準に従って製品又はサービスを納入・提供する。 

2) それぞれの合意について，納入・提供した製品又はサービスを支援して，取得者を援助する。 

3) 支払金又はそれに代わる合意した対価を受け取る。 

4) 合意によって指示されたように，製品又はサービスを取得者又は他の当事者へ引き渡す。 

5) 合意を終了する。 

注記 10 プロジェクトは，ポートフォリオマネジメントプロセスによって終了する。 

6.2 組織のプロジェクトイネーブリングプロセス 

6.2.1 ライフサイクルモデルマネジメントプロセス 

6.2.1.1 目的 

ライフサイクルモデルマネジメントプロセスは，この規格の適用範囲に関して，組織によって使われる

方針，ライフサイクルプロセス，ライフサイクルモデル及び手順を定義し，維持し，使用が可能になって

いることを確実にして利用を助けることを目的とする。 

注記 1 この規格では，プロセス名称を以前の“ライフサイクルモデル管理プロセス”から“ライフサ

イクルモデルマネジメントプロセス”に変更している。 

このプロセスは，組織の目標との一貫性をもった方針，ライフサイクルプロセス，ライフサイクルモデ

ル及び手順を提供する。これらライフサイクル資産は，個々のプロジェクトのニーズに応えるために，定

義，適用，改善及び保守が行われる。それらは，効果的で証明済みの方法及びツールを使用してライフサ

イクル資産を適用することが，可能となるような方法で行う。 

注記 2 規制のある領域では，特定のライフサイクルマネジメントプロセス規格（例えば，医用分野の

ANSI/AAMI/IEC 62304）が要求されることがある。 

6.2.1.2 成果 
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ライフサイクルモデルマネジメントプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) ライフサイクルモデル及びプロセスの，マネジメント及び展開のための組織的な方針及び手順が確立

されている。 

b) ライフサイクルの方針，プロセス，モデル及び手順の中で，役割，責任，説明責任及び権限が定義さ

れている。 

c) 組織が使用する方針，ライフサイクルプロセス，ライフサイクルモデル及び手順が選択されている。 

d) 組織が使用する方針，ライフサイクルプロセス，ライフサイクルモデル及び手順がアセスメントされ

ている。 

e) プロセス，モデル及び手順の改善が優先順位付けられて実施されている。 

6.2.1.3 アクティビティ及びタスク 

組織は，ライフサイクルモデルマネジメントプロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従っ

て，次に示すアクティビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) ライフサイクルプロセスを確立する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 1 プロジェクト内のライフサイクル実施の細部は，作業の複雑さ，用いられる手法，作業遂

行に参加する要員のスキル（技能）及び教育訓練に依存する。プロジェクトは，規制及び

組織の方針との一貫性を維持しながら，プロジェクトへの要件（要求事項）及びニーズに

応じて方針，プロセス，モデル及び手順をテーラリング（修整）する。 

1) 組織の戦略との一貫性をもったプロセスのマネジメント及び展開のための方針及びライフサイクル

の手順を確立する。 

2) この規格の要求事項を実施し，組織の戦略との一貫性をもったプロセスを確立する。 

3) ライフサイクルプロセスの実施及びライフサイクルの戦略的なマネジメントを可能にする役割，責

任，説明責任及び権限を定義する。 

4) ライフサイクルを通して進捗を制御する基準を定義する。 

注記 2 各ライフサイクルステージの開始及び終了に関する意思決定基準，並びに主要な各マイ

ルストーン及び意思決定ゲートに関する意思決定基準を確立する。 

5) 複数のステージで構成される標準のライフサイクルモデルを組織のために確立し，各ステージの目

的及び成果を定義する。 

注記 3 ライフサイクルモデルは，必要に応じて，一つ以上のステージに分けたモデルから構成

する。ライフサイクルモデルは，対象システムの範囲，規模，複雑さ，変化するニーズ

及び機会に対して適切なものとなるように，同時並行又は反復する一連の順序をもった

ステージとして組み立てる。ISO/IEC/IEEE 24748-1 で，ライフサイクルステージの通常

見られる例を用いて，ステージを説明している。システムに対する特定の例は，

ISO/IEC/IEEE 24748-2 に記載されている。そのステージの目的及び成果を満たすように，

ライフサイクルプロセス及びアクティビティを選択し，適切にテーラリングして，その

ステージで用いる。 

b) ライフサイクルプロセスのアセスメントを行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 4 ISO/IEC 33000 ファミリー規格及びその対応 JIS（JIS X 33001～33004，JIS X 33020）は，

プロセスアセスメントの一連のより詳細なアクティビティ及びタスクを記載しており，そ

れらは次に示されるタスクとも整合している。 

1) 組織全体にわたってプロセスの実行を監視する。 
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注記 5 これには，プロセス測定量を分析しビジネス上の基準に照らして傾向をレビューするこ

と，プロセスの有効性及び効率に関してプロジェクトからフィードバックすること，並

びに規制及び組織の方針に従った実行を監視することを含む。 

2) プロジェクトで使用されるライフサイクルモデルの定期的なレビューを実施する。 

注記 6 これには，各プロジェクトで使用されているライフサイクルモデルが目的・利用状況へ

の適合性，必要十分性及び有効性を持続していることを確認し，適切に改善することを

含む。これは，ライフサイクルを通じて進捗を制御する，ステージ，プロセス及び達成

の基準の確認も含む。 

3) アセスメントの結果から改善の機会を識別する。 

c) プロセスを改善する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 改善の機会を優先順位付け，計画する。 

2) 改善の機会について改善を実施し，直接関係する利害関係者に伝達する。 

注記 7 プロセスの改善には，組織内のどのようなプロセスでの改善も含む。学んだ教訓を記録

に残る形にして集め，利用可能にする。 

6.2.2  インフラストラクチャマネジメントプロセス 

6.2.2.1 目的 

インフラストラクチャマネジメントプロセスは，組織及びプロジェクトの目標を全ライフサイクルにわ

たって支援するために，インフラストラクチャ及びサービスをプロジェクトに提供することを目的とする。 

注記 この規格では，プロセス名称を以前の“インフラストラクチャ管理プロセス”から“インフラス

トラクチャマネジメントプロセス”に変更している。 

このプロセスは，この規格の適用範囲において組織が必要とする，施設・設備，ツール及び情報通信技

術の資産を定義し，提供し，維持する。 

6.2.2.2 成果 

インフラストラクチャマネジメントプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) インフラストラクチャに対するニーズが定義されている。 

b) インフラストラクチャ要素の仕様が規定されている。 

c) インフラストラクチャ要素が入手されている。 

d) インフラストラクチャが利用可能になっている。 

e) インフラストラクチャの改善が優先順位付けられて実施されている。 

6.2.2.3 アクティビティ及びタスク 

組織は，インフラストラクチャマネジメントプロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従っ

て，次に示すアクティビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) インフラストラクチャを確立する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) プロジェクトのインフラストラクチャのニーズを定義する。 

注記 1 インフラストラクチャ要素の例は，施設・設備，ツール，ハードウェア，ソフトウェア，

サービス，及び標準である。 
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注記 2 インフラストラクチャ資源に関するプロジェクトのニーズは，組織の方針及び戦略的計

画に加えて，組織内の他のプロジェクト及び資源と関連させて考慮する。インフラスト

ラクチャ資源及びサービスのプロジェクトへの提供に影響し，提供を制御するような，

ビジネス上の制約及び適時性も評価する。プロジェクト計画及び将来の戦略に関するニ

ーズは，資源について要求されるインフラストラクチャの理解に寄与する。施設などの

物理的要因，ロジスティクスのニーズ，並びに健康及び安全面を含む人的要因もまた考

慮する。 

注記 3 ISO/IEC 27036(all parts)は，外部へ委託したインフラストラクチャのセキュリティに対処

するための手引を提供している。 

2) プロジェクトを実施し，支援するために必要なインフラストラクチャ資源及びサービスを識別し，

入手し，提供する。 

注記 4 インフラストラクチャ要素を追跡し，再利用を支援するため，所有資産を一覧した資産

管理台帳が確立されることがよくある。 

b) インフラストラクチャを維持する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 納入・提供されたインフラストラクチャ資源がプロジェクトのニーズを満たす度合いを評価する。 

2) 必要に応じて，インフラストラクチャ資源への改善又は変更を特定し，提供する。 

6.2.3  ポートフォリオマネジメントプロセス 

6.2.3.1 目的 

ポートフォリオマネジメントプロセスは，組織の戦略的な目標を満たすために，必要十分かつ適切なプ

ロジェクトを開始し，維持することを目的とする。 

注記 この規格では，プロセス名称を以前の“ポートフォリオ管理プロセス”から“ポートフォリオマ

ネジメントプロセス”に変更している。 

このプロセスは，組織の資金及び資源の適切な投入を確約し，選ばれたプロジェクトを立ち上げて確立

するために必要な権限を認可する。これは，プロジェクトが投資に値すること，又は値するように軌道修

正できることを確認するべく，プロジェクトを継続的にアセスメントする。 

6.2.3.2 成果 

ポートフォリオマネジメントプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 戦略的な事業の機会，投資又は必要性が優先順位付けされている。 

b) 複数のプロジェクトが識別されている。 

c) 各プロジェクトに対して資源及び予算が割り当てられている。 

d) プロジェクトマネジメントの責任，説明責任及び権限が定義されている。 

e) 合意及び利害関係者要件（要求事項）を満たすプロジェクトが維持されている。 

f) 合意を満たさない又は利害関係者要件（要求事項）を満足しないプロジェクトは，軌道修正又は中止

されている。 

g) 合意を完遂し，利害関係者要件（要求事項）を満たしたプロジェクトは，終了されている。 

6.2.3.3 アクティビティ及びタスク 

組織は，ポートフォリオマネジメントプロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次
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に示すアクティビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) 複数のプロジェクトを定義し認可する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 ポートフォリオマネジメントでは複数のプロジェクトの集合をマネジメントする。 

1) 新規の，又は修正による，獲得・実施可能性のある能力又はミッションの候補を特定する。 

注記 1 組織の戦略，組織レベルの運用概念，又はギャップ分析若しくは機会分析を，現状にお

けるギャップ，問題又は機会に対してレビューする。新規能力又は戦略的ニーズは，通

常，ビジネス及びミッション分析プロセスの中で決まり，利害関係者ニーズ及び利害関

係者要件（要求事項）定義プロセスで更に定義して，引き続きこのプロセスを通じてマ

ネジメントする。 

2) 新規の戦略的な，機会，事業又は取組を優先順位付けし，選択し，確立する。 

注記 2 通常，これらは組織の戦略及び行動計画と整合している。プロジェクト候補のうち実行

に移すものを判定するために，候補を優先順位付けし，採択のしきい（閾）値を確立す

る。特定された複数プロジェクトの特性を，このとき調査し決定することがよくある。

特性には，利害関係者にもたらす価値，成功に対するリスク及び障壁，プロジェクト間

の依存関係及び相互関係，制約，資源の必要性，並びに相互間の資源競合を含む。次い

で，各プロジェクト候補は成功の可能性及び費用便益に関してアセスメントする。選択

候補の分析を遂行する上での詳細は，意思決定マネジメントプロセス及びシステム分析

プロセスが提供している。 

3) 複数のプロジェクト，説明責任及び権限を定義する。 

4) 各プロジェクトに期待される，ゴール，目標及び成果を特定する。 

5) プロジェクトのゴール及び目標を達成するための資源を特定し，割り当てる。 

6) 各プロジェクトによって，マネジメント又は支援することになる，複数プロジェクト間のインター

フェース及び依存関係を全て特定する。 

注記 3 これには，複数プロジェクトで用いられるイネーブリングシステムの利用又は再利用，

及び複数プロジェクトによる共通のシステム要素の利用又は再利用を含む。 

注記 4 全体的なアーキテクチャ（戦略アーキテクチャ若しくは事業アーキテクチャ）の中に，

又は SoS 環境の中に個々のプロジェクトを位置付けて理解することは，インターフェー

ス及び制約を確実に特定する助けとなる。 

7) 各プロジェクトの実行を統制する，プロジェクト報告の要件（要求事項），及び節目となるレビュー

のマイルストーンを規定する。 

8) 各プロジェクトに対し，プロジェクト計画の実行開始を認可する。 

注記 5 プロジェクト計画の策定に関する更なる情報については，プロジェクト計画プロセスで

提供されている。プロジェクト計画は，プロジェクトライフサイクルの早い時期に策定

されて承認される場合に最も有用である。 

b) プロジェクトのポートフォリオを評価する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 現在進行中のプロジェクトの存続可能性を確認するため，プロジェクトを評価する。 

注記 6 存続可能性は次を含む。 

a) プロジェクトは，設定されたゴール及び目標の達成に向かって進捗している。 

b) プロジェクトは，プロジェクト業務指針を遵守している。 

c) プロジェクトは，プロジェクトライフサイクルの方針，プロセス及び手順に従って

実行されている。 
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d) プロジェクトが引き続き存続可能であることが，サービスに対する継続的ニーズ，

製品の実用的な実装，及び投資に対して受入れ可能な便益などで，示されている。 

2) 満足に進捗しているプロジェクトを継続させるよう行動する。 

3) 適切な軌道修正があれば満足に進捗すると期待できるプロジェクトに対して，軌道修正するよう行

動する。 

c) プロジェクトを終了させる。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 合意で認められている場合，組織に対する不利益又はリスクが継続的な投資で得られる利益・便益

を上回るプロジェクトを，取り消すか又は中断するよう行動する。 

2) 製品及びサービスに関する合意が完遂された後，プロジェクトを終了するよう行動する。 

注記 7 プロジェクトの終了は，組織の方針及び手順，並びに合意に従って完遂する。 

6.2.4 ヒューマンリソースマネジメントプロセス 

6.2.4.1 目的 

ヒューマンリソースマネジメントプロセスは，組織の戦略上のニーズに合わせて，組織に必要な人的資

源を提供し，人的資源のコンピテンシー（力量，competency）を維持することを目的とする。 

注記 1 この規格では，プロセス名称を以前の“人的資源管理プロセス”から“ヒューマンリソースマ

ネジメントプロセス”に変更している。 

このプロセスは，組織，プロジェクト及び利害関係者の目標を達成するためのライフサイクルプロセス

を実行する資格のある，スキル（技能）及び経験をもった要員の供給を行う。 

注記 2 この規格で記載される，資格のある要員（qualified personnel）とは，試験による認定資格の保有

者に限らず，経験，又はスキル若しくは能力開発の教育訓練などによって適格な能力をもち，

記録などによって資格があることを示せる要員を指している。 

6.2.4.2 成果 

ヒューマンリソースマネジメントプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) プロジェクトで要求されるスキルが識別されている。 

b) プロジェクトに必要な人的資源が供給されている。 

c) 要員のスキルが，開発され，維持され，又は強化されている。 

d) 人的資源である要員をめぐる競合が解決されている。 

6.2.4.3 アクティビティ及びタスク 

組織は，ヒューマンリソースマネジメントプロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，

次に示すアクティビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) スキルを識別する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 現在及び予期されるプロジェクトに基づくスキルのニーズを識別する。 

2) 要員のスキルを識別し，記録する。 

b) スキルを開発する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) スキルの開発戦略を確立する。 

注記 1 この計画は，教育訓練の種類及びレベル，要員の区分，スケジュール，人材への要件（要
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求事項），及び教育訓練のニーズを含む。 

2) 教育訓練，専門教育又は個人指導を行う資源を，入手又は開発する。 

注記 2 これらの資源は，組織，又は組織外の業者若しくは教育関係者によって開発される教材，

組織外の供給者から提供される教育訓練コース，コンピュータを使用した個別学習など

を含む。 

3) 計画されたスキル開発を提供する。 

4) スキル開発の記録を維持する。 

c) スキルを取得し提供する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 3 このアクティビティは，次を含む。 

－ プロジェクトの適切な要員配備に必要な経験のレベル及びスキルを備えた人員の採用

及びその保持 

－ 例えば，熟練度，やる気（モチベーション），チーム環境で働く能力，さらに，再教育

訓練，配置転換又は再配置のニーズなどについての要員のアセスメント及びレビュー 

1) スキルの不足が識別されたときは資格のある要員を獲得する。 

注記 4 これには外部委託先の人的資源を含む。 

2) 進行中のプロジェクトに配置するために，共用できるようにして確保した必要なスキルのある要員

を，維持しマネジメントする。 

3) プロジェクト及び要員開発のニーズに基づいてプロジェクトへの配属を行う。 

4) 要員を動機付ける。例えば，キャリア開発及び報奨制度によって動機付ける。 

5) 複数プロジェクト間で，又はプロジェクト内で，同じ要員が重複し競合する問題を解決する。 

注記 5 これには，次を含む。 

－ 進行中のプロジェクト間での，組織のインフラストラクチャ及び支援サービスの資

源のキャパシティ，並びに人材のキャパシティに関する競合 

－ プロジェクト要員が過度に作業に従事していることによる競合（一人の要員に複数

プロジェクトからの作業が集中している期間があると，その要員が特定のプロジェ

クト以外に重複して要員となっている他のプロジェクトの兼務作業に従事できなく

なる場合など） 

6.2.5 品質マネジメントプロセス 

6.2.5.1 目的 

品質マネジメントプロセスは，製品，サービス及び品質マネジメントプロセスの実施が組織及びプロジ

ェクトの品質目標を満たし，顧客満足の達成を保証することを目的とする。 

注記 この規格では，プロセス名称を以前の“品質管理プロセス”から“品質マネジメントプロセス”

に変更している。 

6.2.5.2 成果 

品質マネジメントプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 組織の品質マネジメントの方針，目標及び手順が実施されている。 

b) 品質評価の基準及び評価方法が確立されている。 
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c) プロジェクトの QA（品質保証）活動（アクティビティ）の運用及び監視を支援するために，資源及び

情報がプロジェクトに提供されている。 

d) QA の評価結果が収集され，分析されている。 

e) 品質マネジメントの方針及び手順は，プロジェクト及び組織の結果に基づいて改善されている。 

注記 これらの成果は，JIS Q 9001 で規定している要求事項に沿ったものである。品質マネジメントシ

ステムの確立方法についての情報は，JIS Q 9001 を参照。 

6.2.5.3 アクティビティ及びタスク 

組織は，品質マネジメントプロセスに関して，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次のアクティ

ビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) 品質マネジメントを計画する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 品質マネジメント方針，品質マネジメント目標及び品質マネジメント手順を確立する。 

注記 1 JIS Q 9001 は，品質マネジメントシステムについてのプロセスモデルであり，JIS Q 9004
では実績の改善のための指針について言及している。規制のある領域では，特定のライ

フサイクルマネジメントプロセス規格（例えば，JIS Q 13485）が要求されることがある。 

注記 2 品質マネジメント方針，品質マネジメント目標及び品質マネジメント手順は，顧客満足

のための組織戦略に基づいている。 

2) 品質マネジメントの実施に対する責任及び権限を定義する。 

注記 3 多くの場合，品質マネジメントのための資源は，プロジェクトマネジメントからの独立

性のために，プロジェクトマネジメントを行う組織とは異なる組織から割り当てられる。 

3) 品質評価基準及び品質評価方法を定義する。 

4) 品質マネジメントのための資源及び情報を提供する。 

b) 品質マネジメントのアセスメントを行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 定義された基準に従って，QA における評価結果を収集し，分析する。 

2) 顧客満足度をアセスメントする。 

注記 4 ISO 10004 には，顧客満足度を監視及び測定するための指針が含まれている。 

3) 品質マネジメント方針，品質マネジメント目標及び品質マネジメント手順の順守のために，プロジ

ェクトの QA 活動（アクティビティ）の定期的なレビューを実施する。 

4) プロセス，製品及びサービスの品質改善状況を監視する。 

c) 品質マネジメントの是正処置及び予防処置を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 品質マネジメント目標が達成されない場合に是正処置を計画する。 

2) 品質マネジメント目標が達成されない十分なリスクがある場合，予防処置を計画する。 

3) 是正処置及び予防処置を完了まで監視し，関係する利害関係者に通知する。 

注記 5 是正処置及び予防処置の実施は，ライフサイクルモデルマネジメントプロセス，プロジ

ェクトアセスメント及び制御プロセスなどの他の関連プロセスで実施される。 

6.2.6  ナレッジマネジメントプロセス 

6.2.6.1 目的 

ナレッジマネジメントプロセスは，組織が既存の知識（ナレッジ）を再適用する機会を活用できる能力
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及び資産を開発することを目的とする。 

注記 この規格では，プロセス名称を以前の“知識管理プロセス”から“ナレッジマネジメントプロセ

ス”に変更している。 

ナレッジマネジメントプロセスは，その対象として，知識，スキル（技能）及び知識資産を含み，シス

テム要素も含む。 

6.2.6.2 成果 

ナレッジマネジメントプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 知識資産の適用のための分類法が識別されている。 

b) 組織の知識，スキル及び知識資産が体系化されている。 

c) 組織の知識，スキル及び知識資産が利用可能になっている。 

d) 組織の知識，スキル及び知識資産が，組織内に広く伝達されている。 

e) ナレッジマネジメント利用のデータが分析されている。 

6.2.6.3 アクティビティ及びタスク 

組織は，ナレッジマネジメントプロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示す

アクティビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) ナレッジマネジメントを計画する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) ナレッジマネジメントの戦略を定義する。注記 1 一般に，ナレッジマネジメントの戦略

は次を含む。 

a) 知識の再適用を目指す領域，及びそれらの領域で知識を再適用する可能性の識別 

b) 知識，スキル及び知識資産を獲得して，それらが有用であるように維持する計画 

c) 収集されて維持される知識，スキル及び知識資産の種別の特徴付け 

d) 知識，スキル及び知識資産の受入れ，能力の適格性及び取下げを判断する基準 

e) 知識，スキル及び知識資産の変更を制御する手順 

f) 極秘又は機密データの保護，制御及びアクセスのための計画，仕組み及び手順 

g) 蓄積及び検索の仕組み 

注記 2 ナレッジマネジメントは，組織内で内部的に共有される知識，並びに知的財産及び守秘

義務の合意に従って，組織外で利害関係者，取得者及びパートナーと共有される知識を

含む。 

2) マネジメントされる知識，スキル及び知識資産を識別する。 

3) 知識，スキル及び知識資産の適用から利益を得ることができるプロジェクトを識別する。 

b) 組織全体で知識及びスキルを共有する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 組織全体で，知識及びスキルを捕捉し，記録・保存して共有するための分類を確立して維持する。 

注記 3 分類は，専門，一般共通及び領域別の知識及びスキル，並びに学習された教訓を含む。 

2) 知識及びスキルを組織が自ら捕捉し確保するか又は他から取得する。 

3) 知識及びスキルを組織内でアクセス可能にする。 

c) 組織全体で知識資産を共有する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 知識資産を体系化するための分類法を確立する。 
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注記 4 分類法は次を含む。 

－ 領域の境界及びそれらの他との関係の定義 

－ 必須で共通の特徴，能力，概念及び機能，並びに異なる特徴，能力，概念及び機能

を，捕捉して記録・保存する領域モデル 

－ 領域内のシステム群に向けた，共通の特徴及び異なる特徴を含むアーキテクチャ 

注記 5 プロダクトラインに関する知識資産の詳細については ISO/IEC 26550 を参照。アーキテ

クチャのフレームワーク，ビューポイント，モデル種別，ビュー及びモデルに関する知

識資産は ISO/IEC/IEEE 42010 を参照。 

2) 知識資産を開発又は取得する。 

注記 6 知識資産は，教訓及び次を含む。 

－ システム要素又はそれらを表現したもの（例えば，再利用可能なコードのライブラ

リ，参照されるアーキテクチャ） 

－ アーキテクチャ又は設計の要素（例えば，アーキテクチャパターン又はデザインパ

ターン） 

－ プロセス 

－ 基準 

－ 領域についての知識に関連する，その他の技術情報（例えば，教育訓練用の教材） 

3) 知識資産を組織内でアクセス可能にする。 

d) 知識，スキル及び知識資産をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 知識，スキル及び知識資産を維持する。 

2) 知識，スキル及び知識資産の利用を監視して記録する。 

3) 技術の動向及び知識資産の市場ニーズを定期的に再アセスメントする。 

6.3 テクニカルマネジメントプロセス（Technical management processes） 

6.3.1 プロジェクト計画プロセス 

6.3.1.1 目的 

プロジェクト計画プロセスは，効果的で実行可能な計画を作成し，調整することを目的とする。 

このプロセスは，プロジェクトマネジメント及びテクニカルプロセスのアクティビティの範囲を決定し，

プロセスのアウトプット，プロジェクトのタスク及び納入物を識別し，達成基準を含むプロジェクトのタ

スク実施のスケジュール及びプロジェクトのタスクを達成するために要求される資源を確立する。これは，

計画の定期的な改訂によって，プロジェクト全体を通して進行し続けるプロセスである。ISO/IEC/IEEE 
16326 はプロジェクト計画についての追加情報を提供している。 

注記 他のプロセスの各プロセスの中で定義された戦略は，プロジェクト計画プロセスへのインプット

を提供し，かつ，プロジェクト計画プロセスの中に統合する。計画が統合されたものになってお

り，整合化されており，かつ，実現可能なものになっているかをアセスメントするために，プロ

ジェクトアセスメント及び制御プロセスを用いる。計画における全ての改訂では，プロジェクト

マネジメント計画で定義されている承認権限者による承認が要求される。 

6.3.1.2 成果 
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プロジェクト計画プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 目標及び計画が定義されている。 

b) プロジェクト内での役割，責任，説明責任及び権限が定義されている。 

c) プロジェクトの実績を指定した基準及び達成度を示した基準が定義されている。 

d) 目標を達成するのに必要な資源及びサービスが確約されている。 

e) プロジェクト実行のための計画が作成されて用いられている。 

6.3.1.3 アクティビティ及びタスク 

プロジェクト計画プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビテ

ィ及びタスクを実施しなければならない。 

a) プロジェクトを定義する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) プロジェクトの目標，前提及び制約条件を明確にする。 

注記 1 目標及び制約条件は，戦略的な目標，システムの遂行能力・性能・運用時の実績及び他

の品質側面，費用，スケジュール並びに顧客の満足を含む。各目標は，適切なプロセス

及びアクティビティの選定，テーラリング（修整）及び実施が可能な程度の詳細に識別

される。 

2) 合意を確立するためのプロジェクトの適用範囲を定義する。 

注記 2 プロジェクトには，意思決定基準を満たしプロジェクトを成功裏に完了させるために要

求される全ての関連アクティビティを含む。プロジェクトは，システムライフサイクル

全体の中の一つ以上のステージの責任をもつことが可能である。計画には，プロジェク

ト計画を維持し，アセスメントを実施し，プロジェクトを制御するための適切な行動を

含む。 

3) 組織の定義されたライフサイクルモデルを用いたステージから構成されるライフサイクルモデルを

定義し，維持する。 

注記 3 ISO/IEC/IEEE 24748-1 が，ライフサイクルステージ及び代表的なライフサイクルモデル

の定義に関する詳細な情報を提供する。ライフサイクルモデル及びステージについての

情報については，5.5.2 及び ISO/IEC/IEEE 24748-1 を参照。 

4) 適切な分解構造を確立する。 

注記 4 各要素を，識別されたリスク及び要求される可視化の程度と同じレベルの詳細さで記述

する。典型的な分解構造には，作業分解構造（Work Breakdown Structure，WBS），機能分

解構造，システム分解構造及び組織分解構造がある。WBS において関連するタスクは，

プロジェクトタスク群にグループ分けする。PMI®1)実務標準規程では，WBS [68]につい

て詳細を追加している。 

注 1) PMI®は，Project Management Institute の商標である。この情報は，この規格の利用者の便宜

のために記載したものであり，ISO 及びこの規格がその名称の製品を推奨するものではな

い。 

5) プロジェクトに適用されるライフサイクルプロセスを定義し，維持する。 

注記 5 これらのプロセスは，組織の定義されたプロセス（ライフサイクルモデルマネジメント

プロセスを参照）に基づいている。プロセスの定義には次を含めることが可能である。 

－ プロセスの開始基準 

－ プロセスの終了基準 



52 
X 0170：0000 (ISO/IEC/IEEE 15288：2023) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

－ プロセスのインプット 

－ プロセスのアウトプット 

－ プロセスの実施順序の制約（事前又は事後実施の関係） 

－ プロセスの同時並行実施の要件（要求事項）（どのプロセス及びタスクが他のプロセ

スの領域のタスク又はアクティビティと同時並行に作業されるか。） 

－ プロセスの実施についての効果の測定量又は実績属性の測定量 

－ 範囲及び費用パラメータ（決定的に重要な費用の見積に対するもの） 

b) プロジェクト及び技術面のマネジメントを計画する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) プロジェクトの目標及び作業見積に基づいてスケジュールを定義し維持する。 

注記 6 これは，プロジェクトの適時の完了を達成するために必要なアクティビティ，達成のマ

イルストーン，使用資源並びにリスクマネジメントのためのレビュー及びリスクマネジ

メントを考慮したスケジュールの確保についての期間，関係，依存性及び順序の定義を

含む。 

2) ライフサイクルステージにおける意思決定ゲート，納入日及び外部入出力への主要な依存性に対す

る達成基準を定義する。 

3) プロジェクトの実績の程度を表す基準を定義する。 

4) 費用を定義し，予算を計画する。 

注記 7 費用は，スケジュール，作業量見積，インフラストラクチャの費用，購入品目，取得し

たサービス及びイネーブリングシステム見積，並びにリスクマネジメントのために確保

された予算に基づく。 

5) プロジェクト作業のための役割，責任，説明責任及び権限を定義する。 

注記 8 これは，プロジェクトの組織化した体制，要員の確保，及び要員スキル（技能）の開発

を含む。適切な場合には，法的に責任ある役割及び個人への権限付与を含む。例えば，

設計の認可，安全性の認可，資格の証明又は認定の授与によって付与される権限である。 

6) 要求されるインフラストラクチャ及びサービスを定義する。 

注記 9 これは，必要なキャパシティ，アベイラビリティ及びプロジェクトタスクへの割当てを

含む。インフラストラクチャの設備，ツール及び情報通信技術資産を含む。各ライフサ

イクルステージに対するイネーブリングシステムの要件（要求事項）も指定する。 

7) プロジェクトの外部から供給される資材及びイネーブリングシステムのサービスの取得を計画する。 

注記 10 これは，必要ならば，提案入札要請，供給者選定，受入れ，契約管理及び契約終了の計

画を含む。合意プロセスを，計画された取得に用いる。 

注記 11 ISO/IEC 27036（all parts）は，供給者との関係に対する情報セキュリティを考慮したイン

フラストラクチャ及びサービスを取得するための手引を提供している。 

8) レビューの実施を含めてプロジェクト及び技術面のマネジメント及びそれらの実行の計画を生成し，

伝達する。 

注記 12 システムに対する技術面の計画は，システムズエンジニアリング マネジメント計画

（systems engineering management plan，SEMP，ISO/IEC/IEEE 24748-4 を参照）又はソフ

トウェアエンジニアリング マネジメント計画（software engineering management plan）の

中で記述することがよくある。ソフトウェアシステムを開発するための計画は，ソフト

ウェア開発計画の中で記述することがよくある（ISO/IEC/IEEE 24748-5 を参照）。 
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注記 13 他のプロセスの各々からの戦略に関するアクティビティ及びタスクは，プロジェクト計

画プロセスへインプットされ統合される。プロジェクトアセスメント及び制御プロセス

は，計画が統合され，整合し，実行可能となることを確実なものにすることを助けるた

めに使われる。 

c) プロジェクトを開始する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) プロジェクトに対する認可を得る。 

注記 14 ポートフォリオマネジメントプロセスは，認可を与える。 

2) プロジェクトの実施に必要な資源を要請し，確約を得る。 

3) プロジェクト計画を実施する。 

6.3.2 プロジェクトアセスメント及び制御プロセス 

6.3.2.1 目的 

プロジェクトアセスメント及び制御プロセスは，計画が整合していて実現可能かどうかをアセスメント

し，プロジェクト実行の実績，技術面での達成の実績及びプロセス実施の実績の状態を判定し，計画及び

スケジュールに従って予測した予算に収めながら，プロジェクトの目標を満足するようにプロジェクトを

遂行することを確実にするのを助けるために，プロジェクトの実行を指示監督することを目的とする。 

このプロセスは，定期的に及び主要なイベントにおいて，要件（要求事項），計画及び全体的なビジネス

目標に対する進捗及び達成度を評価する。著しい差異が検出された場合は，マネジメント活動のために情

報が提供される。このプロセスは，識別された他のテクニカルマネジメント又はテクニカルプロセスから

の逸脱及びばらつきを是正するため，必要に応じて，プロジェクトのアクティビティ及びタスクを軌道修

正することも含む。軌道修正には，適切ならば再計画することを含めてもよい。 

6.3.2.2 成果 

プロジェクトアセスメント及び制御プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 実績の測定量又はアセスメント結果が利用可能になっている。 

注記 この実績には，プロジェクトの実行，プロセスの実施，及び技術面の達成についての実績を

含む。 

b) 役割，責任，説明責任並びに権限及び資源の必要十分性がアセスメントされている。 

c) 技術進捗レビューが実施されている。 

d) プロジェクト実績における計画からの逸脱が分析されている。 

e) 影響を受ける利害関係者がプロジェクトの状況を知らされている。 

f) プロジェクトの実績又は達成度が目標に達していない場合，是正処置が指示監督されている。 

g) 必要に応じて，プロジェクトの再計画が開始されている。 

h) スケジュールした一つのマイルストーン，意思決定ゲート又はイベントから次に進める（又は進めな

い）ためのプロジェクト行動が認可されている。 

6.3.2.3 アクティビティ及びタスク 

プロジェクトアセスメント及び制御プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に

示すアクティビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) プロジェクトのアセスメント及び制御を計画する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 
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1) プロジェクトのアセスメント及び制御の戦略を定義する。 

注記 1 戦略は，計画されたアセスメントの手法及び期限，必要なマネジメント及び技術レビュ

ーを含む，期待されるプロジェクトアセスメント及び制御アクティビティを識別する。 

b) プロジェクトのアセスメントを行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) プロジェクトの目標及び計画とプロジェクトが実行される状況との整合性をアセスメントする。 

2) 計画の必要十分性及び実現可能性を判定するために，目標に対するマネジメント面及び技術面の計

画をアセスメントする。 

3) 費用，スケジュール及び実績についての予測値と実績値との差異を判定するために，妥当な計画に

対するプロジェクト及び技術面の状況をアセスメントする。 

4) 役割，責任，説明責任及び権限の必要十分性をアセスメントする。 

注記 2 これには，プロジェクトの役割を担いプロジェクトのタスクを完遂するための，人員の

コンピテンシー（力量）の必要十分性のアセスメントを含む。例えば，資源利用効率，

プロジェクト達成度など，可能な限り客観的測定量が使われる。 

5) 資源の必要十分性及び利用可能性をアセスメントする。 

注記 3 資源には，インフラストラクチャ，要員，資金，時間，又は他の附属項目を含む。この

タスクには，既存のプロセス群及びインフラストラクチャ資源の再利用について評価す

ること，並びに組織内での資源提供の確約があることの確認を含む。 

6) 測定された達成度及びマイルストーンの完了を用いて進捗をアセスメントする。 

注記 4 これには，例えば，費用面での入手可能性のような，目標に関する他の技術的データと

ともに，労力，資材，サービスの費用，及び技術面の達成実績に対するデータを集めて

評価することを含む。これらは達成度の測定量と比較する。これには，要件（要求事項）

に対して，発展中のシステムが必要十分なものとなっているかを判定する有効性アセス

メントを含む。必要なときにサービスを提供するイネーブリングシステムの準備ができ

ているかをアセスメントすることも含む。 

7) 要求されるマネジメントレビュー及び技術レビュー，監査，並びにインスペクションを実施する。 

注記 5 これらは，ライフサイクル又はプロジェクトのマイルストーンの次のステージに進む準

備ができていることを判定するため，プロジェクト目標及び技術的目標が満たされるこ

とを確実にするのを助けるため，又は利害関係者からのフィードバックを得るために，

公式又は非公式に実施される。これらのレビュー，監査，及びインスペクションは，品

質保証プロセスと密接に連携して調整し実施する。技術レビューについての追加情報は

ISO/IEC/IEEE 24748-8 を参照。 

8) 決定的に重要なプロセス及び新技術を監視する。 

注記 6 これには，技術の成熟度及び技術が組み入れられて実現可能性があるものなのかどうか

の識別及び評価を含む。 

9) 測定結果及び他のプロジェクト情報を基にして勧告を行う。 

注記 7 潜在的な関心事を示す値を含む計画された値からの，逸脱，ばらつき又は望ましくない

変化の傾向を識別するため，及び是正，予防，適応化，追加又は完全化を行う処置作業

に適切な勧告を行うために，測定結果を分析する。適切な場合は，傾向を示す測定量の

統計的分析を含む。そうした測定量には，例えば，成果物の品質を示す欠陥密度，プロ

セスの再現性を示す測定されたパラメータ値の分布などがある。 

10) アセスメントのタスクから得た状況及び所見を記録して提供する。 
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11) プロジェクトにおけるプロセスの実行を監視する。 

注記 8 これには，プロジェクト目標に関するプロセス測定量の分析及びその変化傾向のレビュ

ーを含む。識別された全ての改善活動は，品質保証プロセス又はライフサイクルモデル

マネジメントプロセスを通じて取り組まれる。 

c) プロジェクトを制御する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 識別された課題に取り組むために必要な処置を開始する。 

注記 9 これは，プロジェクト又は技術面の達成度が，計画された目標を満たしていない場合に

生じる。これには，是正処置，予防処置及び問題解決処置を含む。処置は通常，要員，

ツール及びインフラストラクチャといった資産の再計画又は再配置を必要とし，費用，

スケジュール，又は技術的な適用範囲若しくは定義に影響を与えることがよくある。処

置は，ライフサイクルプロセスの実施手段及び実行に対する変更を必要とすることがあ

る。 

注記 10 処置は，それらの必要十分性及び適時性を確認するために，記録及びレビューされる。 

2) 必要なプロジェクトの再計画を開始する。 

注記 11 プロジェクトの目標若しくは制約が変わった場合，又は計画の前提が無効であることが

示された場合に，プロジェクト計画プロセスを実行する。 

注記 12 取得者と供給者との間の合意の変更を必要とする全ての変更は，取得及び供給プロセス

を呼び出して実行する。 

3) 取得者又は供給者からの依頼の影響で，費用，時間又は品質について契約変更があった場合，必要

な変更処置作業を開始する。 

注記 13 これには，供給のために修正された契約条項及び取引条件の考慮又は新たな供給者選定

の開始を含む。これによって，取得プロセス及び供給プロセスを呼び出して実行する。 

4) 先に進めてもよいと判断できる正当な根拠がある場合に，次のマイルストーン，意思決定ゲート又

はイベントに向かって進むことをプロジェクトに認可する。 

注記 14 意思決定マネジメントプロセスを，マイルストーンの完了に関して合意に達するために

用いる。 

6.3.3 意思決定マネジメントプロセス 

6.3.3.1 目的 

意思決定マネジメントプロセスは，ライフサイクル中のいずれの時点でも，意思決定に関する代替案を

客観的に識別し，特徴付け及び評価するために，構造化された分析的な枠組みを提供し，最も有利な行動

の進め方を選定することを目的とする。 

注記 1 このプロセスは，状況に好ましい結果をもたらす代替案の集合を識別するために，技術的な課

題又はプロジェクトの課題を解決し，システムライフサイクルの中で実施要請のある意思決定

に対応するために用いる。典型的なアプローチには，状況に適した結果を提示する代替案の特

定を含む。意思決定マネジメントで最も頻繁に使用される手法は次のものがある。トレードオ

フ分析，費用便益分析，工学的分析，及び問題解決分析［例えば，TRIZ 手法，Kepner-Tregoe
（KT）手法］。それぞれの代替案を，意思決定基準（例えば，費用への影響，スケジュールへ

の影響，プログラムの制約，規制に関係する事項，技術面でシステムの遂行能力・性能・運用

時の実績がもつ特性，決定的に重要な品質特性，SoS 検討事項及びリスク）に照らしてアセス

メントする。これらの比較の結果は，適切なモデルの選択を介してランク付けし，その後，最
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適解に基づいて意思決定するために使用する。鍵となる調査データ（例えば，前提及び意思決

定根拠）は，通常は，意思決定者に情報を提供し，意思決定の正当性を将来においても再度示

し，かつ，将来の意思決定を支援するためにマネジメントする。 

注記 1A TRIZ は，発明原理を基に技術的問題を解決するための手法，KT は状況分析，問題分析，目標

達成条件を選ぶ決定分析，リスク分析などからなる手法である。 

注記 1B この規格では，プロセス名称を以前の“意思決定管理プロセス”から“意思決定マネジメント

プロセス”に変更している。 

注記 2 いずれかの基準に対するパラメータの詳細なアセスメントを行う必要がある場合，そのアセス

メントを実施するためにシステム分析プロセスを用いる。 

6.3.3.2 成果 

意思決定マネジメントプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 代替案の分析を必要とする意思決定が識別されている。 

b) 行動の進め方の代替案が評価されている。 

c) 好ましい行動の進め方の方針が選定されている。 

d) 解決案，意思決定の論理的根拠及び前提が記録されている。 

6.3.3.3 アクティビティ及びタスク 

意思決定マネジメントプロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティ

ビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) 意思決定を準備する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 意思決定マネジメントの戦略を定義する。 

注記 1 意思決定マネジメントの戦略は，役割，責任，説明責任及び権限の識別を含む。戦略に

は，意思決定の種類の分類の識別及び優先順位の付け方の識別を含む。意思決定は，多

くの場合，有効性評価，技術的なトレードオフ，解決が必要な課題，許容可能なしきい

（閾）値を超えるリスクへの対応として必要な行動，又は次のライフサイクルステージ

にプロジェクトを進めるための新しい機会若しくは承認の結果として発生する。組織又

はプロジェクトの指針で，意思決定の分析に適用される厳密さ及び形式を整えた正式さ

のレベルを決定する。 

2) 意思決定を行う状況及びニーズを識別する。 

注記 2 問題又は機会及びそれらの結果を解決するための，代替となる複数の行動の進め方を記

録し，分類し，かつ，報告する。 

3) 経験及び知識を活用するために，意思決定に関連する利害関係者を意思決定に参加させる。 

b) 意思決定の情報を分析する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) それぞれの意思決定のための意思決定マネジメントの戦略を選択し，宣言する。 

注記 3 代替案を評価するために要求されるデータ及びシステムの分析だけでなく，これらの問

題及び機会を解決するために要求される厳密さのレベルも決定する。 

2) 望まれる成果及び測定可能な選定基準を決定する。 

注記 4 全ての定量化可能な基準に望まれる値，及びその値を超えると属性が満たされなくなる，

しきい（閾）値を決定する。通常は全ての基準の重み付けをする要因を決定する。 
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3) トレードオフを考えられる空間及び代替案を識別する。 

注記 5 多数の代替案が存在する場合，更なる詳細なシステム分析を行う目的で，それらをマネ

ジメント可能な数まで削減するため，代替案を定性的に選別する。この選別は，リスク，

費用，スケジュール，規制上の影響などの要因の定性的なアセスメントに基づいて行う

ことがよくある。これには，リスク及び機会に加え，新しい設計パラメータ，異なるア

ーキテクチャ特性，SoS 検討事項，決定的に重要な品質特性の値の範囲も含む。 

4) 基準に照らし合わせて，それぞれの代替案を評価する。 

注記 6 評価対象となる，トレードオフされる各代替案の特定の基準を定量化するために，必要

に応じてシステム分析プロセスを用いる。これには，新しい設計パラメータ，異なるア

ーキテクチャ特性，SoS 検討事項，及び決定的に重要な品質特性の値の範囲を含む。シ

ステム分析プロセスは，評価され，トレードオフされる各代替案についての感度分析を

得るために，パラメータが変動する範囲をアセスメントする。これらの結果は，トレー

ドオフされる様々な代替案の実現性を確立するために使われる。 

c) 意思決定を実施しマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) それぞれの意思決定に対して好ましい代替案を決定する。 

注記 7 代替案は，選択基準を使って，定量的に評価される。選択された代替案は，通常，識別

された意思決定の最適化又は改善を提供する。 

2) 意思決定した解決策，意思決定根拠及び前提を記録する。 

3) 意思決定を記録，追跡，評価及び報告する。 

注記 8 これには，合意又は組織の手順に定められているように，監査ができ，経験からの学習

もできる方法を用いて，問題及び機会，意思決定についての説明責任，並びにそれらの

処置を記録することを含む。 

注記 9 これによって，問題が効果的に解決されたこと，望ましくない傾向が好転したこと，予

想外のリスク及びその結果が対処されたこと，並びに機会が活用されたことを，組織は

確認できる。 

6.3.4 リスクマネジメントプロセス 

6.3.4.1 目的 

リスクマネジメントプロセスは，リスクを継続的に識別し，分析し，対応処置し，監視することを目的

とする。 

リスクマネジメントプロセスは，目標の達成に向けたシステム製品又はサービスのライフサイクルを通

して，不確かさに系統的に対応する。 

注記 1 リスクは，箇条 3 にあるように，目標に対する不確かさの影響と定義される。この定義がもた

らす結果として，リスクは，好ましい又は好ましくない影響を及ぼす可能性がある。この規格

では広く共通認識されているリスクの解釈である，好ましくない影響を及ぼすリスクを用いる。

好ましい方向へ影響を及ぼす肯定的なリスクは，機会（opportunity）として考えられることが多

い。次に定義するリスクマネジメントのアクティビティは，機会も含めるように適応すること

が容易に可能であり，追加の手引もリスクマネジメントプロセスのアクティビティ及びタスク

の注記で提供する。 

注記 2 この規格では，プロセス名称を以前の“リスク管理プロセス”から“リスクマネジメントプロ

セス”に変更している。 
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6.3.4.2 成果 

リスクマネジメントプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) リスクが特定されている。 

b) リスクが分析されている。 

c) リスクの対応処置方法が選定されている。 

d) リスクに対する適切な対応処置が実施されている。 

e) リスクの状態の変化及び対応処置の進行状況をアセスメントするために，リスクが評価されている。 

f) リスクプロファイルが維持されている。 

6.3.4.3 アクティビティ及びタスク 

リスクマネジメントプロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビ

ティ及びタスクを実施しなければならない。 

注記 1 JIS X 0162 は，より詳細なリスクマネジメントに関するアクティビティ及びタスク群を規定し

ている。このリスクマネジメントプロセスは，JIS Q 31000 にあるリスクマネジメントの原則及

び指針，及び JIS Q 0073:2010 のリスクマネジメントの用語に対応している。JIS Q 9001:2015
の A.4 では，品質マネジメントに関連した予防処置の行動をするためのリスクに基づく考え方

を提供している。 

a) リスクマネジメントを計画する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) リスクマネジメントの戦略を定義する。 

注記 2 戦略は典型的には，リスクマネジメントプロセスの範囲，リスクマネジメントのアプロ

ーチ，リスク基準，リスク測定量，リスクのパラメータ，リスク評定尺度，及びリスク

対応処置の選択肢を定義する。これには，サプライチェーンの全てのレベルでのリスク

マネジメントプロセスの記述を含み，全ての供給者によるリスクがプロジェクトのリス

クマネジメントプロセスに組み込まれるために，どのようにして次のレベルのリスクと

して引き上げられるかを記述する。 

注記 3 さらに，機会のマネジメントに対応するために，戦略に，機会の基準，機会の測定，機

会のパラメータ，機会の評定尺度，及び機会への対応処置の選択肢を定義するとともに，

範囲及びアプローチにも機会を含めることが可能である。 

2) リスクマネジメントプロセスを適用する状況を定義し，記録する。 

注記 4 これには，利害関係者の特定を含む。また，利害関係者がもつ観点の記述，リスクの種

類を分類する記述，技術面及びマネジメント面の目標，仮定，並びに制約の記述（記述

は，参照することによって示す場合が多い。）を含む。リスクの分類は，システムが関係

する技術領域を含み，システムのライフサイクルを横断するリスクの特定を容易にする。 

注記 5 機会は，システム又はプロジェクトのための潜在的な便益を提供する。追求される各機

会は，期待される便益を損なう関連リスクがある。これには，機会の効果を達成できな

いことに関連するリスクとともに，機会を追求しないことに関連するリスクも含む。 

b) リスクプロファイルを維持する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) リスクしきい（閾）値及び条件を定義し，記録する。 

注記 6 リスク（及び機会）しきい（閾）値は，適切な対応処置の戦略を検討するリスク（及び

機会）レベルを定義する。 
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2) リスクプロファイルを確立し，維持する。 

注記 7 リスクプロファイルは，次を含む。 

－ リスクの記述 

－ 考えられるリスクの原因及びイベント 

－ 可能性のあるリスクの結果 

－ リスクの結果の重大度 

－ リスク発生の起こりやすさ（可能性） 

－ リスクが課題となる場合の検出可能性（検出されることの起こりやすさ） 

－ リスクしきい（閾）値及び条件 

－ リスクの現時点の状態 

－ リスクの現時点の対応処置状況，又は有事に緊急に対応する戦略若しくは計画 

－ リスクの履歴 

リスクプロファイルを更新し，定期的にベースライン化する。典型的には次の変化が

あったときに更新する。 

－ リスクマネジメントの適用状況の変化 

－ 新しいリスクの特定 

－ 既存のリスク情報での何らかの変化 

注記 8 機会に対処する場合，リスク及び機会が引き起こす有事の全体をよりよく理解するため

に，典型的にはリスク及び機会の両方に一つのプロファイルを使用する。 

3) 関連するリスクプロファイルを，定期的に利害関係者に提供する。 

c) リスクを分析する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) リスクマネジメントを適用する状況の中で記述されたリスク種類別にリスクを特定する。 

注記 9 リスクは，通常，次のような様々な分析を通じて特定する。 

－ 安全性，信頼性，アシュアランス，生産可能性，及びシステムの遂行能力・性能・

運用時の実績の分析 

－ 技術，アーキテクチャ，インテグレーション，及び運用準備完了を判断するアセス

メント 

－ 測定の報告 

－ トレードオフの調査 
これらのリスクは，ライフサイクルの初期に識別され，かつ，システムの利用ステー

ジ，支援ステージ及び廃棄ステージまで継続されるときがある。さらに，システムのゴ

ールに関する測定量の分析から，リスクが識別されることがよくある（例えば，システ

ムの有効性の測定，システムの遂行能力・性能・運用時の実績の測定）。リスクを識別

する幾つかの方法については，JIS Q 31010 を参照。 

2) 識別した各リスクが顕在化するリスクの起こりやすさ（発生確率），及び発生したときの結果を見積

もる。 

3) 各リスクをリスクしきい（閾）値に対して評価する。 

4) リスクしきい（閾）値を超える各リスクに対し，推奨する対応処置の戦略及び測定量を定義し，記

録する。 
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注記 10 リスクへの対応処置の戦略は，リスクの除去，起こりやすさ（発生確率）若しくは発生

時の結果の重大度の軽減，又はリスクの受容を含むが，これらに限るものではない。機

会への対応処置の戦略には，機会の追求若しくは活用，延期，又は監視を含む。リスク

対応処置は，機会の追求のために，リスクを積極的に獲得する，又はリスクを増やすこ

とも含めることが可能である。測定量は，対応処置の選択肢の有効性に関する情報を提

供する。 

d) リスクしきい（閾）値を超える各リスクに対応処置する。このアクティビティは，次のタスクからな

る。 

1) リスク対応処置のための，推奨される選択肢を識別する。 

2) リスク対応処置の効果を判断するために測定量を定義する。 

3) 選択したリスク対応処置を実施する。 

注記 11 典型的には，実施する選択肢として，利害関係者が，リスクを受入れ可能なものにする

リスク対応処置を行うと判断する可能性がある。受入れ可能なリスクレベルにする選択

肢が複数ある場合，最良の選択肢を選択するための決定基準を確立して適用する。 

4) 選択したリスク対応処置に対し，マネジメントのための作業を調整する。 

注記 12 詳細は 6.3.2 プロジェクトアセスメント及び制御プロセスで参照が可能である。 

e) リスクを監視する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 全てのリスク及びリスクマネジメントの適用状況を継続的に監視する。 

注記 13 リスクの状態が変化したときには，その変化を捕捉し，リスクを再評価する。しきい（閾）

値を超えるリスクは優先度が高いと考え，今後のリスク対応処置のための対象作業が必

要かどうかを決定するために継続的に監視する。 

2) リスク対応処置の効果を評価するための測定を実施し，監視する。 

3) ライフサイクルを通じて継続的に，新たなリスクの出現及びリスクの発生源を監視する。 

6.3.5  コンフィギュレーションマネジメントプロセス 

6.3.5.1 目的 

コンフィギュレーションマネジメントプロセスは，ライフサイクルにわたってシステム及びシステム要

素のコンフィギュレーションをマネジメントすることを目的とする。 

マネジメントには，一貫性，インテグリティ，トレーサビリティ，及び制御の確立及び維持を含む。コ

ンフィギュレーションには，製品及びそれらの製品のコンフィギュレーション情報を含む。 

注記 1 この規格では，プロセス名称を以前の“構成管理プロセス”から“コンフィギュレーションマ

ネジメントプロセス”に変更している。 

注記 2 この規格では，文脈に応じて対応国際規格の用語 maintain を，“保守”又は“維持”と記載して

いる。“維持”には変更が必要な時点で更新することを含み，必要な変更を行うことを否定する

ものではない。 

6.3.5.2 成果 

コンフィギュレーションマネジメントプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) システム及びシステム要素のコンフィギュレーションがマネジメントされている。 

b) 承認されたコンフィギュレーションを含めて，コンフィギュレーションのベースラインが確立されて
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いる。 

c) コンフィギュレーションマネジメント下の品目の変更が制御されている。 

d) コンフィギュレーション状態情報が利用可能になっている。 

e) 要求されたコンフィギュレーション監査が完了している。 

f) システムのリリースが承認されている。 

6.3.5.3 アクティビティ及びタスク 

コンフィギュレーションマネジメントプロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次

に示すアクティビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) コンフィギュレーションマネジメントを準備する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) コンフィギュレーションマネジメント戦略を定義する。 

注記 1 これには，次のことを含む。 

a) 役割，責任，説明責任及び権限 

b) 廃棄，アクセス，リリース及び制御を含む，コンフィギュレーションマネジメント

下にある品目への変更のマネジメント 

c) 必要とするベースラインの確立 

d) 指定されたインテグリティレベル，セキュリティレベル及び安全性レベルに応じた，

保管の場所及び条件，保管媒体，並びにそれらの環境 

e) コンフィギュレーション制御を始めるため，及び発展していくコンフィギュレーシ

ョンのベースラインを維持するための，基準又はイベント 

f) コンフィギュレーション定義情報の継続的なインテグリティ及びセキュリティをア

セスメントするための監査戦略及び責任 

g) 計画されたコンフィギュレーション制御委員会，定期的及び緊急の変更依頼，並び

に変更の手順を含む変更マネジメント 

h) 一連の取得者，供給者，サプライチェーン組織，及び SoS 環境で相互作用する組織

を含む，該当する利害関係者間の調整 

注記 2 この戦略は，システムの耐用寿命の期間，又は契約に含める範囲も適切な場合には網羅

する。 

注記 3 コンフィギュレーションマネジメントアクティビティに関する追加の手引については，

ISO 10007，IEEE Std 828，SAE EIA-649, STANAG 4427，及び民間航空機向け指針の SAE 
ARP4754A の参照が可能である。 

2) コンフィギュレーションマネジメント下にある品目，コンフィギュレーションマネジメント作成物

及びコンフィギュレーションマネジメントデータの，保存管理及び検索のアプローチを定義する。 

注記 4 これには，情報マネジメントプロセスと整合する必要のある，データを更新保持する手

順を含む。 

b) コンフィギュレーションの識別を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) コンフィギュレーションマネジメント下に置く必要があるシステム要素及び作成物を識別する。 

注記 5 コンフィギュレーションマネジメント下に置かれる品目は，通常はコンフィギュレーシ

ョン品目と呼ばれる。それらは特別な注意を必要とする。それらは，通常はレビュー及

びコンフィギュレーション監査の対象とする。コンフィギュレーションマネジメント対
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象の品目は，通常，要件（要求事項），モデル，製品及びシステム要素，サービス並び

にベースラインを含む。 

2) マネジメントを要するコンフィギュレーションデータを識別する。 

注記 6 これには，関連データとともにシステム要素間の関係を含める。 

3) コンフィギュレーションマネジメント下の品目を指し示すための一意に決まる識別子を確立する。 

注記 7 品目は，一意の識別子又は印によって区別する。識別子は，コンフィギュレーション制

御下にある品目が，その仕様書又は同等の記録に残っている記述へと明白に追跡できる

ように，関連する標準及び製品分野の慣例規則に従うようにする。IT アセットマネジメ

ントに関する JIS X 0164（ISO/IEC 19770）規格群は，コンフィギュレーション品目とな

る資産である IT アセット（IT 資産）の一意の識別子に対する要求事項を含む。 

4) ライフサイクルを通してベースラインを定義する。 

注記 8 ベースラインは指定された時点，又は定義された状況下で，システム要素の発展してい

くコンフィギュレーション状態を捕捉して記録保存する。ベースラインの内容は，テク

ニカルプロセスを通じて作成されるが，コンフィギュレーションマネジメントプロセス

を通じてある時点で正式化された内容とされる。ベースラインは次回の変更のための基

盤を形成する。 

5) ベースラインを確立するために，対象に該当する利害関係者の合意を獲得する。 

注記 9 プロジェクトアセスメント及び制御プロセスを合意に達するために用いる。 

6) システム又はシステム要素のリリースを承認し追跡する。 

注記 10 リリースの目的は，制限の有無にかかわらず，特定の目的のためにシステム又はシステ

ム要素の使用を認可することである。例えば，テストのため又は運用のためのリリース

である。 

注記 11 リリースには，通常，一連の変更を含む。これらの変更は，テクニカルプロセス群を通

じて行い，検証及び妥当性確認プロセスを通じて検証又は妥当性確認する。リリースの

承認は，通常，検証及び妥当性確認された変更の受入れを含む。 

c) コンフィギュレーションの変更マネジメントを実施する。このアクティビティは，次のタスクからな

る。 

注記 12 コンフィギュレーション変更マネジメント（configuration change management）は，一度確

立されたベースラインへの変更をマネジメントするための手順及び手法を確立する。これ

を，コンフィギュレーション制御（configuration control）と呼ぶこともある。 

1) 変更依頼（requests for change）及び差異化依頼（requests for variance）を識別し記録する。 

注記 13 差異化依頼は，少しずつ違いのある差分をもたせて変更マネジメントを行うこと，変更

マネジメントを免除すること，又は一部の変更マネジメントを非適用とすることの依頼

を指すことがある。 

2) 変更依頼及び差異化依頼を調整し，評価して処理する。 

注記 14 これにはプロジェクトの計画，費用，便益，リスク，品質及びスケジュールへの影響を

含めて，提案された変更の影響をアセスメントすることを含む。変更依頼を実施するか，

又は終了するかの決定を行う。 

3) 変更依頼及び差異化依頼のレビュー及び承認の依頼を提出する。 

注記 15 変更依頼，及び少しずつ違いのある差分をもたせる差異化依頼は，多くの場合，コンフ

ィギュレーション制御委員会（CCB，configuration control board）の正式な制御下にある。
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評価は変更の影響と必要性とを対比する分析を含む。 

4) ベースラインに対して，承認された変更，変更依頼及び差異化依頼を追跡しマネジメントする。 

注記 16 このタスクには，優先順位付け，追跡，スケジューリング及び変更の終了を含む。さら

に，テクニカルプロセスを通じて変更を行う。これらの変更を，検証及び妥当性確認プ

ロセスを通じて検証又は妥当性確認し，承認された変更の実施を確実にするのを助ける。 

注記 17 変更の理由を示す根拠を記録することは良い実践方法である。 

d) コンフィギュレーション状態の説明報告を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) システム要素，ベースライン及びリリースのコンフィギュレーションマネジメント状態情報を作成

し維持する。 

注記 18 コンフィギュレーション状態の説明報告は，製品のライフサイクル全体を通じて，シス

テム要素に関する意思決定に必要な，制御対象の製品又はサービスの状態についてのデ

ータを提供する。これは，コンフィギュレーション制御下の品目の性質を考慮すること

を含む。コンフィギュレーション記述は，可能な場合には，製品又は技術標準に適合し

たものにする。コンフィギュレーション情報には，前後のコンフィギュレーション状態

へのトレーサビリティをもたせる。通常は，ベースライン及びリリースのための論理的

根拠及びコンフィギュレーションデータに関連する認可は，記録に残す。コンフィギュ

レーション記録は合意，関連する法令又は関連する産業での最良の実践方法を考慮して，

システムライフサイクルを通じて維持し，保存管理する。 

注記 19 情報の正確性，適時性，インテグリティ及びセキュリティを確認するために，現在のコ

ンフィギュレーション状態及び以前の全てのコンフィギュレーション状態の記録，検索

及び一元化する統合をマネジメントする。ベースラインが，図面，インターフェース制

御文書及びその他の合意した要件（要求事項）へ適合していることを検証するために監

査を実施する。 

2) コンフィギュレーションマネジメントのデータを捕捉し記録して，保管及び報告する。 

e) コンフィギュレーションの検証及び監査を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) コンフィギュレーション及びコンフィギュレーションマネジメントの検証アクティビティ及び監査

の必要性を識別する。 

注記 20 コンフィギュレーションマネジメントプロセスは，検証アクティビティを識別し実施す

るために検証プロセスと連携して実施する。 

2) 製品（成果物）又はサービスのコンフィギュレーションがコンフィギュレーション要件（要求事項）

を満たしていることを検証する。 

注記 21 これは要件（要求事項），制約及び免除（少しずつ違いのある差分の存在）を正式な検証

アクティビティの結果と比較することによって実行する。 

3) 承認されたコンフィギュレーション変更の組込みを監視する。 

4) 製品ベースラインを再確立するために，コンフィギュレーション及びコンフィギュレーションマネ

ジメントの検証アクティビティ及び監査を実施する。 

注記 22 典型的な監査には，機能及び遂行能力・性能・運用時の実績に焦点を当てた機能コンフ

ィギュレーション監査（FCA，functional configuration audit），並びに運用及びコンフィ

ギュレーションの情報項目に対するシステムの適合性に焦点を当てた物理コンフィギュ

レーション監査（PCA，physical configuration audit）がある。検証プロセスを，コンフィ

ギュレーションの検証及び監査の実施に用いる。 
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5) コンフィギュレーションマネジメント監査及びその他のコンフィギュレーション評価の結果，並び

にそれらに対処する処理作業項目を記録する。 

6.3.6 情報マネジメントプロセス 

6.3.6.1 目的 

情報マネジメントプロセスは，指定された利害関係者に対して，情報を生成，入手，確認，変換，保持，

検索，配布及び廃棄することを目的とする。 

注記 この規格では，プロセス名称を以前の“情報管理プロセス”から“情報マネジメントプロセス”

に変更している。 

情報マネジメントは，指定された利害関係者に対し，次のような情報の提供を計画，実行及び制御する。

明確である，完全で抜け漏れがない，検証可能である，一貫性がある，変更可能である，トレーサビリテ

ィをもつ，及び提示可能である情報である。情報には，技術，プロジェクト，組織，合意及び利用者の情

報を含む。多くの場合，情報は，組織，システム，プロセス又はプロジェクトの記録データから導出して

得る。 

6.3.6.2 成果 

情報マネジメントプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) マネジメント対象の情報が識別されている。 

b) 情報を表現する形式が定義されている。 

c) 情報がマネジメントされている。 

d) 情報の状態が識別されている。 

e) 情報は，指定された利害関係者が利用可能になっている。 

6.3.6.3 アクティビティ及びタスク 

情報マネジメントプロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビテ

ィ及びタスクを実施しなければならない。 

注記 1 ISO/IEC/IEEE 15289 が，ライフサイクルプロセスでの情報項目（文書）の内容に関する要求事

項をまとめており，それらを作成するための手引を提供している。 

a) 情報マネジメントの準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 情報マネジメントの戦略を定義する。 

注記 2 同じ題材についての情報を，ライフサイクルの異なる時点で，異なる情報利用者のため

に，異なる方法で開発することが可能である。 

2) マネジメントする情報項目を定義する。 

注記 3 これには，システムライフサイクル中にマネジメントされる情報，及びライフサイクル

を超えて定義された期間中にわたって保守される可能性のある情報を含む。これは，組

織の方針，合意又は法律を考慮する。 

3) 情報マネジメントの権限及び責任を指定する。 

注記 4 情報及びデータに関する法令，セキュリティ及びプライバシー（例えば，所有権，合意

の制限条件，アクセス権，データ著作権，知的財産及び特許）に対し，適切に配慮する。

制限又は制約が当てはまれば，情報は，それに応じて識別される。情報の中で，このよ
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うな情報項目の知識をもっている要員は，義務及び責任を通知される。 

4) 情報項目の内容，形式及び構造を定義する。 

注記 5 情報は，多くの形式（例えば，オーディオビジュアル，テキスト，グラフィック，数値）

及び媒体（例えば，電子，紙，磁気，光学）から始まり，最終形ともなる。インフラス

トラクチャ，組織間の情報伝達，分散プロジェクトの作業など，組織の制約を考慮する。

関連する情報項目の標準及び慣例規則は，方針，合意及び法令の制約を考慮して使用す

る。 

5) 情報維持作業を定義する。 

注記 6 情報維持には，インテグリティ，妥当性及び利用可能性について，格納された情報の状

態をレビューすることを含む。また，技術の変更があっても，保存管理媒体を読み込め

るようにインフラストラクチャを保持するか，又は保存管理媒体を新しい技術を用いた

媒体へ移行するかのいずれかを行う，代替媒体への複製又は変換のニーズも，必要に応

じて含める。 

b) 情報マネジメントを実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 識別された情報項目を入手，開発又は変換する。 

注記 7 これには，データ，情報又は情報項目を適切な情報源から（例えば，いずれかのライフ

サイクルプロセスの結果として）収集し，利害関係者にとって有用な情報となるように

書く，図示する，又は変換することを含む。これには，それぞれの情報標準に基づいて

情報をレビュー，妥当性確認及び編集することを含む。 

2) 情報項目及びその保管記録を維持し，情報の状態を記録する。 

注記 8 情報項目を，そのインテグリティ，セキュリティ及びプライバシーの要件（要求事項）

に従って維持する。情報項目の状態を維持する（例えば，バージョン記述，発行日又は

有効日付，配布記録，セキュリティ分類）。読みやすい情報にして，容易に取り出せる

ような方法で保存し，保持する。 

注記 9 情報を変換するために使用された変換前の元データ及び変換用のツールは，変換結果の

文書類とともに，コンフィギュレーションマネジメントプロセスに従ってコンフィギュ

レーション制御下に置かれる。JIS X 0154 は，ライフサイクル情報及び文書類に役立つ

コンテンツマネジメントシステムへの要件（要求事項）についての情報を提供する。 

3) 指定された利害関係者へ情報を発行若しくは配布するか，又は指定された利害関係者がアクセスで

きるようにする。 

注記 10 合意されたスケジュール又は定義された状況によって要求されたように，情報を指定さ

れた利害関係者に適切な形式で提供する。情報項目には，要求に応じて，認証，適格性

認定，免許又はアセスメントの評定に使用される公式文書類を含める。 

4) 指定された情報を保存管理する。 

注記 11 保存管理は，監査，知識保持，規制，合意，及びプロジェクト終了という目的に従って

行う。情報の媒体，場所及び保護は，指定された保管期間及び検索期間，並びに組織の

方針，合意及び法令を考慮して選択する。プロジェクトの終了後に必要な情報項目を保

持するための手配をする。 

5) 不必要な情報，無効な情報，又は妥当性が確認できない情報を廃棄する。 

注記 12 法令による規則，組織の方針，セキュリティ及びプライバシーの要件（要求事項）を考

慮して行う。 
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6.3.7 測定プロセス 

6.3.7.1 目的 

測定プロセスは，製品，サービス及びプロセスの品質について，効果的なマネジメントを支援し，それ

らについての情報ニーズに応えるために，それらに関する客観的なデータ及び情報を収集し，分析し，報

告することを目的とする。 

6.3.7.2 成果 

測定プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 情報ニーズが識別されている。 

b) 情報ニーズに基づいた測定量の適切な集合が，識別又は開発されている。 

c) 要求されるデータがマネジメントされている。 

d) 必要なデータが分析され，結果が解釈されている。 

e) 意思決定を支援する客観的な情報が，測定結果によって提供されている。 

6.3.7.3 アクティビティ及びタスク 

測定プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ及びタスク

を実施しなければならない。 

注記 1 ISO/IEC/IEEE 15939 では，次に示されるアクティビティ及びタスクと整合した測定のための，

一連のより詳細なアクティビティ及びタスクを提供している。 

注記 2 JIS Q 9001:2015 の 7.1.5 で，プロセス及び製品の測定及び監視のための品質マネジメントシス

テムへの要求事項を規定している。 

注記 2A JIS Q 9001:2015 の 9.1 にも，記載がある。 

a) 測定戦略を定義する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 測定の戦略を定義する。 

2) 測定に関連する組織の特性を記述する。 

3) 情報ニーズを識別し，優先順位を付ける。 

注記 3 情報ニーズは，組織の戦略的な目標，プロジェクトの目標，識別されたリスク，及びプ

ロジェクトの意思決定に関連するその他の項目に基づく。 

4) 情報ニーズを満たす測定量を選択し，仕様化する。 

5) データ収集，分析，アクセス及び報告の手順を定義する。 

6) 情報項目の評価基準及び測定プロセスの評価基準を定義する。 

7) 測定に利用する必要のあるイネーブリングシステム又は，サービスを識別し計画する。 

8) 利用するイネーブリングシステム若しくはサービスを，入手する又はそれらへのアクセスを取得す

る。 

b) 測定を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 測定に関連するプロセスの中に，データの生成，収集，分析及び報告の手順を統合する。 

注記 4 これらに関して要求される変更の幾つかは，他のプロセスの中に統合される。 

2) データを収集し，蓄積し，かつ，検証する。 
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3) データを分析し，情報項目を作成する。 

4) 結果を記録し，測定の利用者へ通知する。 

注記 5 意思決定を支援し，是正，予防，適応，追加，及び完全化処置，リスクマネジメント，

並びに改善を援助するために，測定の分析結果を，関係する利害関係者へ遅滞なく適時

に，利用しやすい様式で報告する。測定の分析結果を，意思決定のプロセスの参加者，

技術レビュー及びマネジメントレビューの参加者，並びに製品改善及びプロセス改善の

プロセスの管轄者へ報告する。 

6.3.8 品質保証プロセス 

6.3.8.1 目的 

品質保証プロセスは，組織の品質マネジメントプロセスのプロジェクトへの効果的な適用を確実なもの

にするよう支援することを目的とする。 

QA（品質保証）は，品質要件（品質要求事項）が満たされているという確信を与えることに焦点を合わ

せる。プロジェクトのライフサイクルプロセス及びプロセスのアウトプットについて先を見越した分析を

行う。この分析は，生産・製造・製作中にあるときの製品，又は開発中にあるときのサービスが要望され

ている品質を備えること，並びに組織及びプロジェクトの方針及び手順が遵守されて実施されることを確

実なものにするために実施する。 

注記 アシュアランスケース（5.10 を参照）を作成して，QA のアクティビティを手引きし，決定的に

重要な品質特性を確実に検討することに役立てることが可能である。 

6.3.8.2 成果 

品質保証プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) QA のための評価の基準及び手法を含めた，QA 手順が実施されている。 

b) 製品，サービス及びプロセスの評価が，品質マネジメントの方針，手順及び要件（要求事項）に従っ

て実施されている。 

c) 評価結果が関係する利害関係者へ提供されている。 

d) インシデントが解決されている。 

e) 問題が優先順位付けされて，処置されている。 

注記 a)から d)までの成果は，品質マネジメントプロセスの成果に整合している。 

6.3.8.3 アクティビティ及びタスク 

品質保証プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ及びタ

スクを実施しなければならない。 

a) 品質保証の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 品質保証戦略を定義する。 

注記 1 戦略には，品質マネジメントの方針，目標及び手順との一貫性をもたせ，次を含める。 

－ プロジェクトの品質保証手順 

－ 定義された役割，責任，説明責任及び権限 

－ 各ライフサイクルプロセスに適したアクティビティ 
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－ 各供給者（下請負契約者を含む。）に適したアクティビティ 

－ 製品又はサービスに特有のアクティビティとして要求される，検証，妥当性確認，

監視，測定，インスペクション及びテストのアクティビティ 

－ 製品又はサービスの受入れのための基準，並びにプロセス，製品及びサービスの評

価を行うための評価基準及び手法 

2) 他のライフサイクルプロセスからの QA の独立性を確立する。 

注記 2 プロジェクトマネジメントからの独立性を確保するために，プロジェクトマネジメント

とは異なった組織から QA のための資源を割り当てることがよくある。 

b) 製品又はサービスの評価を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 製品及びサービスの，確立された基準，契約，標準及び規制への適合性を評価する。 

注記 3 これには，利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義プロセス，並びにシ

ステム要件（要求事項）定義プロセスから導出された，システム品質要件（品質要求事

項）に対する評価を含む。更なる情報は，JIS X 25010 を参照。 

2) 明示的に規定された要件（要求事項）に対する適合性を決定するため，ライフサイクルプロセスの

アウトプットに対する検証及び妥当性確認を実施する。 

c) プロセスの評価を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) プロジェクトのライフサイクルプロセスの適合性を評価する。 

2) プロセスを支援又は自動化するツール及び環境の適合性を評価する。 

3) 供給者のプロセスに対して，プロセス要件（要求事項）への適合性を評価する。 

注記 4 典型的には，共同作業ができる開発環境，供給者が提供するよう要求されるプロセス測

定量，又は供給者が利用するよう要求されるリスクを取り扱うプロセスなどの項目を考

慮する。 

d) 品質保証の記録及び報告をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) QA アクティビティに関係する記録及び報告を作成する。 

注記 5 記録及び報告は，情報マネジメントプロセスを利用し，組織，規制及びプロジェクトの

要件（要求事項）を考慮して作成する。 

2) 記録及び報告を維持し，保管し，配布する。 

3) 製品，サービス及びプロセスの評価に関連するインシデント及び問題を識別する。 

注記 6 これには，学んだ教訓を捕捉して形のある記録に残すこと，及びサプライチェーンを通

じたプロセス実施の監視レビューを実行することを含む。 

e) インシデント及び問題を処置する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 7 品質マネジメントの用語では，問題は，対処をしなければプロジェクトがその要件（要求

事項）を満たさなくなるという“不適合”として記述されることがよくある。 

注記 8 問題の分類及び優先度の分類についての，更なる情報及び例は，ISO/IEC/IEEE 24748-
1:2018 の附属書 G を参照。 

1) インシデントを記録し，分析し，分類する。 

2) インシデントを解決するか，又は問題へと格上げする。 

3) 問題を記録し，分析し，分類する。 

注記 9 分析結果に，可能性のある処置の選択肢を含める。 
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4) 問題の処置を優先順位付け，処置の実施を追跡する。 

注記 10 処置の実施は，プロジェクトアセスメント及び制御プロセスが始動させるテクニカルプ

ロセスの中で遂行する。 

5) インシデント及び問題の傾向を確認し分析する。 

6) 利害関係者へインシデント及び問題の状況について通知する。 

7) インシデント及び問題を終了まで追跡する。 

6.4 テクニカルプロセス 

6.4.1 ビジネス又はミッション分析プロセス 

6.4.1.1 目的 

ビジネス又はミッション分析プロセスは，全体的な戦略的問題又は機会を定義し，ソリューション空間

を特徴付け，問題を取り上げ解決できる又は機会を有益に生かすことができるような一つ以上の潜在的な

可能性をもつソリューションのクラスを決定することを目的とする。 

注記 1 システムソリューションを必要とする可能性をもった，組織における組織戦略及び組織レベル

の運用概念（concept of operations）は，指定した状況の範囲内でビジネス又はミッションの分析

を実施するように，その状況を確立する。組織レベルの運用概念は，組織で指導的役割をもっ

た者の意図する組織の運用方法を反映している。組織レベルの運用概念は，ビジネスの全体的

な運用又は一連の運用を支援することにおける，組織の前提条件，並びに開発するシステム，

既存のシステム群，及び将来に実現される可能性のあるシステム群をどのように使用するかに

ついて説明する。組織が SoI である場合，組織の戦略はシステム定義の一部となる。 

注記 2 幾つかの領域において，これは組織が必要としているか又は要望している能力を，識別及び分

析するという概念に関係する。このプロセスは，必要な能力に焦点を当て，能力を取り扱うこ

とが可能なトレードオフ空間を識別するためのポートフォリオマネジメントプロセスと相互作

用する。識別された問題又は機会は，どのようなことがどの程度まで可能になることを目標と

する，という目標能力（target capabilities）に変換することがよくある。所与の領域内において

適用可能なときは，問題又は機会空間（problem or opportunity space）には目標能力を含む。 

注記 3 ビジネス又はミッション分析は，概念定義の活動の一部である。これは一連のシステムエンジ

ニアリング活動であって，問題領域及びビジネス又は事業及び利害関係者のニーズが詳細に調

査検討される。 

6.4.1.2 成果 

ビジネス又はミッション分析プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 問題又は機会が存在し得る範囲を表す，問題又は機会の空間が定義されている。 

b) ソリューションが存在し得る範囲を表す，ソリューション空間が特徴付けられている。 

c) ライフサイクルステージにおける，予備的な，システムレベルの運用概念（operational concepts）及び

その他の概念が定義されている。 

d) 選択候補となる代替ソリューションのクラスが分析されている。 

e) 一つ以上の，好ましい代替ソリューションのクラスの候補が選定されている。 

f) ビジネス又はミッション分析の実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又はサービス

が利用可能になっている。 
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g) 戦略的な問題又は機会と，好ましい代替ソリューションのクラスの候補との間のトレーサビリティが

確立されている。 

6.4.1.3 アクティビティ及びタスク 

ビジネス又はミッション分析プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すア

クティビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) ビジネス又はミッション分析の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる 

1) 組織が要望しているミッション，ビジョン，ゴール及び目標の観点から，問題及び機会を識別する

ために，組織の戦略及び組織レベルの運用概念における変化をレビューする。 

注記 1 これは，現在の能力，システム，製品又はサービスにおける欠如又はギャップも含む。 

2) ビジネス又はミッション分析の戦略を定義する。 

注記 2 これには，問題空間を識別及び定義し，ソリューション空間を特徴付けし，かつ，ソリ

ューションのクラスを選定するために用いるアプローチを含む。 

3) ビジネス又はミッション分析を支援するために必要とする，イネーブリングシステム又はサービス

を識別し計画する。 

注記 3 これには，イネーブリングシステムに対する要件（要求事項）及びインターフェースの

識別を含む。ビジネス又はミッション分析のためのイネーブリングシステムには，組織

のビジネスで用いているシステム及びリポジトリなどがある。 

4) 利用するイネーブリングシステム又はサービスを，入手する又はそれらへのアクセスを取得する。 

注記 4 ビジネス又はミッション分析の実現を支援するイネーブリングシステムの支援機能が，

意図されたように利用できるかを客観的に確認するために，妥当性確認プロセスを用い

る。 

b) 問題又は機会の空間を定義する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) トレードオフ空間の要因に関係付けられた状況の中で，問題及び機会を分析する。 

注記 5 この分析は，問題又は機会の，範囲，基盤又は駆動要因を理解することに焦点を当てた

ものである。この分析は，トレードオフ分析に必要なシステム分析及び意思決定マネジ

メントに焦点を当てた総合化とは反対方向のものである。ここで焦点を当てる対象は，

ミッションの要件（要求事項）の変更，ビジネスにおける機会，能力，既存システムの

遂行能力・性能・運用時の実績の改善又は不足，セキュリティ及び安全性の改善，費用

及び有用性のような要因，規則の変更，利用者の不満足，並びに PESTEL 要因［政治

（Political），経済（Economic），社会（Social），技術（Technological），環境（Environmental）
及び法律（Legal）］を含む。これは外部からの分析，内部での分析，又は SWOT 分析［強

み（Strengths），弱み（Weaknesses），機会（Opportunities）及び脅威（Threats）］によ

って達成される場合がある。 

注記 6 分析のは，ポートフォリオマネジメントの意思決定の一部分とも考えられる。 

2) ソリューションで取り上げる，ミッション，ビジネス又は運用における問題又は機会を定義する。 

注記 7 この定義には，特定のソリューションを考慮することなく，状況，全ての主要パラメー

タ及び決定的に重要なビジネス面の成功度を示す測定量を含める。その理由は，運用上

の変更，既存の製品若しくはサービスの変更，又は新システムのいずれもがソリューシ

ョンとなる可能性があるからである。 

3) 他のビジネスニーズに照らして，潜在的な問題又は機会を優先順位付けする。 
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注記 8 このタスクでは，新しいソリューションの一部ではない他のビジネスニーズと比較して，

この新しいビジネスニーズ（問題又は機会）に対処することの相対的な重要性について

理解を深めることを試みる。これは，使用可能な資源の量が限られている場合に特に重

要となる。 

c) ソリューション空間を特徴付ける。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 予備的な，システムレベルの運用概念及びその他のライフサイクル概念を定義する。 

注記 9 これには，顧客，利用者，運営管理者，規制機関，システムの所有者などの，主要な利

害関係者のグループの識別を含む。これら主要な利害関係者は，利害関係者ニーズ及び

利害関係者要件（要求事項）定義プロセスで定義されることになる。 

注記 10 ライフサイクルを構想した予備的なライフサイクル概念には次を含める。予備的な取得

概念，予備的な展開概念，予備的なシステムレベルの運用概念，予備的な支援概念，及

び予備的な廃棄概念。システムレベルの運用概念には，抽象度の高いレベルでの運用モ

ード若しくは状態，運用シナリオ，可能性のあるユースケース，又は提案されているビ

ジネス戦略における利用法を含む。これらの概念は，実現可能性の分析及び代替案の評

価を可能にする。これらの概念は，利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）

定義プロセスで更に詳細化される。 

注記 11 運用中の環境は，特定のセキュリティへの脅威及び安全性へのハザードに関する，ぜい

弱性をもつ可能性がある。このような，ぜい弱性は，開発中の製品に関係付けてレビュ

ーされる。システムと人間とのインターフェースは，システムのアシュアランスを実現

する状況における一つの要素であり，インターフェースに関連するぜい弱性は重大なミ

ッションが連鎖する状況において詳細に調査される。 

注記 11A  ハザードとは，危害の潜在的な源，又は危害が及ぶ可能性のある状況。 

2) 潜在的な可能性をもったソリューション空間を広げる，代替ソリューションのクラスを識別する。 

注記 12 これらは，単に運用上の変更から様々なシステムの開発又は変更までに範囲が広がる場

合がある。ソリューション空間は，その運用又は機能の変更へのニーズを取り上げて解

決することが可能な，再利用の目的に合う既存の資産，システム及びソフトウェア製品，

並びにサービスにおける変更点を識別することを含めることが可能である。これには，

必要とされるであろう，潜在的に望まれているサービスには何があるかを推定すること

も含む。ソリューション空間を特徴付けるときは，アーキテクチャ ビュー（例えば，能

力ビュー，プログラムビュー，運用ビュー，及び利用者又は人間のビュー）にした利用

者のアーキテクチャ ビューポイントに対して，システムアーキテクチャ定義プロセスを

実行することもよくある。これは ISO/IEC/IEEE 42010 によって提案されている。 

d) 複数ある代替ソリューションのクラスを評価する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 13 評価の結果，一つのシステムによるソリューション代替候補が存在しない場合は，SoS に

よるソリューションを代替案として識別し，一つの代替ソリューションのクラスとして評

価することが可能である。SoS のより詳しい情報は，5.4，ISO/IEC/IEEE 21840 及び JIS X 
21841 で参照が可能である。 

1) 代替ソリューションのクラスそれぞれのアセスメントを行う。 

注記 14 ソリューションのクラスは，ソリューションを実現する手段に言及する。それには，新

しいシステム，既存のシステムを適応させる又は変更すること，様々なシステムからの

システム要素をリンクすること，運用上の考慮事項の実践などがある。複数のソリュー

ションのクラスでは，ソリューションを提供するための異なったアプローチを調査検討



72 
X 0170：0000 (ISO/IEC/IEEE 15288：2023) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

する。 

注記 15 代替ソリューションのクラスそれぞれを，組織の戦略に基づいて確立及び定義された基

準に対してアセスメントを行う。ソリューションのクラスの，実現可能性並びに戦略的

なニーズ及び要件（要求事項）を満たす能力は，重要な意思決定基準の一つとなる。ポ

ートフォリマネジメントプロセスから考慮の対象となる幾つかの基準が提供される。 

注記 16 システム分析プロセスが，それぞれの代替ソリューションのクラスに対する基準につい

て，アセスメントを行って値を決めるために用いられる。構造化されているトレードオ

フ分析が推奨される。費用を基準に含めると，無理のない費用で利用しやすい意思決定

を助ける。複数ある代替ソリューションのクラスがもつリスク，実現可能性及び基準に

ついての値を理解するために，代替案のアセスメントでは，モデル化，シミュレーショ

ン，分析技法又は専門家による判断を含めることが可能である。 

2) 一つ以上の，好ましい代替ソリューションのクラスを選定する。 

注記 17 意思決定マネジメントプロセスが，代替案を評価し，選定方法を手引きするために用い

られる。選定された代替案について組織の戦略における状況の中で妥当性確認が実施さ

れる。リスク，実現可能性，市場の要因及び代替案へのフィードバックが，組織の戦略

の更新に使用するために提供される。 

3) 選択した一つ以上のソリューションのクラスを反映するために，戦略レベルのライフサイクル概念

へフィードバックを提供する。 

e) ビジネス又はミッション分析をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 重要なビジネス又はミッション分析における決定及び根拠を記録に残す。 

注記 18 根拠には，主な代替候補及び実現を可能にする支援手段に関する情報を含む。 

2) ビジネス又はミッション分析，及び一つ以上の代替ソリューションのクラスとの間のトレーサビリ

ティを維持する。 

注記 19 ライフサイクルを通じて，ビジネス又はミッションの問題及び機会と，好ましい代替ソ

リューションのクラスとの間で，双方向のトレーサビリティを維持する。これには，組

織の戦略，利害関係者のニーズ及び利害関係者要件（要求事項），並びに意思決定を助

けたシステム分析結果とのトレーサビリティも伴う。 

3) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 

注記 20 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。ビジネス又はミッション分析プロセス

は，ベースラインのための候補を識別し，コンフィギュレーションマネジメントへ作成

物を提供する。 

6.4.2 利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義プロセス 

6.4.2.1 目的 

利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義プロセスは，定義された環境において，利用者

及び他の利害関係者によって必要とされる能力を提供できるように，システムに対する利害関係者のニー

ズ及び要件（要求事項）を定義することを目的とする。 
このプロセスでは，システムのライフサイクルを通じて，システムに関係している利害関係者又は利害

関係者の集まり，及びそれら利害関係者のニーズを識別する。このプロセスでは，これらのニーズを分析

し，利害関係者要件（要求事項）の共通集合に変換する。利害関係者要件（要求事項）は，システムがそ
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の運用環境との間にもつように意図された相互作用を表現する。さらに，利害関係者要件（要求事項）は，

システムを運用操作したときに結果として得られる運用操作の能力を妥当性確認するために，対比して参

照する対象となる。相互運用システム及びイネーブリングシステムを含めたSoIの状況を考慮して，利害関

係者要件（要求事項）を定義する。利害関係者要件（要求事項）には，法律及び規則，環境規制並びに倫

理的価値観の考慮も含む。 

6.4.2.2 成果 

利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) システムの利害関係者が識別されている。 

b) 要求される特性，能力を利用する状況，システムレベルの運用概念，及びその他のライフサイクル概

念が定義されている。 

c) システムに課された制約が定義されている。 

d) 利害関係者ニーズが定義されている。 

e) 利害関係者ニーズが優先順位付けされ，利害関係者要件（要求事項）に変換されている 

f) 決定的に重要なシステムの遂行能力・性能・運用時の実績の測定量及び品質特性が定義されている。 

g) 利害関係者のニーズ及び期待が要件（要求事項）へ必要十分に反映され，利害関係者の合意に到達し

ている。 

h) 利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義の実施を可能にするために必要なイネーブリ

ングシステム又はサービスが利用可能になっている。 

i) 利害関係者要件（要求事項）と，利害関係者及びそれらの利害関係者ニーズとの間のトレーサビリテ

ィが確立されている。 

6.4.2.3 アクティビティ及びタスク 

利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び

手順に従って，次に示すアクティビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) 利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義の準備を行う。このアクティビティは，次の

タスクからなる。 

1) システムのライフサイクルを通じて，ソリューションに関係する利害関係者を識別する。 

注記 1 これには，利害関係者の個人及び集まりを含む。こうした利害関係者の個人及び集まり

は，利用者，運用操作者，支援者，開発者，製作者，教育訓練指導者，保守者，廃棄担

当者，取得者及び供給者の組織，インターフェースを介して接続している外部の様々な

エンティティについて責任のある団体，規制機関，並びにシステムソリューションにつ

いて合法的に正当な利害をもつその他の人たちからなる。意思伝達を直接行うことが現

実的ではない場合（例えば，不特定多数の一般消費者向け製品又はサービス）は，代表

者又は指定されて委任を受けた代理人となる利害関係者を選定する。 

2) 利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）の定義戦略を定義する。 

注記 2 システムに反対しているか，又は互いに対立している利害関係者がいる場合がある。利

害関係者が，それぞれの利害関係者間で互いに対立しているが，システムには反対して

いない場合は，このプロセスでは，利害関係者の集まりの中で共通合意を得て，受入れ

可能な要件（要求事項）の共有集合を確立するようにする。利害関係者の意図若しくは

要望がシステムに反対するものである場合，又は利害関係者がシステムの価値をおとし
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めようとする者である場合は，リスクマネジメントプロセス，システム分析プロセスで

の脅威分析によって，又はセキュリティ，適応性若しくは危機に弾力的な対応ができる

レジリエンスについてのシステム要件（要求事項）によって取り扱う。このような場合

は，反対する利害関係者のニーズを満たすのではなく，システムの価値をおとしめよう

とする者からの行動に遭遇したときに，システムのアシュアランス及びインテグリティ

を確実にすることを援助する方法によって取り組む。 

3) 利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）の定義を支援するために必要とするイネーブリ

ングシステム又はサービスを識別し計画する。 

注記 3 これには，イネーブリングシステムに対する要件（要求事項）及びインターフェースの

識別を含む。利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義のためのイネーブ

リングシステムには，定義を促進するツール及び要件（要求事項）をマネジメントする

ツールなどがある。 

4) 利用するイネーブリングシステム又はサービスを，入手する又はそれらへのアクセスを取得する。 

注記 4 利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）の定義の実現を支援するイネーブリ

ングシステムの支援機能が，意図したように利用できるかを客観的に確認するために，

妥当性確認プロセスが用いられる。 

b) システムレベルの運用概念及びその他のライフサイクル概念を開発する。このアクティビティは，次

のタスクからなる。 

注記 5 その他のライフサイクル概念には，システム取得の概念，展開配置・配布の概念，運用・

保守の支援概念，セキュリティの概念及び廃棄の概念を含めることが可能である。このア

クティビティでは，ビジネス又はミッション分析プロセスの中で定義された予備的なライ

フサイクル概念を，利害関係者に関連するシナリオ及び対話操作・相互作用が定義される

ような，特定の利害関係者ニーズが存在する状況下で更に発展させた概念を開発する。シ

ステムレベルの運用概念についての追加情報は，要求エンジニアリングに関する JIS X 
0166 の箇条 5 及び箇条 6 を，並びにシステムレベルの運用概念についての注釈付きの目次

概要については，その附属書 A を参照することが可能である。 

1) 組織レベルの運用概念，予備的なライフサイクル概念，及び一つ以上の好ましいソリューションの

クラスの範囲内で，利用する状況を定義する。 

注記 6 利用する状況は，ISO/IEC 25063 にあるような利用状況の記載によって，捕捉して記録

することもよくある。事前準備のための予備的なライフサイクル概念及び一つ以上の好

ましい代替ソリューションのクラスは，ビジネス又はミッション分析プロセスによって

開発される。 

2) 想定されるシステムレベルの運用概念及びその他のライフサイクル概念に対応付けた，全ての要求

される能力を識別するために，利用する状況及び一連のシナリオ群（又はユースケース）を定義す

る。 

注記 7 利害関係者の誰からもまだ明示的に識別されていない可能性が高い，追加のニーズ又は

要件（要求事項）（例えば，法律，規則及び社会的な義務など）を識別する目的で，意図

した環境におけるシステムの運用を分析するために，シナリオ群を用いる。システムを

利用する状況は，次を含めて識別及び分析する。 

－ 利用者がシステムの目標を達成するように実行する活動 

－ 利用者に関連した各種の特性（例えば，期待される教育訓練，疲労の程度） 

－ 物理的環境（例えば，利用可能な照明，温度） 
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－ 利用する全ての機器（例えば，防護機器又は通信機器） 

注記 8 これらのシナリオ群は，システムレベルの運用概念又はライフサイクル概念を更新する

動機付けとなることがよくある。誤使用及び故障発生のシナリオ群は，各シナリオによ

って識別される誤使用又は故障発生のリスクを軽減するための，追加の機能要件（要求

事項）［又はそのようなリスクを軽減するために導出される，より特定の要件（要求事項）］

のニーズを見つけやすくする。 

3) 運用環境及び意図する利用者を特徴付ける。 

4) 利用者とシステムとの間の対話操作・相互作用，及びこれらに影響を及ぼす要因を識別する。 

注記 9 ユーザビリティの要件（要求事項）では，人間の能力及びスキルの限界を考慮する。可能

な場合には，例えば，人間工学に関する JIS Z 8530，及び受け入れられた専門的な実践方

法を用いて次を定義する。 

－ 身体面，心理面及び学習面での能力 

－ 利用状況における，作業場所，環境及び機器を含む設備 

－ 通常の正常な状況，通常でない状況及び緊急状況 

－ 運用操作者及び利用者の採用，教育訓練及び組織文化 

注記 10 ユーザビリティが重要なときは，ライフサイクルプロセスを通じてユーザビリティの要件

（要求事項）が計画，仕様化及び実装される。人間とシステムとの間の課題に関する情報

については ISO TS 18152 を，ユーザビリティに関する情報については ISO/IEC TR 
25060:2010 を，それぞれ参照することが可能である。 

5) SoI が外部のシステムと相互作用する，全てのインターフェースの境界を識別する。 

注記 11 インターフェースをもつシステム，イネーブリングシステム及び相互運用システムと，SoI
との間の相互作用を識別することが，インターフェースの境界を識別することに役立つ

（5.2.3 も参照）。 

6) システム ソリューションにおける制約を識別する。 

注記 12 次の結果から，制約がもたらされる。 

－ 利害関係者用者によって定義されたソリューションのインスタンス又は領域 

－ システム構成のどこかで判断される実装についての意思決定 

－ 定義された，イネーブリングシステム，資産となっているシステム，若しくはインタ

ーフェースを介して接続するシステム，又はシステム要素，資源及び要員についての，

要求される利用法 

－ 利害関係者によって定義された，適切な費用の目標。既存の合意，マネジメント面及

び技術面の意思決定がもたらす不可避の帰結も制約に含める。 

c) 利害関係者ニーズを定義する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 利害関係者ニーズを，ライフサイクル概念によって課される制約の範囲内で識別する。 

注記 13 利害関係者ニーズの識別には，識別された利害関係者がもつ，ニーズ，欲求，要望，期

待及び認知された制約を引き出すこと，領域の知識及び利用状況の理解に基づくが明示

されない暗黙の利害関係者ニーズを識別すること，並びにそれまでの活動とのギャップ

を文書化することを含む。ニーズに，有用性の測定量（追加情報は ISO/IEC/IEEE 24748-
2 で参照が可能），及び運用面での決定的に重要な課題の認識を含めることがよくある。

ニーズの引出しを助けるために機能分析を行うことがよくある。利害関係者が明示しな

い，暗黙のニーズとなりがちな品質特性の品質要件（要求事項）を引き出し，かつ，識
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別するために，JIS X 25010 にある品質モデルの品質特性を用いて，JIS X 25030 にある

ように要求分析へ適用することも，また役立つ。加えて，ニーズは，SoS に参加する SoI
として他システムと相互作用する SoI についての検討事項を含む場合もある（より詳細

な情報は ISO/IEC/IEEE 21839 を参照可能）。 

注記 14 反抗的又は敵対的な利害関係者がもたらす影響の分析に基づいて，リスクとなる可能性

のある制約を導出する。 

2) ニーズを優先順位付け，選定して絞り込む。 

注記 15 意思決定マネジメントプロセスが優先順位付けを支援するために通常用いられる。シス

テム分析プロセスを用いて，実現可能性又は他の要因に対してニーズを分析する。 

3) 利害関係者のニーズ及び根拠を記録する。 

注記 16 ニーズは，システムの目的及び振る舞いに着目したものに集中させて，それらの運用の

環境及び条件についての状況と合わせて記述する。ニーズの提供元及びニーズの理由を

示す根拠までトレースすることが役に立つ。 

注記 17 形式及び品質に照らしてニーズをレビューするのは良い実践活動である。 

d) 利害関係者ニーズを利害関係者要件（要求事項）へ変換する。このアクティビティは，次のタスクか

らなる。 

1) アシュアランス，安全性，セキュリティ，環境，人の健康など，決定的に重要な品質特性に関係す

る利害関係者要件（要求事項）及び機能を識別する。 

注記 18 システム及びソフトウェアのアシュアランスについての追加情報は，JIS X 0134 規格群

が提供している。 

注記 19 安全性のリスクを識別することが，安全要件（要求事項）及び安全機能の識別を促進す

る。安全性リスクには，運用及び支援の方法，人の健康及び安全性，資産への脅威，並

びに環境への影響に関連する事項を含む。適用可能な規格及び広く受け入れられている

実践方法を用いることが可能である。例えば，電気・電子・プログラマブル電子安全関

連系の機能安全に関する JIS C 0508 規格群などである。 

注記 20 セキュリティのリスクを識別することが，セキュリティ要件（要求事項）及びセキュリ

ティ機能の識別を促進する。安全性リスクは，次を含む。 

－ 物資，手順，通信，コンピュータ，プログラム，データ及び排出物質のような，シ

ステムセキュリティが該当する領域 

－ 保護対象となる人員，資産及び情報へのアクセス及び損傷 

－ 機密情報を危うくすること 

－ 資産及び情報に対して認められたアクセスへの拒否 
軽減及び抑制を含めた，セキュリティ機能は典型的な検討事項となる。 

注記 21 利用時の品質の観点をもった品質特性に関する，追加情報については，JIS X 25030 が提

供している。 

2) ライフサイクル概念，シナリオ，相互作用，制約，決定的に重要な品質特性，及び SoS 検討事項と

の一貫性をもたせるように，利害関係者要件（要求事項）を定義する。 

注記 22 利害関係者要件（要求事項）の，追加情報については JIS X 0166 の箇条 5 及び箇条 6 を

参照することが可能で，JIS X 0166 の箇条 8 及び箇条 9 では利害関係者要件（要求事項）

仕様書の記載及び注釈を含む概要についても提供している。 

注記 23 ニーズにおける変更を考慮することを確実に行うことを援助するため，ライフサイクル
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中の重要な意思決定の時点で，利害関係者要件（要求事項）をレビューする。これには

将来の利害関係者要件（要求事項）の分析作業を助けるように，利害関係者要件（要求

事項）の根拠を固めるのを支援することを含む。 

注記 24 ライフサイクルを通じて要件（要求事項）マネジメントを行うという目的に合った様式

で，利害関係者要件（要求事項）を記録する。これらの記録は，利害関係者要件（要求

事項）ベースラインを確立し，ライフサイクルの初めから終わりまで，ニーズの変更及

び利害関係者要件（要求事項）の起源を保持する。これらの記録は，利害関係者のニー

ズ，システム要件（要求事項）及びそれらから導かれるシステム要素へのトレーサビリ

ティと同様に，ビジネス又はミッション分析プロセスによって実施された意思決定への

トレーサビリティの基礎になる。 

注記 25 SoI に対する SoS 検討事項に関する情報は，5.4.4 及び ISO/IEC/IEEE 21839 が提供して

いる。 

e) 利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）を分析する。このアクティビティは，次のタスク

からなる。 

1) 利害関係者要件（要求事項）を抜け漏れなく集めた，完全な全体集合を分析する。 

注記 26 利害関係者要件（要求事項）を，要件（要求事項）の集合としての特性に対して分析す

るとともに，個々の要件（要求事項）の特性に対しても分析する。個々の要件（要求事

項）に関して，潜在的な可能性について分析される特性には，次の全てが含まれる。 

－ 要件（要求事項）が必要なものであること 

－ 実装方法に依存しないものであること 

－ 曖昧性がないこと 

－ 抜け漏れなく完全にそろ（揃）っていること 

－ 単独性があり他の要件（要求事項）との重複がないこと 

－ 検証可能であること 

－ 適合していること 
要件（要求事項）の集合に対して分析する特性は，次のものである。 

－ 抜け漏れなく完全にそろ（揃）っていること 

－ 矛盾なく一貫性があること 

－ 実現可能であること（又は費用面で可能であること） 

－ 定義範囲を示す境界が明確にされていること 
要件（要求事項）の特性についての追加情報は，JIS X 0166 で提供されている。 

注記 27 実現が可能か，及び適切な費用で入手しやすいかどうかをアセスメントするためには，

システム分析プロセスを用いる。利害関係者要件（要求事項）のレビューにおいては，

検証プロセス及び妥当性確認プロセスを用いる。 

2) 技術面での達成度をアセスメントできるようにする，決定的に重要な遂行能力・性能・運用時の実

績の測定量，及び品質特性を定義する。 

注記 28 これには，技術及び品質の測定量，並びに有効性の各測定量に関連する，重大な遂行能

力・性能・運用時の実績のパラメータを，利害関係者要件（要求事項）から識別して定

義することを含む。決定的に重要な遂行能力・性能・運用時の実績の測定量（例えば，

有用性の測定量及びシステムの目的への適合性の測定量）を定義，分析及びレビューす

ることによって，利害関係者要件（要求事項）が満たされることを確実にし，何らかの
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不適合につながるようなプロジェクトの費用，スケジュール又はプロジェクト実行の実

績及びシステムの遂行能力・性能・運用時の実績に関するリスクの識別を確実にするこ

とを助ける。ISO/IEC/IEEE 15939 では適切な測定量を識別，定義及び利用するためのプ

ロセスを提供している。INCOSE TP-2003-020-01 では，決定的に重要な遂行能力・性能・

運用時の実績の測定量の選定，定義及び実装についての情報を提供している。JIS X 25000
ファミリー規格では，関連する品質測定量を提供している。 

3) 利害関係者のニーズ及び期待が適切に把握されて表現されていることを妥当性確認するために，分

析された要件（要求事項）を適用可能な利害関係者へフィードバックする。 

4) 利害関係者要件（要求事項）の課題を解決する。 

注記 29 この課題には，個々の要件（要求事項）の特性又は要件（要求事項）の集合の特性から

逸脱するような要件（要求事項）を含む。 

f) 利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）の定義をマネジメントする。このアクティビティ

は，次のタスクからなる。 

1) 利害関係者要件（要求事項）について，指定された利害関係者との間で明示的な合意を獲得する。 

注記 30 これには，利害関係者要件（要求事項）が利害関係者ニーズを満たしているか，利害関

係者要件（要求事項）が正しく表現されているか，要件（要求事項）の提供元の利害関

係者にも理解できるか，及び矛盾のある要件（要求事項）の解決策が利害関係者の意図

を損なってしまう又は失ったものになっていないかを確認することを含む。 

2) 重要な利害関係者要件（要求事項）における決定及び根拠を記録に残す。 

注記 31 根拠には，主な代替候補及び実現を可能にする支援手段に関する情報を含む。 

3) 利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）のトレーサビリティを維持する。 

注記 32 ライフサイクルを通じて，利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）と，それ

らの提供元及び利害関係者，組織の戦略，並びにビジネス又はミッションの問題及び機

会との間で，双方向のトレーサビリティを維持する。システムソリューションを構成す

るシステム群へのトレーサビリティの追加が，利害関係者要件（要求事項）をシステム

要件（要求事項）定義プロセスへ移行することを容易にする。適切なデータリポジトリ

によって，このようなトレーサビリティが容易になることがよくある。 

4) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 

注記 33 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。利害関係者ニーズ及び利害関係者要件

（要求事項）定義プロセスは，ベースラインのための候補を識別し，コンフィギュレー

ションマネジメントへ作成物を提供する。この利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要

求事項）定義プロセスにおいてベースライン化される典型的な作成物は，利害関係者ニ

ーズ，利害関係者要件（要求事項）及びシステムレベルの運用概念である。 

6.4.3 システム要件（要求事項）定義プロセス 

6.4.3.1 目的 

システム要件（要求事項）定義プロセスは，要望されている能力に関する利害関係者から見た利用者主

体のビューを，利用者の運用時のニーズを満たすソリューションに関する技術面のビューへ変換すること

を目的とする。 

このプロセスでは，供給者の観点から，利害関係者要件（要求事項）を満足させるためには，どのよう
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な特性，属性，並びに機能及び遂行能力・性能・運用時の実績への要件（要求事項）をシステムが備える

ことになるのかを仕様化した，一連の測定可能なシステム要件（要求事項）を作り出す。制約が許す限り，

特定の実現方法については何ら示さない要件（要求事項）とすることが望ましい。 

6.4.3.2 成果 

システム要件（要求事項）定義プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) システムソリューションのためのシステム記述が定義され，記述には外部インターフェース，機能及

び境界が含まれている。 

b) システム要件（要求事項）［機能，遂行能力・性能・運用時の実績，プロセス，品質，及びインターフ

ェースへの要件（要求事項）］及び設計上の制約が定義されている。 

c) 決定的に重要なシステムの遂行能力・性能・運用時の実績の測定量が定義されている。 

d) システム要件（要求事項）が分析されている。 

e) システム要件（要求事項）定義プロセスの実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又

はサービスが利用可能になっている。 

f) システム要件（要求事項）と利害関係者要件（要求事項）との間のトレーサビリティが確立されてい

る。 

6.4.3.3 アクティビティ及びタスク 

システム要件（要求事項）定義プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示す

アクティビティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) システム要件（要求事項）定義の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 提供される振る舞い及び性質の観点から，システムの機能的な境界を定義する。 

注記 1 機能的な境界の定義の一部は，利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義

プロセスの枠組みで定義された，利用の状況及び運用シナリオに基づいている。これに

は，次を含む。利用者及び環境の振る舞いに対してシステムが受ける刺激及びそれらへ

のシステムの反応，並びにシステムとその環境との間に要求される相互作用の分析及び

記述。これらには，機械的，電気的，質量，熱，データ及び手順的な流れのようなイン

ターフェース上の性質及び制約の観点を用いる。これによって，システムの境界となる

ところで期待されるシステムの振る舞いを確立し，定量的な用語で表現する。 

注記 2 これには代替する境界の評価，及び代替候補からの選択を含む。 

2) システム要件（要求事項）定義の戦略を定義する。 

注記 3 これには，システム要件（要求事項）を識別及び定義し，ライフサイクルを通じて要件

（要求事項）をマネジメントするために用いるアプローチを含む。 

3) システム要件（要求事項）定義の支援に必要なイネーブリングシステム又はサービスを識別し計画

する。 

注記 4 これには，要件（要求事項）の識別及びイネーブリングシステムとのインターフェース

を含む。システム要件（要求事項）定義のためのイネーブリングシステムには，要件（要

求事項）定義の促進及び要件（要求事項）マネジメントのためのツールなどがある。 

4) 利用するイネーブリングシステム若しくはサービスを入手する，又はそれらへのアクセスを取得す

る。 

注記 5 システム要件（要求事項）定義の実現を支援するイネーブリングシステムの支援機能が，
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意図されたように利用できるかを客観的に確認するために，妥当性確認プロセスが用い

られる。 

b) システム要件（要求事項）を定義する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) システムが遂行するよう要求されている各機能を定義する。 

注記 6 これは，次を含む。システムが運用操作者を含めて，どのように良好に機能を遂行する

ことが要求されているか，並びにシステムが機能を遂行することができる条件，システ

ムが機能の遂行を開始する条件，及びシステムが機能の遂行を停止する条件がどのよう

な条件であるか。機能は，決定的に重要な品質特性の分析から導出される場合もある（例

えば，信頼性のためのシステム診断機能，高頻度データバックアップ機能）。機能は相

互に悪影響を及ぼし合う可能性がある。 

注記 7 機能の遂行能力・性能・運用時の実績に対する条件には，システム運用中に要求される

運用状態及び運用モードへの参照を組み入れることが可能である。システム要件（要求

事項）は，提案されたシステム特性の抽象的な表現に大きく依存し，要望されるシステ

ム要件（要求事項）全体を抜け漏れなく完全に十分に記述するために，複数種類のモデ

ル化の手法及び観点を採用することもある。 

注記 8 SoI（対象システム）の機能性の達成を支援するために要求されるイネーブリングシステ

ムの支援機能を，SoI の機能と同時に識別し定義する。これは，対象システムが機能性を

達成することを支援するように，イネーブリングシステムの支援機能を識別し，かつ，

構成することを確実なものにするよう助けるために必要である。 

注記 9 これは，代替する機能及び機能の集合の評価並びにそれらの代替候補からの選択を含む。 

2) 必要な実装制約条件を定義する。 

注記 10 これは，システム構造のより高いレベルのアーキテクチャ定義から割り当てられた実装

上の決定，及び利害関係者要件（要求事項）によってもち込まれたか，又はソリューシ

ョンの制限となっている，実装上の決定事項を含む。 

3) リスク，システムの重大性又は決定的に重要な品質特性に関連するシステム要件（要求事項）を識

別する。 

注記 11 重大な品質特性は，一般に，健康，安全性，セキュリティ，アシュアランス，信頼性，

レジリエンス，アベイラビリティ，及び運用の支援性に関連するものを含む。どの品質

特性が重要であるかはプロジェクト及び領域に依存する。このタスクは，次に挙げる分

析及びその定義を含む。 

－ 利用及び支援の方法，環境上の影響並びに人員の負傷に関係するものを含めた安全

性への考慮事項（機能安全については JIS C 0508 規格群を，環境安全については JIS 
Q 14001 を参照）。 

－ 機密情報，データ及び資材を，危険にさらすこと及び保護することに関連するもの

を含めたセキュリティへの考慮事項［システム及びソフトウェアアシュアランスに

ついては JIS X 0134-4 を，セキュリティ要件（要求事項）については ISO/IEC 27036
（all parts）を参照］。 

－ システムの外部品質要因［品質要件（要求事項）に関する JIS X 25030 を参照］。 

－ 人間とのインタラクション（対話操作・相互作用）及び人的要因についてのエンジ

ニアリング（人間工学）への考慮事項（ユーザビリティのための人間中心設計に関

する JIS Z 8530 を参照） 

4) システム要件（要求事項）及び根拠を定義する。 
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注記 12 これは，利害関係者要件（要求事項），機能的な境界，機能，制約，費用目標，識別され

たインターフェース，決定的に重要な品質特性，及び SoS 検討事項と整合したシステム

要件（要求事項）の定義を含む。このタスクの実行は，システムの構成を介して，他の

ライフサイクルプロセスと並行して反復的及び再帰的に適用する段階的な手順で行う施

ことが有効である。システム要件（要求事項）に関する追加情報は JIS X 0166 の箇条 5
及び箇条 6，システム要件（要求事項）仕様書についての記載及び注釈付きの目次概要

は，箇条 8 及び箇条 9 で参照が可能である。 

注記 13 システム要件（要求事項）は，ライフサイクルを通して，要件（要求事項）のマネジメ

ントに適した形式で記録される。これらの記録は，システム要件（要求事項）のベース

ラインを確立し，関連する論理的根拠，決定及び前提を含む。これらは，情報項目及び

次に続くシステム要素へのトレーサビリティの基礎となる。 

注記 14 システム分析プロセスは，システムの費用見積り，スケジュール，及び技術面での遂行

能力・性能・運用時の実績を考慮して，要件（要求事項）のパラメータの適切な値を決

定するために使用される。妥当性確認プロセスは，要件（要求事項）が利害関係者のニ

ーズを満たしているかどうかを判定するために使用される。検証プロセスは，良い要件

（要求事項）の属性及び性質に関して，要件（要求事項）の品質を判定する。 

c) システム要件（要求事項）を分析する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) システム要件（要求事項）を抜け漏れなく集めた，完全な全体集合にして分析する。 

注記 15 システム要件（要求事項）は，要件（要求事項）の集合としての特性に対して分析され

るとともに，個々の要件（要求事項）の特性に対しても分析される。個々の要件（要求

事項）に関して，潜在的な可能性について分析される特性には次を含む。要件（要求事

項）が必要なものであること，実装方法に依存しないものであること，曖昧でないこと，

矛盾なく一貫性があること，抜け漏れがなく完全にそろ（揃）っていること，単独性が

あり他の要件（要求事項）との重複がないこと，実現可能であること，トレース可能で

あること，検証可能であること，費用面で実現可能であること，及びシステム要件（要

求事項）の定義範囲を示す境界が明確にされていること。JIS X 0166 は，要件（要求事

項）の特性についての追加情報を提供する。欠陥，矛盾点及び弱点は，システム要件（要

求事項）の完全な全体集合内で識別され，解決される。 

注記 16 システム分析プロセスが，システムの実現可能性，費用面での可能性及び他の要件（要

求事項）の特性をアセスメントするために使用される。 

2) 技術面での達成度のアセスメントを可能にする，決定的に重要な遂行能力・性能・運用時の実績の

測定量を定義する。 

注記 17 これには，システム要件（要求事項）の中で識別された有効性の測定量に関連付けられ

た，技術面の測定量及び品質測定量，並びに決定的に重要な遂行能力・性能・運用時の

実績を表すパラメータを定義することを含む。決定的に重要な遂行能力・性能・運用時

の実績についての測定量（例えば，システムの遂行能力を表す運用時の実績の測定量及

び技術面での性能の測定量）を，分析及びレビューし，次のことに役立てる。システム

要件（要求事項）が満たされることを確実なものにすること，及びプロジェクトの費用，

スケジュール又はシステムの遂行能力・性能・運用時の実績に関する，何らかの不適合

に関連したリスクの識別を確実なものにすること。ISO/IEC/IEEE 15939 は，適切な測定

量を識別し，定義し，利用するためのプロセスを規定する。INCOSE TP-2003-020-01 は，

決定的に重要な遂行能力・性能・運用時の実績についての測定量の選択，定義，及び実

装に関する技術面の測定について情報を提供する。JIS X 25000 ファミリー規格は，関連
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する品質測定量を提供する。 

3) レビューのため，分析された要件（要求事項）を該当する利害関係者にフィードバックする。 

注記 18 フィードバックは，指定されたシステム要件（要求事項）が適切に捉えられ，表現され

ていることを確実なものにするよう助ける。システム要件（要求事項）が利害関係者要

件（要求事項）への必要十分な対応をもって応えていること，並びに他のプロセス，特

にアーキテクチャ及び設計への必要十分なインプットであることが確認される。これは，

特定の要件（要求事項）に対して用いられる妥当性確認プロセスの適用の一つである。 

4) システム要件（要求事項）の課題を解決する。 

注記 19 これは，個々の要件（要求事項）又は要件（要求事項）の集合がもつ特性を損なってし

まう要件（要求事項）を課題として解決することを含む。 

d) システム要件（要求事項）をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 20 システム要件（要求事項）の維持は，例えば，アーキテクチャ，設計など他のライフサイ

クルプロセスの適用に起因する全ての変更をマネジメントすることと連動して，一般に正

式のコンフィギュレーションマネジメント下で，ベースラインを定義し，記録し，かつ，

制御することを含む。 

1) システム要件（要求事項）についての明示的な合意を獲得する。 

注記 21 これは，次の確認を含む。システム要件（要求事項）が利害関係者要件（要求事項）を

満たしていて，正しく表現され，要件（要求事項）を発案した各利害関係者から見て理

解できるものになっていること，及び，要件（要求事項）間の対立した矛盾に対する解

決策が，利害関係者の意図を損なってしまう又は失ったものになっていないこと。 

2) 重要なシステム要件（要求事項）における決定及び根拠を記録に残す。 

注記 22 根拠には，主な代替候補及び実現を可能にする支援手段に関する情報を含む。 

3) システム要件（要求事項）のトレーサビリティを維持する。 

注記 23 ライフサイクルを通じて，システム要件（要求事項）と，利害関係者要件（要求事項），

アーキテクチャ要素，インターフェース定義，分析結果，検証手法又は技法，及び割り

当てられ，分解され，導出された要件（要求事項）との間で，双方向のトレーサビリテ

ィが維持される。これは，達成可能な全ての利害関係者要件（要求事項）が，一つ以上

のシステム要件（要求事項）で満たされ，かつ，全てのシステム要件（要求事項）が，

少なくとも一つの利害関係者要件（要求事項）を満たすか又は満たすことに寄与するこ

とを確実なものにするよう助ける。適切なデータリポジトリによって，これが容易にな

ることがよくある。 

4) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 

注記 24 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。システム要件（要求事項）定義プロセ

スは，ベースラインのための候補を識別し，コンフィギュレーションマネジメントへ作

成物を提供する。このシステム要件（要求事項）定義プロセスにおいてベースライン化

される典型的な作成物は，システム要件（要求事項）である。 

6.4.4 システム アーキテクチャ定義プロセス 

6.4.4.1 目的 

システムアーキテクチャ定義プロセスは，システムアーキテクチャの候補及びその代替案を作成し，利
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害関係者の関心事を捉え，システム要件（要求事項）を満たす一つ以上の代替案を選定し，一貫した一連

の複数のビュー及びモデルでアーキテクチャを表現することを目的とする。 

システムアーキテクチャ定義のアクティビティでは，相互に論理的に関連し，整合性のある原則，概念，

及び性質に基づくソリューションを定義する。ソリューションアーキテクチャには，一連のシステム要件

（要求事項）［これはミッション，ビジネス，及び利害関係者の要件（要求事項）へのトレースが可能］並

びにライフサイクル概念 （運用，支援など）によって表される，問題又は機会を可能な限り満たす特徴，

性質，及び特性がある。 

このプロセスは，次のものを，システムの基礎的な概念及び性質，並びにシステムの発展及びシステム

に関するライフサイクルプロセスのための統制原則に変換する。 

－ 関連するアーキテクチャ［例えば，戦略アーキテクチャ（strategic architecture），事業体組織のエンタ

ープライズ アーキテクチャ（enterprise architecture），参照するリファレンス アーキテクチャ（reference 
architecture），及び SoS アーキテクチャ（SoS architecture）］ 

－ 組織及びプロジェクトの方針及び業務指針 

－ ライフサイクルの概念及び制約 

－ 利害関係者の関心事及び要件（要求事項） 

－ システムの要件（要求事項）及び制約 

注記 1 事業体組織であるエンタープライズ又は SoS を SoI（対象システム）とする場合は，事業体組

織アーキテクチャ又は SoS アーキテクチャがシステムアーキテクチャとなる。 

注記 2 システム要素は，実際に行われる設計に依存するため，設計定義を行うまで，当初は概念的で

あることがよくある。アーキテクチャの意図を伝え，設計の実現可能性をチェックする方法と

して，概念的なシステム要素を用いてリファレンス アーキテクチャを作ることがよくある。 

6.4.4.2 成果 

システムアーキテクチャ定義プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 重要な利害関係者，状況，及び観点に照らして問題空間が詳細化されている。 

b) アーキテクチャと適用可能な方針，業務指針，目標，及び制約との整合が達成されている。 

c) システムのアーキテクチャの決定に重要な概念，性質，特性，振る舞い，機能，又は制約が，アーキ

テクチャ定義の要素となるアーキテクチャ エンティティに割り当てられている。 

d) 識別された利害関係者の関心事がアーキテクチャで対処されている。 

e) システムアーキテクチャ要素と，アーキテクチャに関して直接関係している重要な利害関係者要件（要

求事項），及びシステム要件（要求事項）との間のトレーサビリティが確立されている。 

f) システムのアーキテクチャ ビュー及びモデルが作成されている。 

g) システム要素が，システム要素間のインターフェースも含めて定義されている。 

h) システムアーキテクチャ定義の実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又はサービス

が利用可能になっている。 

6.4.4.3 アクティビティ及びタスク 

アーキテクチャ定義プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビ

ティ及びタスクを実施しなければならない。 

注記 1 システムアーキテクチャ定義プロセスの活動 b) から d) は，ISO/IEC/IEEE 42020 の三つの中
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核となるプロセスに対応する。これらの各アクティビティの下のタスクは，これら

ISO/IEC/IEEE 42020 のアーキテクチャプロセスの各アクティビティに対応している。この規格

は，システムの範囲だけを反映するようにアクティビティ及びタスクを編集している。

ISO/IEC/IEEE 42020 では，次のアクティビティ及びタスクに関して更に詳細を提供している。 

a) システムアーキテクチャ定義の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) システムアーキテクチャに取り組む作業によって情報提供される必要のある，重要なマイルストー

ン及び決定事項を識別する。 

2) システムアーキテクチャ定義の戦略を定義する。 

3) アーキテクチャのガバナンス及びアーキテクチャのマネジメントに組織が取り組む作業への支援を

準備し計画する。 

4) システムアーキテクチャ定義プロセスを支援するために必要なイネーブリングシステム又はサービ

スを識別し計画する。 

5) システムアーキテクチャ定義作業を支援するために必要なイネーブリングシステム又はサービスを，

入手する又はそれらへのアクセスを取得する。 

注記 2 アーキテクチャ定義の実現を支援するイネーブリングシステムの支援機能が，意図した

ように利用できるかを客観的に確認するために，妥当性確認プロセスが用いられる。 

b) システムアーキテクチャを概念化する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 問題空間を特徴付ける。 

注記 3 これは，ビジネス又はミッション分析プロセスと連携して行い，問題（又は機会）空間

を識別し定義する。これには SoS の相互作用，要求される品質特性など，重要な考慮事

項を含む。 

2) アーキテクチャにとっての目標及び決定的に重要な成功基準を確立する。 

3) 可能性のある潜在的な（一つ以上の）ソリューションをソリューション空間の中で統合する。 

注記 4 ビジネス又はミッション分析プロセスは，ソリューション空間に対する（一つ以上の）

好ましい代替ソリューションのクラスを確立する。これらの好ましい代替ソリューショ

ンのクラスの中で，潜在的な（一つ以上の）ソリューションが識別され分析される。 

4) ソリューション及びトレードオフ空間を特徴付ける。 

5) 選択候補となる（一つ以上の）アーキテクチャを策定する。 

6) アーキテクチャの概念及び性質を捕捉し記録する。 

7) アーキテクチャを他のアーキテクチャ及び直接関係する影響を受けるエンティティと関係付け，一

貫性を確実にすることに役立てる。 

8) 意図した利用者によるアーキテクチャの利用を調整する。 

c) システムアーキテクチャを評価する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 5 このアクティビティは，システム分析及び意思決定マネジメントプロセスと連携して実施

する。 

1) 評価の目標及び基準を決定する。 

2) 評価手法を決定し評価の目標及び基準と統合する。 

注記 6 測定プロセスは，評価を支援するための測定並びに関連する測定技法，手法及びツール

を確立するために使用する。 

3) 評価に関する情報を収集しレビューする。 
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4) アーキテクチャの概念及び性質を分析しアーキテクチャの価値をアセスメントする。 

5) 好ましいシステムアーキテクチャのソリューションを選択するために分析及びアセスメントを総括

的な評価に組み入れる。 

6) アセスメント結果を基にアーキテクチャを特徴付ける。 

7) 所見及び推奨事項を策定する。 

8) 評価結果を捕捉して記録し，伝達する。 

d) システムアーキテクチャを精緻化する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) アーキテクチャ ビューポイント及びこれらのアーキテクチャ ビューポイントが統制する，モデル

の種類及び記法を説明する凡例を識別又は作成する。 

2) アーキテクチャのモデル及びビューを作成する。 

注記 7 モデルには，システム，システム要素，インターフェース，アクティビティ，役割，要

員，技法，プロセス，方針，規則，原則，目標，能力，ノード，リンク，データ要素，

レイヤー，プロトコル，ハードウェア項目，ソフトウェア項目などの項目を含む。シス

テムの一部として人間を含むアーキテクチャ ビューポイントは，人間に関する要件（要

求事項）を捉えて記録し，人間がシステム定義にどのような影響を与えるかについて情

報を提供する（すなわち，利用者のビュー又は人間のビュー）。 

注記 8 アーキテクチャ ビューポイントの識別又は作成での典型的な考慮事項は次のものであ

る。 

－ 利害関係者の関心事に基づくビューポイント及びモデルの種類の選択，適応化，又

は作成 

－ 関連するアーキテクチャの記述，モデル及びデータを含む，アーキテクチャの精緻

化情報を利用することが期待される利用者の識別 

－ モデル及びビューの開発に使用される可能性のあるアーキテクチャフレームワーク

又はリファレンスアーキテクチャの識別 

注記 9 外部エンティティとのインターフェース及び相互作用という観点で，システムが利用さ

れる状況及びシステムの境界を定義するための典型的な考慮事項を次に示す。 

－ 外部エンティティとのインターフェース及び相互作用という観点からのシステムが

利用される状況及びシステムの境界の定義 

－ 主要な利害関係者の関心事及び決定的に重要なシステム要件（要求事項）に対処す

るアーキテクチャ エンティティ及び各エンティティの間の関係の識別 

－ システムアーキテクチャ決定に重要な概念，性質，特性，振る舞い，機能，又は制

約の，アーキテクチャ エンティティへの割り当て 

－ システムアーキテクチャ候補のモデルの選択，適応化又は作成 

－ アーキテクチャが利害関係者の関心事にどのように対処し，利害関係者及びシステ

ムの要件（要求事項）を満たすかを表現するための，識別したビューポイントに沿

ったモデルからのビューの構成 

－ アーキテクチャのモデル及びビューの作成中に，アーキテクチャのモデル及びビュ

ーを相互に調和させること 

3) アーキテクチャを他のアーキテクチャ及び直接関係する影響を受けるエンティティに関係付け，精

緻化したシステムアーキテクチャの一貫性を確実なものにするのに役立てる。 

4) アーキテクチャの精緻化をアセスメントする。 
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5) 意図した利用者によって精緻化したアーキテクチャの利用を調整する。 

e) システムアーキテクチャ定義の結果をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからな

る。 

1) システムアーキテクチャ定義のアクティビティ及びタスクを監視し，評価して制御する。 

2) アーキテクチャ定義に関する合意を獲得する。 

3) 組織的なアーキテクチャのガバナンス及びアーキテクチャのマネジメントの作業への支援を提供す

る。 

4) 重要なシステムアーキテクチャの決定及び根拠を記録に残す。 

注記 10 根拠には，主な代替候補及び実現を可能にする支援手段に関する情報を含む。 

5) システムアーキテクチャのトレーサビリティを維持する。 

注記 11 ライフサイクルを通じて，要件（要求事項）［割り当てられた，分解された，及び派生

した要件（要求事項）を含む］，インターフェース定義，分析結果，及び検証の手法又

は技法に対するアーキテクチャ エンティティ（モデル，ビュー，及びビューポイント）

間の双方向のトレーサビリティを維持する。可能であれば，アーキテクチャ エンティテ

ィと利害関係者の関心事との間のトレーサビリティも維持する。 

6) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 

注記 12 コンフィギュレーションマネジメントプロセスは，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。システムアーキテクチャ定義プロセス

は，ベースラインのための候補を識別し，作成物をコンフィギュレーションマネジメン

トへ提供する。 

6.4.5 設計定義プロセス 

6.4.5.1 目的 

設計定義プロセスは，システム要件（要求事項）及びシステムアーキテクチャに従ったソリューション

を実現可能なものにするために，システム及びそのシステム要素に関する十分に詳細なデータ及び情報を

提供することを目的とする。 

このプロセスは，アーキテクチャ及び要件（要求事項）を実現可能なシステムの設計に変換する。この

プロセスで，システム及びそのシステム要素に関する十分に詳細なデータ及び情報を得て，システムアー

キテクチャのモデル及びビューで定義されたアーキテクチャエンティティと整合性のある実装を可能にす

る。それらは，適用するシステム要件（要求事項）に適合し，組織又はプロジェクトが採用する設計指針

及び標準と整合したものにする。 

注記 1 設計定義では，適用可能な技術及びそれら技術によるシステムソリューションへの貢献を考慮

する。設計は，図面及び詳細な設計記述のような，定義の実現方法レベルを提供する。 

注記 2 この設計定義プロセスは，システムを構成するシステム要素へのアーキテクチャ エンティテ

ィの割当て，分割及び相互の整合性を強化又は確認するために，システムアーキテクチャ定義

プロセスにフィードバックを提供する。 

6.4.5.2 成果 

設計定義プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) システム要素の設計選択肢がアセスメントされている。 
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b) システム要件（要求事項）は，システム設計又はシステム設計要素に割り当てられている。 

c) システムを構成するシステム設計要素間のインターフェースが定義又は詳細化されている。 

d) 各システム要素の設計特性が定義されている。 

e) 設計定義の実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又はサービスが利用可能になって

いる。 

f) 設計定義作業に必要な設計実現手段が定義されている。 

g) システム設計が評価されている。 

h) 設計のトレーサビリティが確立されている。 

6.4.5.3 アクティビティ及びタスク 

設計定義プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ及びタ

スクを実施しなければならない。 

a) 設計定義の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 設計定義の戦略を定義する。 

2) システムを構成する各システム要素に要求される技術を決定する。 

3) 設計で表現されるシステム特性の，必要な分類種別を決定する。 

注記 1 システム特性の分類種別は，アーキテクチャ記述の結果であるものが多く，例えば次を

含む。容易な費用での入手利用性（affordability），機敏性（agility），アシュアランス，自

律性，アベイラビリティ，複雑さ，柔軟性，相互運用性，保守性，モジュール性，信頼

性，レジリエンス，セキュリティ，及びユーザビリティ。 

4) 設計の発展についての原則を定義する。 

注記 2 これには次を含む。 

－ システム及びそのアーキテクチャが発展する場合には，設計特性の定期的なアセス

メントを定義すること 

－ システム要素及び技術に起こり得る潜在的な陳腐化を予測すること 

－ システムのライフサイクルにわたる時間の経過に伴う，他のシステム要素及び技術

への置き換えを予測すること 

－ 設計定義の最終的な結果を予測すること 

5) 設計定義を支援するために必要なイネーブリングシステム又はサービスを識別し計画する。 

6) 設計定義作業で利用するイネーブリングシステム又はサービスを，入手する又はそれらへのアクセ

スを取得する。 

注記 3 設計定義の実現を支援するイネーブリングシステムの支援機能が意図されたように利用

できるかを客観的に確認するために，妥当性確認プロセスが用いられる。 

b) システム設計を作成する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) システム要件（要求事項）をシステム要素に割り当てる。 

注記 4 システム要件（要求事項）の幾つかは，アーキテクチャ定義プロセスの中でシステム要

素に既に割り当てられている場合がある。このタスクの目的は，全てのシステム要件（要

求事項）及びアーキテクチャの目標に対処するために，必要な範囲で割当てを完了する

ことである。 

2) アーキテクチャ エンティティ及びそれらの関係を設計要素に変換する。 
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注記 5 このタスクは，各アーキテクチャ エンティティ（例えば，事業又はプロジェクトのゴー

ル，能力及び効果，運用アクティビティ，各資源が果たす機能）及び関係が適切なシス

テム設計要素に対応付けられていることを確実なものにし，全てのアーキテクチャ目標

が設計によって対処されていることを確実なものにするのに役立つ。ISO/IEC/IEEE 
42020 では，アーキテクチャ エンティティの詳細について提供している。 

3) アーキテクチャ特性を設計特性に変換する。 

注記 6 設計特性には，機能性，振る舞い，寸法，形状，材料，決定的に重要な品質特性，デー

タ処理構造などを含む。必要に応じて，用途に適した許容偏差・許容誤差・あそび値を

考慮する。 

4) 必要な設計実現手段を定義する。 

注記 7 設計実現手段には，割り当てられたシステム特性に関連する，製品規格及び仕様，モデ

ル，方程式，アルゴリズム，計算，形式的記述表現及びパラメータ値，パターン，試行

錯誤による発見的な手段などがある。必要な設計実現手段を定義するときに，計画して

いる運用環境の状況下で決定的に重要となる性質を検討する。 

5) 設計の代替案を詳細調査する。 

注記 8 割り当てられたシステム特性の実現可能性をアセスメントし，割り当てられたシステム

特性を容易に実装できない場合，又は克服する必要がある重要な設計若しくは実現のた

めに挑戦する課題がある場合には，アーキテクチャ及び要件（要求事項）の全体にわた

るトレードオフを実施する。 

注記 9 新しい設計の代替案に加えて，通常，NDI（非開発項目，Non-Developmental-Items）の候

補が検討のために識別される。これには，COTS（商用既製品，Commercial-Off-The-Shelf），
以前の設計の再利用，又は取得者が提供する項目が含まれる。設計特性が既存の作成物

では実現できない場合を除き，信頼性，費用，及び相互運用性を考慮すると，NDI の使

用が好ましいことがよくある。 

6) システム要素間のインターフェース，及びシステム要素とシステム外部エンティティとのインター

フェースを詳細化又は定義する。 

注記 10 インターフェースは，システムアーキテクチャ定義プロセスで，アーキテクチャの意図

及び理解に必要なレベル又は度合いまで識別及び定義される。それらは，設計定義プロ

セスで，設計特性，並びにシステム要素と，システムを構成する他のシステム要素，及

びシステム外部エンティティとのインターフェース及び相互作用に基づいて詳細化され

る。システム外部エンティティには SoS の構成システムなどがある。アーキテクチャ定

義プロセスで対処されていない追加のインターフェースを識別及び定義する必要がある

場合がある。 

7) 設計作成物を確立する。 

注記 11 このタスクでは，実装技術に依存した専用の作成物を作ることを通してシステム要素の

設計特性を形式性のある記述にする。そうした作成物の例として，データシート（電子

部品仕様の記述），データベース（ソフトウェアで処理するデータの記述），文書類（運

用操作者の役割の記述），及び外部のデータ形式へ変換可能なデータファイル（機械加

工用データの記述）がある。 

8) 設計を捕捉し記録する。 

注記 12 これには，システムを構成するシステム要素を調達又は実現するために使用できる形式

をもった設計記述を含む。 
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c) システム設計を評価する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 13 この設計評価アクティビティは，検証プロセスに有用な情報を提供することが可能である。 

1) 各システム設計の代替選択肢を、期待される設計の性質及び特性から作成した基準に照らして分析

する。 

2) 各システム設計の代替選択肢を，それが利害関係者要件（要求事項）及びシステム要件（要求事項）

をいかによく満たすかに対してアセスメントする。 

注記 14 アセスメントは，意図する適用に対する適切性に関連するどのようなリスクも含む。 

注記 15 設計の適切性には次の検討事項を含む。インテグレーションの容易性，運用時のユーザ

ビリティ，保守の容易性，及び最終的なシステムの廃棄。 

3) 分析及びアセスメントを総合的な評価に統合し，好ましいシステム設計ソリューションを選択する。 

d) 設計定義の結果をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 設計への合意を獲得する。 

2) 設計特性をシステム要素に至るまで対応付ける。 

注記 16 このタスクでは，詳細設計特性とシステムアーキテクチャのアーキテクチャ エンティテ

ィとの間のトレーサビリティを確立することからなる。 

注記 17 これは，上位レベルの親システムアーキテクチャが利害関係者の関心事を満たすために

期待されるアーキテクチャ特性（例えば，モジュール性，ユーザビリティ，相互運用性，

事故予防用の安全機構）を得るために，可能ならばシステム要素の物理的配置を変更す

るような，アーキテクチャ定義プロセスへのフィードバックをすることを容易にする。 

3) 重要な設計における決定及び根拠を記録に残す。 

注記 18 根拠には，主要な実装の選択肢，及び実現手段に関する情報が含まれる。 

4) システム設計のトレーサビリティを維持する。 

注記 19 ライフサイクルを通じて，設計特性と，アーキテクチャ エンティティ，識別されたイン

ターフェース，分析結果，検証方法又は技法及びシステム要素の要求事項との間で，双

方向のトレーサビリティを維持する。 

5) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 

注記 20 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。設計定義プロセスは，ベースラインの

ための候補を識別し，コンフィギュレーションマネジメントへ作成物を提供する。 

6.4.6 システム分析プロセス 

6.4.6.1 目的 

システム分析プロセスは，ライフサイクル全体にわたる意思決定及び技術面のアセスメントを支援する

ために，技術面の理解のための厳密なデータ及び情報の基盤を提供することを目的とする。 

システム分析は，幅広く異なる分析機能，複雑さのレベル及び厳密さのレベルを包含する。システムレ

ベルの運用概念，要件（要求事項）とする値の決定，要件（要求事項）間の対立した矛盾の解決，代替ア

ーキテクチャ又は代替システム要素のアセスメント，システムの遂行能力・性能・運用時の実績及びリス

ク，並びにエンジニアリング戦略（インテグレーション，検証，妥当性確認及び保守）の評価に関する，

幅広い技術面のアセスメント及び分析ニーズへのインプットを提供するためにシステム分析が使用される。

分析の正式さ及び厳密さの度合いは，分析によって得る必要な情報又は分析によって支援される作成物の
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重大性，利用可能な情報・データの量，プロジェクトの規模，及び結果を得るためのスケジュールに依存

する。 

注記 1 このプロセスは，意思決定マネジメント，プロジェクトアセスメント及び制御，リスクマネジ

メントプロセスとともに用いられることがよくある。 

注記 2 システム分析のアプローチには，数学的分析，モデル化，シミュレーション，実験及びその他

の技法を含む。それらの分析技法は，技術面での遂行能力・性能・運用時の実績，システムの

振る舞い，実現可能性，費用面での可能性，決定的に重要な品質特性，SoS の考慮事項，技術

面のリスク，及びライフサイクルの費用の分析，並びに全てのライフサイクルステージにわた

るパラメータの可能性のある値の範囲についての感度分析の実行のための技法である。 

6.4.6.2 成果 

システム分析プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) システム分析のニーズが識別されている。 

b) システム分析の前提条件及び結果の妥当性が確認されている。 

c) システム分析の結果が意思決定又は技術面のアセスメントのニーズのために提供されている。 

d) システム分析の実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又はサービスが利用可能にな

っている。 

e) システム分析結果のトレーサビリティが確立されている。 

6.4.6.3 アクティビティ及びタスク 

システム分析プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ及

びタスクを実施しなければならない。 

a) システム分析の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) システム分析戦略を定義する。 

2) システム分析が要求される問題又は質問を識別する。 

注記 1 これには，分析の技術面及び機能面の目標，決定的に重要な品質特性，様々な特性，技

術面の成熟度，製造面の成熟度，技術面のリスクなどが含まれる。分析によって回答し

ようとする，問題の記述又は質問は，分析の目標，並びに分析結果の期待及び有用性を

確立するため，欠くことができない。 

3) システム分析の利害関係者を識別する。 

4) システム分析の範囲，目標及び実際を忠実に表現するレベルを定義する。 

注記 2 必要とされる，実際を忠実に表現する度合い（正確性又は精度）のレベルは，厳密さの

適切なレベルを決定する重要な要因である。 

5) システム分析の方法を選択する。 

注記 3 分析方法は，分析に要する時間，費用，分析方法が実際を忠実に表現する度合い，技術

面の駆動要因及び分析の重大さに基づいて選択する。分析方法には，幅広いレベルの厳

密さがあり，専門家の判断，人手による簡易計算，表計算，履歴データ及び傾向分析，

エンジニアリングのモデル，シミュレーション，視覚化並びにプロトタイピングが含ま

れる。費用及びスケジュールの制約によって，組織は通常，決定的に重要な特性に対す

るシステム分析だけを実行することになる。 

6) システム分析を支援するために必要とするイネーブリングシステム又はサービスを識別し計画する。 
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注記 4 これには，イネーブリングシステムの要件（要求事項）及びインターフェースの識別を

含む。システム分析用イネーブリングシステムには，分析を支援するために必要なツー

ル，関連モデル，及び分析に利用できる可能性のあるデータリポジトリなどがある。選

択された方法は，どのツールが分析を支援するのに適しているかを決定する主要な要因

となる。これには，関連するモデル及びデータの利用ができるかを調査決定することも

含まれている。 

7) 利用するイネーブリングシステム又はサービスを，入手する又はそれらへのアクセスを取得する。 

注記 5 システム分析の実現を支援するイネーブリングシステムの支援機能が，意図されたよう

に利用できるかを客観的に確認するために，妥当性確認プロセスが用いられる。 

8) 前提条件を識別し，その妥当性を確認する。 

注記 6 前提条件の妥当性確認は継続的な関心事となる。時間の経過とともに前提条件が変更さ

れるか又は誤っていると判断された場合は，分析を修正する。 

9) 分析のために必要なデータ及びインプットを計画し集める。 

注記 7 データの出所，品質及び妥当性は，分析の策定及び実施にとって重要である。分析に必

要なデータのトラストワージネス（trustworthiness，信用性）の基準を設定する。データ

及びインプットは，品質及び妥当性についてレビューされる（すなわち，トラストワー

ジネスが十分にあるデータ）。信頼できる情報源を使用する。 

注記 7A トラストワージネスは，検証可能な方法で利害関係者の期待を満たす能力である。 

b) システム分析を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 要求されるシステム分析を実行するために，選択された分析方法を適用する。 

2) 品質及び妥当性に対して，分析結果をレビューして吟味する。 

注記 8 結果は，それ以前に完了した関連する分析と合わせて調整される。レビューで結果のト

ラストワージネスを調査決定する。 

3) 結論及び勧告を確定する。 

注記 9 このタスクでは，システム分析で扱う内容に関する適切な専門家及び利害関係者を識別

し，参加を得る。 

4) システム分析の結果を記録する。 

c) システム分析をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) システム分析の結果のトレーサビリティを維持する。 

注記 10 ライフサイクルを通じて，システム分析結果と，分析が決定を支持しているか又は根拠

を提供しているシステム定義項目（例えば，システム要件（要求事項）として求められ

た定量値，アーキテクチャの代替案）との間で，双方向のトレーサビリティが維持され

る。これは，適切なデータリポジトリによって容易になることがよくある。トラストワ

ージネスが十分にあるデータには，分析に用いられたデータのトレーサビリティを維持

する要件（要求事項）を含む。 

2) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 

注記 11 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。システム分析プロセスは，ベースライ

ンのための候補を識別し，コンフィギュレーションマネジメントへ作成物を提供する。

このシステム分析プロセスにおいて，ベースライン化される典型的な作成物は，分析結

果又は報告である。 
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6.4.7 実装プロセス 

6.4.7.1 目的 

実装プロセスは，指定されたシステム要素を実現することを目的とする。 

実装プロセスは，インターフェースを含む要件（要求事項），アーキテクチャ及び設計を，選択された実

装技法の実践方法に従って，適切な技術専門性又は規範を用い，システム要素を作成する作業に変換する。

このプロセスの結果として，規定されたシステム要件（要求事項）［割り当てられた要件（要求事項）及び

導出された要件（要求事項）を含む。］，アーキテクチャ及び設計を満たすシステム要素を生成する。 

製造が必要なシステム要素については，システム要素が構築可能となる程度まで定義を詳細化した後，

システム要素の定義及び所望の製造速度に従って製造のアプローチ又は手順を開発又は採用する。その後，

品質制御及び生産の最適化を伴うように時間をかけてシステム要素の製造を実行する。 

注記 1 大量の品目を製造する場合は，効果的かつ効率的な製造のアプローチが非常に重要となる。そ

の場合には，通常，最初に生産された要素の受入れは，大量生産へ進めてよいかを判断するた

めに受入れが行われるので，その後の大量生産とは区別されて行われる。 

注記 2 実装は，概念ステージ，開発ステージ及び生産ステージにおける要素に適用される。生産には

単一要素の製作製造又は大量生産を含めることが可能である。 

6.4.7.2 成果 

実装プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 要件（要求事項），アーキテクチャ又は設計に影響を及ぼす実装の制約が識別されている。 

b) システム要素が実現されている。 

c) 実装の実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又はサービスが利用可能になっている。 

d) 実装結果及び不具合（anomalies）が識別されている。 

e) トレーサビリティが確立されている。 

6.4.7.3 アクティビティ及びタスク 

実装プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ及びタスク

を実施しなければならない。 

a) 実装の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 実装戦略を定義する。 

注記 1 実装戦略には，新規作成，新規取得又は（変更の有無にかかわらず）既存要素の再利用

を含める。再利用する戦略である場合は，プロジェクトは再利用されるシステム要素の

範囲，供給源及び再利用目的への適合性を決定する。実装戦略には，手順，組立プロセ

ス，ツール及び機器，実装の許容偏差・許容誤差・あそび値，並びに検証の不確実性を

含める。システム要素の実装が繰り返される場合（例えば，大量生産，システム要素の

置き換え）は，一貫性及び再現性のある生産可能性・製造性を達成するために実施する

手順及び組立プロセスを定義する。 

注記 2 実装戦略では，合意プロセスを呼び出して実行するか，又は実装に合わせて特化したラ

イフサイクル開発及び支援環境を含む，イネーブリングシステム及びサービスを要求す

ることがよくある。 
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2) システム要件（要求事項），アーキテクチャ及び設計の特性，又は実装技法に課される制約及び目標

を，実装に関して識別する。 

注記 3 制約には，次に関する現在又は予想される制限が含まれる。 

－ 選択された実装技術，適用するために取得者が供給した資材又はシステム要素 

－ 要求された実装支援用イネーブリングシステムを利用した結果の制限 

3) 実装を支援するために必要とするイネーブリングシステム又はサービスを識別し計画する。 

注記 4 これには，イネーブリングシステムの要件（要求事項）及びインターフェースを含む。 

4) 利用するイネーブリングシステム若しくはサービス，及び資材を，入手する又はそれらへのアクセ

スを取得する。 

注記 5 実装・インテグレーションの実現を支援するイネーブリングシステム（ツールを含む）

の支援機能が，意図されたように利用できるかを客観的に確認するために，妥当性確認

プロセスが用いられる。 

b) 実装を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 6 実装プロセスを通じて，検証プロセスは，要件（要求事項）に対するシステム要素の適合

性及び製品の品質特性を客観的に確認するために用いられる。妥当性確認プロセスは，利

害関係者要件（要求事項）に対応するように，意図された運用環境でシステム要素を使用

することが可能な状態にあることを客観的に確認するために用いられる。 

1) 戦略，制約，及び定義された実装手順に従って，システム要素を実現又は適応させる。 

注記 7 これは，実装支援用イネーブリングシステム及び指定された資源を使用して行われる。

システム要素の実現には，それらの開発又は取得を含めることが可能である。適応は，

再利用又は変更されたシステム要素で構成したコンフィギュレーションとして実装する

ことを含む。実現又は適応は，適用可能な安全性，セキュリティ，プライバシー，品質

及び環境指針又は法令，並びに関連する実装技術の実践方法を統括する標準に沿って行

う。 

注記 8 システム要素は，次を含む場合がある。 

－ ハードウェア ハードウェア要素は，取得されるか又は組立・製造される。ハードウ

ェア要素は，選択された物理的な実装技術及び資材に関連する適用可能な技術を用い

て組立・製造される。製造システムに有用な KPI（主要実績指標，Key Performance 
Indicator）の要件（要求事項）を規定している ISO 22400 (all parts)がある。 

－ ソフトウェア ソフトウェアで実現されるシステム要素は，取得されるか又は開発さ

れる。JIS X 0160 は，ソフトウェアで実現されるシステム要素に適用される。  

－ サービス サービス要素には，提供又は開発される一連のサービスが含まれる。JIS Q 
20000 規格群は，サービスで実現されるシステム要素に適用される。 

－ 利用及び支援の資源 その他のシステム要素には，運用手順，保守手順，作業従事者

及び利用者への教育訓練などの，利用及び支援の資源が含まれる。 

－ プロトタイプ プロトタイプは取得又は製作される。戦略上の問題又は機会，及びソ

リューション空間をよりよく理解するために，初期のステージでこれらのプロトタイ

プを用いることがよくある。 

2) 必要に応じて，システム要素を将来使用できる状態にする。 

注記 9 システム要素がもっている特性の持続を達成するために，システム要素を保つ。運搬及

び保管，並びにそれらの期間は，指定された特性保持の制御に影響を及ぼす。最終的な
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構成であるコンフィギュレーション及び製品情報は，システム要素が保管されるときに，

コンフィギュレーションマネジメント及び情報マネジメントプロセスによって，捕捉さ

れ記録保存される。 

3) システム要素がシステム要件（要求事項）を満たすことを示す，調査確認出力（check-out）からの

客観的証拠を記録する。 

注記 10 証拠は，供給合意，法律及び組織方針に従って提供される。証拠には，処理の変更によ

る要素の変更，又は検証及び妥当性確認プロセスで見つかった不適合のために行われた

要素の変更が含まれる。客観的証拠は，コンフィギュレーションマネジメントプロセス

を通じて確立された，システム要素の，実際に実装されたときの実装コンフィギュレー

ションベースラインの一部となる。客観的証拠には，単体テスト，分析，インスペクシ

ョン，ウォークスルー実施イベント，実演による実証説明，製品レビュー若しくは技術

レビュー，又は他の検証を実行した結果が含まれる。 

c) 実装の結果をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 実装結果及び遭遇した全ての不具合（anomalies）を記録する。 

注記 11 これには，実装戦略，実装支援用イネーブリングシステム，又は誤りのあるシステム定

義を起因とした不具合が含まれる。根本原因を識別し，是正，予防，適応化，追加又は

完全化を行う処置作業を実現可能にし，かつ，学んだ教訓を記録する目的でデータを分

析するために，プロジェクトアセスメント及び制御プロセスが用いられる。 

2) 実装されたシステム要素のトレーサビリティを維持する。 

注記 12 実装されたシステム要素と，システムアーキテクチャ，設計，並びに実装に必要なイン

ターフェース要件（要求事項）及び定義を含むシステム要件（要求事項）との間で，双

方向のトレーサビリティが維持される。 

3) ベースラインのために選定された重要な情報項目を提供する。 

注記 13 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。実装プロセスは，ベースラインのため

の候補を識別し，コンフィギュレーションマネジメントへ作成物を提供する。この実装

プロセスにおいて，ベースライン化される典型的な作成物は，システム要素である。 

6.4.8 インテグレーションプロセス 

6.4.8.1 目的 

インテグレーションプロセスは，システム要件（要求事項）を満たす，実現されたシステムへと，シス

テム要素の集合を統合することを目的とする。 

このプロセスは，システム要素及び作成物の集合を段階的に，より完全な集合体にしていくための計画

策定，準備，及び集約化を含む。インターフェースを識別し，有効化して，システム要素の相互運用，そ

れに続く要件（要求事項）の検証（特性の検証を含む）及び場合によっては妥当性確認までを，意図どお

りできるようにする。また，このプロセスでは，SoI のインターフェースを，SoI と直接に相互作用を行う

イネーブリングシステムに接続して調査確認するチェックも行う。 

注記 インテグレーションプロセスに関する詳細な説明については ISO/IEC/IEEE 24748-6 を参照する

ことが可能である。 

6.4.8.2 成果 
インテグレーションプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 
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a) システム要件（要求事項），アーキテクチャ又は設計に影響を及ぼす，インターフェースを含めたイン

テグレーション制約が識別されている。 

b) 識別されたインターフェース及びシステム機能の，適正な作動を確認するためのアプローチ及びチェ

ックポイントが定義されている。 

c) インテグレーションの実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又はサービスが利用可

能になっている。 

d) 実装されたシステム要素及び作成物から構成されたシステムが統合によってインテグレーションされ

ている。 

e) システムの外部インターフェース（システムと外部環境との間）及びシステムの内部インターフェー

ス（実装されたシステム要素間）のインターフェースがチェックされている。 

f) 統合によるインテグレーション結果及び不具合が識別されている。 

g) 統合によってインテグレーションされたシステム要素のトレーサビリティが確立されている。 

6.4.8.3 アクティビティ及びタスク 

インテグレーションプロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビ

ティ及びタスクを実施しなければならない。 

a) インテグレーションの準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) システム要素が統合されたときの，インターフェース及び選択されたシステム機能の，適正な作動

及びインテグリティのためのチェックポイントを識別し，定義する。 

注記 1 インターフェースの詳細な検証には，検証プロセスが適用される。 

注記 2 アシュアランス，インテグリティ及びセキュリティについての情報は，JIS X 0134 規格

群及び JIS Q 27000 ファミリー規格で提供されている。チェックポイントを識別して定

義するときの典型的な検討事項には，偽造防止，改ざん防止，システム及びソフトウェ

アのアシュアランス並びに要素間の相互運用性がある。 

2) インテグレーション戦略を定義する。 

注記 3 インテグレーションは，あらかじめ定義されたインテグレーション戦略に従って実行さ

れる。インテグレーション戦略は，インテグレーションの時間，費用及びリスクを最小

限に抑えつつ，適切なリスク対応処置を提供しながら，インターフェースに焦点を当て

たシステム要件（要求事項）及びシステムアーキテクチャ定義の優先順位に基づいて，

発展途上にあるシステム要素を集めて統合していく順序を決める。それらのシステム要

素には，実際のシステム，システムの構想概念を示すコンセプト，要件（要求事項），

モデル，モックアップ，プロトタイプ，手順，計画，又はその他の文書類がある。 

注記 4 多くの場合，この戦略は，段階的にシステム要素で構成するコンフィギュレーションを

より完全なものにしていき，各段階のコンフィギュレーションに対して順に検証ができ

るようにする。この戦略はどのシステム要素がコンフィギュレーションに利用可能にな

っているかに依存し，障害部分の切分け及び診断の戦略と整合している。 

3) システム要件（要求事項），アーキテクチャ，又は設計に組み込む，インテグレーションに由来する

システム制約及び目標を識別する。 

注記 5 これは，次に関する要件（要求事項）を含む。インテグレーション実施時のシステム及

びシステム要素へのアクセシビリティ，インテグレーション担当者の安全性，実装され

たシステム要素の集合及びインテグレーション実現手段に要求されるインターフェース，

並びにインターフェースの制約など。 
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4) インテグレーションを支援するために必要とするイネーブリングシステム又はサービスを識別し計

画する。 

注記 6 これは，イネーブリングシステムの要件（要求事項）及びインターフェースの識別を含

む。インテグレーションのためのイネーブリングシステムには，インテグレーション設

備，組立機器，教育訓練システム，不具合報告システム，シミュレータ，計測機器，施

設セキュリティなどがある。 

5) 利用するイネーブリングシステム又はサービス，及び資材を，入手する又はそれらへのアクセスを

取得する。 

注記 7 インテグレーションの実現を支援する，インテグレーション用イネーブリングシステム

（ツールを含む）の支援機能が意図されたように利用できるかを客観的に確認するため

に，妥当性確認プロセスが用いられる。 

b) インテグレーションを実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) インターフェース定義及びインテグレーションのスケジュールに従って，インターフェースが利用

可能であること及びインターフェースの適合性をチェックする。 

注記 8 これらのインターフェースには，SoI 内部のインターフェース（例えば，運用操作者も含

むシステム要素間）及び，SoI と外部のシステム又はエンティティとの間のインターフ

ェース（SoI の利用者に加えて，インターフェーシングシステム，イネーブリングシステ

ム，相互運用システムを含む）が含まれる。 

2) 適合性又はアベイラビリティの課題に対処する処置を実施する。 

3) 実装されたシステム要素又は作成物を計画した順序に従って結合する。 

4) 完全なシステムとして統合されるまで，システム要素で構成するコンフィギュレーションをインテ

グレーションする。 

5) インターフェース，選択された機能及び決定的に重要な品質特性の，期待される結果に対するチェ

ックを実施する。 

注記 9 このチェックは，特定のインターフェースが確立されていることを確認するために，異

なるインテグレーションのレベルで，数回にわたって実施される。 

c) インテグレーション結果をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) インテグレーション結果及び遭遇した全ての不具合を記録する。 

注記 10 これには，インテグレーション戦略，インテグレーション用イネーブリングシステム（ツ

ールを含む），インテグレーションの実行，又はシステム若しくは要素についての誤りの

ある定義に起因する不具合が含まれる。システム，指定された運用環境，及び利用ステ

ージを実現可能にする各システムの間のインターフェースに不整合が存在する場合，そ

の逸脱は是正処置又は要件（要求事項）の変更につながる。根本原因を特定し，是正，

予防，適応化，追加又は完全化を行う処置作業を実現可能にし，かつ，学んだ教訓を記

録する目的でデータを分析するために，プロジェクトアセスメント及び制御プロセスが

用いられる。 

2) 統合によってインテグレーションされたシステム要素のトレーサビリティを維持する。 

注記 11 インテグレーションされたシステム要素と，インテグレーション戦略，インテグレーシ

ョンに必要なインターフェース要件（要求事項）及び定義を含む，利害関係者要件（要

求事項）及びシステム要件（要求事項），システムアーキテクチャ及び設計との間で，双

方向のトレーサビリティを維持する。 
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3) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 

注記 12 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。インテグレーションプロセスは，ベー

スラインのための候補を識別し，コンフィギュレーションマネジメントへ作成物を提供

する。このインテグレーションプロセスにおいて，ベースライン化される典型的な作成

物は，インテグレーション戦略である。 

6.4.9 検証プロセス 

6.4.9.1 目的 

検証プロセスは，システム，システム要素又は作成物がその指定された要件（要求事項）及び特性を満

たしていることの客観的な証拠を提供することを目的とする。 

検証プロセスは，任意の作成物［例えば，システム要件（要求事項），アーキテクチャ記述又は設計記述］，

実装されたシステム要素又はライフサイクルプロセスにおける不具合（エラー，欠陥又は障害）を，適切

な手法，技法，標準又は規則を用いて識別する。このプロセスは，識別された不具合の解決策を究明し決

定するために必要な情報を提供する。 

注記 1 検証プロセスは，ソリューションが正しく構築されたことを判断する。妥当性確認プロセスは，

正しいソリューションが構築されたことを判断する。 

注記 2 アシュアランスケース（5.10 参照）の構築を，検証のアクティビティへの洞察を提供し，検証

結果を提示することに役立てることが可能である。 

6.4.9.2 成果 

検証プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 要件（要求事項），アーキテクチャ，又は設計に影響を及ぼす検証の制約が識別されている。 

b) 検証の実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又はサービスが利用可能になっている。 

c) システム，システム要素又は作成物が検証されている。 

d) 是正処置のための情報を提供するデータが報告されている。 

e) 実現されたシステムが，要件（要求事項），アーキテクチャ及び設計を満たすことを示す，客観的な証

拠が提供されている。 

f) 検証結果及び不具合が識別されている。 

g) 検証されたシステム要素のトレーサビリティが確立されている。 

6.4.9.3 アクティビティ及びタスク 

検証プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ及びタスク

を実施しなければならない。 

a) 検証の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 検証範囲及び範囲に対応する検証作業を識別する。 

注記 1 検証範囲には，システム，システム要素，作成物又は情報項目が含まれ，これらが適用

可能な要件（要求事項），特性又はその他の検証すべき性質に対して検証されることにな

る。各検証作業に対する戦略には，次を記述する。検証対象（実際のシステム，モデル，

モックアップ，プロトタイプ，手順，計画，又は他の文書），検証手法，及び成功基準と
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して定義された期待される結果。 

2) 検証作業の実現可能性を制限する可能性のある制約を識別する。 

注記 2 制約には，技術面の実現可能性，費用，時間，検証の実現手段が利用可能か，又は資格

のある検証要員が作業可能であるか，契約上の制約，及びミッションの重大性のような

特性を含まれる。 

3) 各検証作業に対して，適切な検証手法及び付随する成功基準を選択する。 

注記 3 検証手法には，インスペクション（ピアレビューを含む。），分析（モデリング，シミ

ュレーション，及び相似性・類似性の分析を含む。），具体例の実演による実証，及び

テストを含む。一つ以上の検証手法の選択を，システムの種別，検証対象項目のニーズ，

プロジェクトの目標，及び受容可能なリスクに対応させて決める。検証戦略が受入れ可

能なものになることを確実にするのを助けるため，選択された検証手法及び成功基準は

関係する利害関係者と調整する。 

4) 検証戦略を定義する。 

注記 4 検証戦略の定義は，制約又は制限と，何を検証していくか（検証の範囲）とのトレード

オフ分析を含み，どのような検証作業を利用するかを導出する。実施せずに削除する候

補とした検証作業は，それらを実施しないことが与えるリスクを評価する。優先順位付

けされた検証戦略として次を含める。各検証作業についての最も適切な検証手法，及び

選択された検証手法が必要とする検証用イネーブリングシステム（シミュレータ，テス

ト環境，資格のある検証要員，作業場所，施設・設備など）。規制の適用状況によって

は，戦略の中に全てのシステム要素の検証を含める場合がある。また，戦略は，システ

ムライフサイクルの中で，システムが要件（要求事項）を満たしていることの証拠を要

求する時点を全て識別する。 

注記 5 検証戦略及びスケジュールは，プロジェクトの進捗に応じて更新される。特に，予期し

ないイベント又はシステムの発展が起きたときは，計画されていた検証作業を，再定義

又は再スケジュールされる。 

注記 6 検証戦略は，一般に，費用及びスケジュール，並びにリスクの双方又はいずれかを最小

化することに焦点を当てて，システム又はシステム要素が正しく作られていることを確

認するためのバランスのとれたアプローチを提供する。 

5) システム要件（要求事項），アーキテクチャ及び設計に組み込む，検証戦略に由来するシステム制約

及び目標を識別する。 

注記 7 これは，精確さ・正確さ，不確かさ及び再現性に関する実用上の制限を含む。これらの

制限は，次によって課せられる。検証の実現手段，関連する測定手法，システムインテ

グレーションのレベル，並びに検証実現手段の利用可能性，アクセスのしやすさ及びそ

れとの相互接続性。 

6) 検証を支援するために必要とするイネーブリングシステム又はサービスを識別し計画する。 

注記 8 検証用イネーブリングシステムには，検証用の装置・機器，シミュレータ，テスト自動

化ツール，検証用の施設・設備などがある。 

7) 利用するイネーブリングシステム又はサービスを，入手する又はそれらへのアクセスを取得する。 

注記 9 検証用イネーブリングシステムの取得は，貸借，調達，開発，再利用又は下請負契約の

ような様々な方法を通じて実施可能である。通常，これらの方法を組み合わせて，検証

実現手段を全てそろえた手段一式が取得される。検証の実現を支援する検証用イネーブ

リングシステムの支援機能が，意図したように利用できるかを客観的に確認するために，
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妥当性確認プロセスが用いられる。 

b) 検証を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) それぞれが一つの検証作業，又は一連の複数の検証作業を支援するような，検証手順を定義する。 

注記 10 これらの検証手順は，次を用いて検証の目的を識別する。成功の判断基準（期待される

結果），適用される検証技法，必要なイネーブリングシステム（施設・設備，装置・機

器など），及び各検証手順を実施するための環境条件（資源，資格のある検証要員など）。 

2) 検証手順を実施する。 

注記 11 検証は，検証戦略に従って，スケジュールにおける適切な時期に実施される。検証アク

ティビティは，定義された環境におけるシステムライフサイクルの適切な時点で，定義

されたイネーブリングシステム及び資源を用いて遂行される。検証作業の遂行は，検証

手順の実行結果を把握して記録に残すこと，成功基準として定義された期待される結果

と得られた結果とを比較すること，並びに検証へ提供された要素の誤りのない正しさの

度合い，及び結果の確信に対する度合いを導出することからなる。不具合が解決される

につれて，検証作業の反復の必要性が決定される。 

c) 検証の結果をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 検証結果及び遭遇した全ての不具合を記録する。 

注記 12 これは，検証戦略，検証用イネーブリングシステム，検証作業の実行，又は誤りのある

システム定義が原因となった不具合を含む。根本原因を識別し，是正，予防，適応化，

追加又は完全化を行う処置作業を実現可能にし，かつ学んだ教訓を記録する目的でデー

タを分析するために，プロジェクトアセスメント及び制御プロセスが用いられる。 

注記 13 プロジェクトアセスメント及び制御プロセスでの検証結果の評価，及び検証後に追跡調

査して行う是正処置は，検証の目的に大きく依存し，様々なものになる可能性がある。

システム要素については，システム要素の検証の失敗に対処した後に再検証を行うよう

な単純な問題解決作業となる場合もあれば，又は，重要な節目となるマイルストーンの

達成の失敗（例えば，システムテストの失敗）に基づいて，プロジェクトの重大な方向

転換を設定するような，より重要な作業となる場合もある。 

2) 検証中の運用操作・動作に関するインシデント及び問題を記録し，それらの解決を追跡する。 

注記 14 問題解決の実行は，品質保証プロセス，並びにプロジェクトアセスメント及び制御プロ

セスを通じて取り扱われる。要件（要求事項），アーキテクチャ，設計，又はシステム

要素への実際の変更は，他のテクニカルプロセス内で行われる。 

注記 15 運用操作・動作に関するインシデントは，検証のためにシステムを運用操作し動作させ

たときの環境におけるインシデントである。 

3) システム，システム要素又は作成物が指定された要件（要求事項）を満たしていることについて，

承認権限者から合意を得る。 

4) 検証に関するトレーサビリティを維持する。 

注記 16 検証されたシステム要素と，検証戦略，システムアーキテクチャ，設計及びシステム要

件（要求事項）との間で，双方向のトレーサビリティを維持する。検証されたシステム，

システム要素又は作成物のトレーサビリティは，典型的には，不具合，逸脱・ばらつき，

又は要件（要求事項）を満足したことを示すような，トレース可能な検証の結果又は証

拠を含む。 

5) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 
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注記 17 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。検証プロセスは，ベースラインのため

の候補を識別し，コンフィギュレーションマネジメントへ作成物を提供する。この検証

プロセスにおいて，ベースライン化される典型的な作成物は，検証戦略である。 

6.4.10 移行プロセス 

6.4.10.1 目的 

移行プロセスは，システムが運用環境において，利害関係者要件（要求事項）によって規定されたサー

ビスを供給する能力を確立することを目的とする。 

このプロセスは，システムを順序立てて，計画された方法で移行し，意図した環境でシステムが運用操

作が可能となるようにする。運用又は妥当性確認のためなど，この意図した環境は，新規又は変更された

環境であってよい。移行の結果，システムは機能し，環境内においてイネーブリングシステム，インター

フェーシングシステム及び相互運用システムと互換性をもって稼働するようになる。このプロセスは，合

意によって定めたように，例えば，計画システム，支援システム，運用操作者向け教育訓練システム，利

用者向け教育訓練システムといった関連するイネーブリングシステムとともに，検証済みのシステムを導

入する。この移行プロセスは，システム又はシステム要素がある一つのエンティティ又は環境から別のそ

れらへ移行するときに，いつでも利用可能である。 

注記 システムをアップグレードする場合の典型的なゴールは，進行中の運用の中断を最小限に抑え

るように，移行アクティビティの実施を達成することである。 

6.4.10.2 成果 

移行プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) システム要件（要求事項），アーキテクチャ又は設計に影響を及ぼす移行の制約事項が識別されている。 

b) 移行の実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又はサービスが利用可能になっている。 

c) 移行先の運用サイトが準備されている。 

d) 運用場所に導入されたシステムが規定された機能を提供する能力がある。 

e) システムの利用及び支援に必要な運用操作者，利用者及び他の利害関係者が教育訓練されている。 

f) 移行の結果及び不具合が識別されている。 

g) 導入されたシステムが起動されて運用の準備が整っている。 

h) 移行された要素のトレーサビリティが確立されている。 

6.4.10.3 アクティビティ及びタスク 

移行プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ及びタスク

を実施しなければならない。 

a) 移行の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 移行戦略を定義する。 

注記 1 移行戦略は，システムを運用するサイトでの納入及び導入設置から，システムの展開配

備及び試験的運用を含めた運用開始の権限付与までの，合意に従って行う，全てのアク

ティビティを含む。それは，システムのインテグリティが維持されるように支援する適

切な仕組みを使用して行う。戦略は，運用操作者を含めた全ての利害関係者が関与する。
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戦略は，役割及び責任，施設の考慮事項，受渡し，移行中に問題が発生する有事に緊急

対応して作業を取り消し後退させるための有事の緊急時対応計画，教育訓練，導入受入

れの実演による実証作業，運用準備レビュー，運用開始，移行成功基準，アクセス利用

権限，データ利用権限，並びに他の計画と統合することを含む。システムの試験的運用

は，旧システムが存在する場合には，それを廃止することと併せて考慮される。この場

合，移行プロセス及び廃棄プロセスは並行して用いられる。 

2) 施設又はサイトについて，全ての必要な変更を識別して定義する。 

注記 2 これは，導入又は利用に必要な変更を含む。 

3) システムの利用及び支援に必要な運用操作者，利用者及びその他の利害関係者の教育訓練を識別し

て用意する。 

注記 3 移行されるシステムの利用のために要求される変更を適用することについては，正式又

は非公式な教育訓練に加え，組織的な変更マネジメント活動を役立てることが可能であ

る。 

4) システム要件（要求事項），アーキテクチャ又は設計に組み込む，移行からのシステム制約を識別す

る。 

5) 移行を支援するために必要とするイネーブリングシステム又はサービスを識別し計画する。 

注記 4 これは，イネーブリングシステムの要件（要求事項）及びインターフェースの識別を含

む。 

6) 使用されるイネーブリングシステム又はサービスへのアクセス権を入手又は取得する。 

注記 5 移行の実現を支援する移行用イネーブリングシステムの支援機能が，意図したように利

用できるかを客観的に確認するために，妥当性確認プロセスが用いられる。 

7) システム要素及びイネーブリングシステムの受渡しを識別し準備する。 

b) 移行を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) システムの導入についての要件（要求事項）に従って，運用サイトを準備する。 

注記 6 移行先の運用サイトの準備は，人の健康，安全性，セキュリティ及び環境に関する適用

可能な規則・規制に従って実施することが前提である。 

2) 適正な場所及び時間に導入するように，システムを納入・頒布する。 

注記 7 納入・頒布する前の中間時点の保管についても検討が必要になることがある。 

3) システムを運用環境に導入し，そこでの環境とのインターフェース接続を確立する。 

注記 8 システム導入には，運用環境への変更又は組織のプロセスの変更を考慮して，システム

を要求される運用データとともに構成したコンフィギュレーションとすることを含む。

データ移行の検討が必要となることもある。これには，クラウド上の資源に格納する予

定のデータ又は現在格納しているデータも含む。 

4) システムが適切に導入されたことを実証する。 

注記 9 導入が満足のいくものであったことを実証するための合意事項に，受入れテストを定義

するのが通常である。運用の正確な場所又は環境が利用できない場合には，代表的な例

となる運用場所及び環境を選択する。物理的なインターフェースには特に注意を払う。

そのようなインターフェースには，仮想的な資源（クラウドなど）によって提要される

全ての機能へのインターフェースを含む。 

5) システムの利用及び支援に必要な運用操作者，利用者及びその他の利害関係者の教育訓練を提供す

る。 
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6) システムを起動し動作チェックを実施する。 

注記 10 このタスクでは，規制を考慮した，運用手順及び組織の方針に従って，電源の投入，機

器チェック，環境条件のアセスメント，外部のシステムへの接続についてのアセスメン

ト及びその他の準備状況の評価を含む，システムを運用可能な稼動状態にするために必

要な全ての手順を実行する。このタスクは，妥当性確認プロセスとも相互作用し，シス

テムが運用環境で利害関係者の要件（要求事項）を満たしていることを客観的に確認す

る。 

注記 11 このタスクには，インテグリティのチェック及び技術標準への適合を含む。チェックポ

イントを識別し定義するときは，偽造防止，システム及びソフトウェアのアシュアラン

ス，並びに相互運用性をもった要素を通常は考慮する。 

7) 導入されたシステムがその要求される機能を供給する能力をもつことを実証する。 

注記 12 合意で規定された受入れテストでは，システムが運用環境に導入されて運用操作者が要

員配置されているときに，システム又はシステム要素が，要求される機能及びサービス

を供給する能力をもっていることを，実演によって実証する基準を定義することが可能

となる。ビジネスプロセス及びワークフローの変化に必要十分な対処を行うために，重

要な機能及び論理インターフェースに特に注意が払われる。 

注記 13 これは，運用状態に向けて機能的な能力の準備を詳細調査する運用準備のタスクである。

妥当性確認プロセスは，システムが利害関係者のニーズを満たすかどうかを評価する。 

8) システムによって提供される機能がイネーブリングシステムによって持続可能であることを実証す

る。 

注記 14 これは，運用状態に向けてイネーブリングシステムの準備を詳細調査する運用準備のタ

スクである。 

9) 運用準備に向けてシステムをレビューする。 

注記 15 これには，結果として運用できるようになった機能の実演による実証，妥当性確認アク

ティビティ，及びシステム運用維持の実演による実証が含まれる。 

10) システムに運用の権限を与える。 

注記 16 これは，システムの運用開始（試験的な運用）の期間中に，利用者及び運用操作者への

支援を提供することを含む。 

c) 移行の結果をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 移行の結果及び遭遇した全ての不具合を記録する。 

注記 17 これは，移行戦略，移行用イネーブリングシステム，移行の実行又は誤りのあるシステ

ム定義に起因する不具合を含む。システムと，その指定された運用環境及び利用ステー

ジの実現を可能にする任意のシステムとの間のインターフェースに不整合が存在する場

合，その逸脱は，是正処置又は要件（要求事項）の変更によって解決される。根本原因

を識別し，是正，予防，適応化，追加又は完全化を行う処置作業を実現可能にし，かつ

学んだ教訓を記録する目的でデータを分析するために，プロジェクトアセスメント及び

制御プロセスが用いられる。 

2) 移行中の運用操作・動作に関するインシデント又は問題を記録し，解決を追跡する。 

注記 18 問題解決の実行は，品質保証プロセス，並びにプロジェクトアセスメント及び制御プロ

セスを通じて取り扱われる。要件（要求事項），アーキテクチャ，設計又はシステム要

素への実際の変更は，他のテクニカルプロセス内で行われる。 



103 
X 0170：0000 (ISO/IEC/IEEE 15288：2023) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

3) 移行されるシステム要素のトレーサビリティを維持する。 

注記 19 移行されるシステム要素と，移行戦略，システムアーキテクチャ，設計及びシステム要

件（要求事項）との間で，双方向のトレーサビリティを維持する。システム要素が変更

されたときには，トレーサビリティの記録を更新する。 

4) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 

注記 20 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。移行プロセスは，ベースラインのため

の候補を識別し，コンフィギュレーションマネジメントへ作成物を提供する。この移行

プロセスにおいて，ベースライン化される典型的な作成物は，移行戦略である。 

6.4.11 妥当性確認プロセス 

6.4.11.1 目的 

妥当性確認プロセスは，システムがその利用中に，意図された運用環境で意図された用途を達成し，そ

のビジネス又はミッションの目標，並びに利害関係者ニーズ及び要件（要求事項）を満たすことの客観的

証拠を提供することを目的とする。 

システム，システム要素又は作成物の妥当性を確認することの目標は，それらが，妥当性基準を満たす

能力をもっているという確信を得ることである。妥当性確認は利害関係者によって確認される。このプロ

セスは，識別された不具合を，不具合原因が作り込まれたところに対して，適切なテクニカルプロセスに

よって解決できるようにするために必要な情報を提供する。 

注記 1 妥当性確認プロセスは，正しいソリューションが構築されたことを判断する。検証プロセスは，

ソリューションが正しく構築されたことを判断する。 

注記 2 妥当性確認は，システムの定義及び実現中に作成された，作成物［要件（要求事項），アーキテ

クチャ，設計，設計特性，又はシステム要素など］に対しても適用可能である。 

注記 3 アシュアランスケース（5.10 に記載）の構築を，妥当性確認のアクティビティに対する洞察を

提供し，妥当性確認の結果を提示することに役立てることが可能である。 

6.4.11.2 成果 

妥当性確認プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 妥当性確認基準が定義されている。 

b) 利害関係者が要求するサービスのアベイラビリティが確認されている。 

c) 要件（要求事項），アーキテクチャ又は設計に影響を及ぼす妥当性確認の制約が識別されている。 

d) システム，システム要素又は作成物が妥当性確認されている。 

e) 妥当性確認の実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又はサービスが利用可能になっ

ている。 

f) 妥当性確認結果及び不具合が識別されている。 

g) 妥当性確認に成功したことを示す，客観的な証拠が提供されている。 

h) 妥当性確認されたシステム要素のトレーサビリティが確立されている。 

6.4.11.3 アクティビティ及びタスク 

妥当性確認プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ及び
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タスクを実施しなければならない。 

a) 妥当性確認の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 妥当性確認の範囲及び対応する妥当性確認作業を識別する。 

注記 1 妥当性確認の範囲には，適用可能な妥当性確認基準に照らして妥当性確認されることに

なる，システム，システム要素及び作成物が含まれる。妥当性確認の各作業のための戦

略には，次を記述する。何が妥当性確認されることになるかについて（例えば，実際の

システム，モデル，モックアップ，プロトタイプ，手順，計画，その他の文書），妥当性

確認の手法について，及び成功基準によって定義された期待される結果について記述す

る。範囲は，次を評価することも含む。製品又はサービスが意図された環境下で予測ど

おりの振る舞いをすること，及びシステムの意図された用途に悪影響を及ぼす意図しな

い使用ができないこと。 

注記 2  供給者，取得者又は取得者の代理者は，妥当性確認に参加，又は妥当性確認を実施する。

その責任は一般に，合意によって示される。  

2) 妥当性確認作業の実現可能性を制限する可能性のある制約を識別する。 

注記 3 制約には，技術面の実現可能性，費用，時間，妥当性確認の実現手段が利用可能か，又

は資格のある妥当性確認要員が作業可能であるか，契約上の制約，及びミッションの重

大性のような特性が含まれる。 

3) 各妥当性確認作業に対して，適切な妥当性確認手法及び付随する成功基準を選択する。 

注記 4 妥当性確認の手法には，インスペクション，分析，相似性・類似性，具体例の実演，シ

ミュレーション，ピアレビュー，テスト又は認証などがある。妥当性確認の手法の選択

は，システムの種別及び目的，プロジェクトの目標，規制又は法律面の要件（要求事項），

並びに妥当性確認作業における受容可能なリスクに応じて決定される。 

注記 5 適切な場合には，妥当性確認の実施の段階又は状態が定義される（例えば，組織内での

妥当性確認，現地の運用サイトでの妥当性確認，運用中の妥当性確認）。それは，納入

されたシステム，導入され設置されたシステム，稼働したシステムが順に適合すること

を示して信頼を段階的に構築し，発見し遭遇した全ての不具合の診断を支援する。妥当

性確認の各作業の目的，条件及び成功基準で定義されているように，妥当性確認作業の

実施に必要な，適切な妥当性確認手法が選択される。 

4) 妥当性確認戦略を定義する。 

注記 6 妥当性確認戦略の定義は，制約又は制限と，何を妥当性確認していくか（妥当性確認の

範囲）とのトレードオフ分析を含み，どの妥当性確認作業を維持するかを導出する。実

施せずに削除する候補とした妥当性確認作業については，それらの妥当性確認作業を実

施しないことが与えるリスクについて評価される。優先順位付けされた妥当性確認戦略

は同時並行して次を定義することで策定される。各妥当性確認作業についての最も適切

な妥当性確認技法，及び選択された妥当性確認手法が必要とする妥当性確認の実現手段

（シミュレータ，テストベンチ，資格のある妥当性確認要員，作業場所，施設・設備な

ど）。 

注記 7 妥当性確認戦略及びスケジュールは，プロジェクトの進捗に応じて更新する。特に，予

期しないイベント又はシステムの発展が起きたときは，計画されていた妥当性確認作業

は，再定義又は再スケジュールされる。 

5) 利害関係者らのニーズから変換される，利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）に組み

込む，妥当性確認戦略からのシステム制約を識別する。 
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注記 8 これは，精確さ・正確さ，不確かさ又は再現性に関する実用上の制限を含む。これらの

制限は，次によって課せられる。妥当性確認の実現手段，関連する測定手法，並びに妥

当性確認の実現手段の利用可能性，アクセスのしやすさ及びそれとの相互接続性。 

6) 妥当性確認を支援するために必要とするイネーブリングシステム又はサービスを識別し計画する。 

注記 9 これには，イネーブリングシステムに対する要件（要求事項）及びインターフェースの

識別を含む。妥当性確認用イネーブリングシステムには，妥当性確認用の装置・機器，

シミュレータ，テスト自動化ツール，施設・設備などがある。 

7) 利用するイネーブリングシステム又はサービスを，入手する又はそれらへのアクセスを取得する。 

注記 10 妥当性確認用イネーブリングシステムを入手にするには，貸借，調達，開発，再利用，

下請負契約など，様々な方法がある。通常，これらの方法を組み合わせて，妥当性確認

の実現手段をそろえた完全な集合へアクセスする。妥当性確認の実現を支援する妥当性

確認用イネーブリングシステムの支援機能が，意図したように利用できるかを客観的に

確認するためにも，妥当性確認プロセスが用いられる。 

b) 妥当性確認を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) それぞれが一つの妥当性確認作業，又は一連の複数の妥当性確認作業を支援するような，妥当性確

認手順を定義する。 

注記 11 これには，成功基準（期待される結果），適用される妥当性確認手法，対応する妥当性

確認の実現手段（施設・設備，装置・機器など），及び妥当性確認手順を実施するため

の環境条件（資源，資格のある妥当性確認要員など）の識別を含む。 

2) 妥当性確認手順を実施する。 

注記 12 妥当性確認作業の実施は，妥当性確認手順の実行結果を把握して形のある記録に残すこ

と，得られた結果を，成功基準によって定義された期待する結果と比較すること，結果

の要素の適合の度合いを推測すること，及び不確かさ（確信度の不足）が残っている可

能性がある場合に適合として受容される許容度を決定することからなる。 

注記 13 妥当性確認作業は，システムライフサイクルの適切な時点で，定義した環境（運用環境

又はそれを代表した環境にできるだけ近くなるように定義した環境）で，意図された利

用者又は許容される代行者とともに，定義した実現手段及び資源を使用して実施する。

利害関係者から要求されたシステムのサービスが利用可能であることを確認するため，

妥当性確認結果をレビューする。 

c) 妥当性確認の結果をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 妥当性確認結果及び遭遇した全ての不具合を記録する。 

注記 14 これには，妥当性確認戦略，妥当性確認用イネーブリングシステム，妥当性確認作業の

実行又は誤りのあるシステム定義に起因する不具合を含む。根本原因を識別し，是正，

予防，適応化，追加又は完全化を行う処置作業を実現可能にし，かつ学んだ教訓を記録

する目的でデータを分析するために，プロジェクトアセスメント及び制御プロセスが用

いられる。 

2) 妥当性確認中の運用操作・動作に関するインシデント及び問題を記録し，それらの解決を追跡する。 

注記 15 問題解決の実行は，品質保証プロセス，並びにプロジェクトアセスメント及び制御プロ

セスを通じて取り扱われる。要件（要求事項），アーキテクチャ，設計，又はシステム

要素への実際の変更は，他のテクニカルプロセス内で行われる。 

3) 妥当性確認基準を満たしていることについて合意を獲得する。 
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4) 妥当性確認に関するトレーサビリティを維持する。 

注記 16 妥当性確認されたシステム要素と，妥当性確認戦略，ミッション又はビジネス分析，ラ

イフサイクル概念，利害関係者要件（要求事項），システムアーキテクチャ，設計及び

システム要件（要求事項）との間で，双方向のトレーサビリティを維持する。妥当性確

認されたシステム，システム要素又は作成物のトレーサビリティは，典型的には，シス

テムの意図した利用の達成，又は意図した利用からの逸脱・ばらつきを示すような，ト

レース可能な妥当性確認の結果又は証拠を含む。 

5) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 

注記 17 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。妥当性確認プロセスは，ベースライン

のための候補を識別し，コンフィギュレーションマネジメントへ作成物を提供する。こ

の妥当性確認プロセスにおいて，ベースライン化される典型的な作成物は，妥当性確認

戦略である。 

6.4.12 運用プロセス 

6.4.12.1 目的 

運用プロセスは，システムを利用して，その製品及びサービスを提供することを目的とする。 

このプロセスは，要員がシステムを運用操作するための要件（要求事項）を確立して，要員をシステム

の運用操作を担当するよう割り当て，製品，サービス及び運用操作者によって運用されるシステムの遂行

能力・性能・運用時の実績を監視する。サービスを持続させるために，運用操作上の不具合を，合意，利

害関係者の要件（要求事項），及び組織面の制約に関して識別し分析する。 

注記 JIS Q 20000-1 は，サービスマネジメントシステムの運用について，マネジメントされたサービ

ス運用の運用操作及び改善を含め，詳細化している。 

6.4.12.2 成果 

運用プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) システム要件（要求事項），アーキテクチャ又は設計に影響を与える運用操作の制約が識別されている。 

b) 運用の実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム，サービス及び資材が利用可能になっ

ている。 

c) 教育訓練された，資格のある運用操作者が運用に従事することが可能となっている。 

d) 利害関係者要件（要求事項）を満たすシステム製品又はサービスが提供されている。 

e) 運用中のシステムの遂行能力・性能・運用時の実績が監視されている。 

f) 利害関係者への支援が提供されている。 

6.4.12.3 アクティビティ及びタスク 

運用プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次のアクティビティ及びタスクを実

施を実施しなければならない。 

a) 運用の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 運用戦略を定義する。 

注記 1 この戦略は，システムの運用操作を実行するために要求される，アプローチ，スケジュ
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ール，資源及び特定の考慮事項を定義する。これは通常，早期のライフサイクルステー

ジで策定する。戦略は，次を含むことがよくある。 

－ 製品又はサービスが導入され，日常的に運用され，終了されるときの，キャパシテ

ィ，アベイラビリティ，スケジュールの考慮事項及びセキュリティ 

－ 人的資源の戦略及び適格な能力をもつことを示す資格要件（要求事項） 

－ 既存又は強化された製品又はサービスを維持する修正を可能にするためのシステム

のリリース並びに再受入れの基準及びスケジュール 

－ 正常時の運用及び有事発生に対応する緊急時の運用を含む，システムのシステムレ

ベルの運用概念における運用モードを実施するためのアプローチ。これには次を含

めることが可能である。決定的に重要な運用操作に関する課題に対するアプローチ，

並びにサイバーセキュリティの脅威及び攻撃に直面したときに弾力的な対応ができ

るレジリエンスのためのアプローチ 

－ 運用時のシステムの遂行能力・性能・運用時の実績のレベルを洞察できるような，

運用に対する測定量 

注記 2 組立製造システムに役立つ KPI（主要実績指標）のための要求事項は，ISO 22400 (all parts)
で規定されている。 

－ いかなる安全規定についても責任をもって対応する，運用中のシステムを使用する

か又はシステムとの接点がある運用操作者及び他の人々のための，運用安全及び業

務安全に関する安全戦略 

－ システムを運用するための環境を保護及び持続可能にする戦略 

－ 外部条件の変化（脅威，遂行能力・性能・運用時の実績の改善の必要性など）及び

運用監視活動の結果の監視手順 

2) システム要件（要求事項），アーキテクチャ，又は設計に組み込む，運用操作に由来するシステム制

約及び目標を識別する。 

注記 3 次のことを識別することが一般的には役立つ。運用操作に関係するサイバーセキュリテ

ィの脅威，弾力的な対応ができるレジリエンスについての運用操作から要求される目標，

運用操作のニーズに対処する自動化の優先度が高い領域。 

3) 運用を支援するために必要とするイネーブリングシステム又はサービスを識別し計画する。 

注記 4 これにはイネーブリングシステムの要件（要求事項）及びインターフェースの識別を含

む。 

4) 利用するイネーブリングシステム若しくはサービスを入手する，又はそれらへのアクセスを取得す

る。 

注記 5 運用の実現を支援するイネーブリングシステムの支援機能が，意図したように利用でき

るかを客観的に確認するために，妥当性確認プロセスが用いられる。 

5) システム運用に必要な運用操作に携わる人材の継続維持のために，教育訓練及び資格についての要

件（要求事項）を識別又は定義する。 

6) 教育訓練された，資格のある要員を運用操作者として任命する。 

注記 6 教育訓練及び資格には，運用環境でのシステムの認識，並びに適切な故障の検出及び分

離の指導を伴う定義された習熟プログラムを含む。運用操作者の知識，スキル及び経験

についての要件（要求事項）を用いて要員選定基準を導き出し，関連がある場合は，運

用操作に携わる権限が確認される。資格の範囲は，対象システム及びその環境に依存す
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る。例えば，環境に関する規制の要件（要求事項）に，運用操作者の資格認証が含まれ

る場合があるが，そのような要件（要求事項）がない場合もある。教育訓練モードで運

用されるシステムは，製品又はサービスのアベイラビリティに影響を及ぼすことがある。 

b) 運用を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 意図された運用環境でシステムを利用する。 

注記 7 運用戦略はシステムの利用法を手引きする。合意がある場合，新システムが廃止される

既存のシステムと置き換わるときに，継続したサービスのキャパシティ及び品質を維持

する。 

2) システムを運用し，システム製品及びサービスを維持するため，要求に応じて資材及び他の資源を

提供する。 

注記 8 ハードウェアのためのエネルギー源の供給，ソフトウェアへの接続性及び運用操作者へ

の支給を含む。 

3) システム運用を監視する。 

注記 9 これには次を含めることがよくある。 

－ 運用戦略及び運用操作手順の遵守をマネジメントする。 

－ システムが安全な方法で運用されること，並びに業務安全及び環境保護に関する法

的な指針に適合して運用されることを監視する。 

4) 戦略で定義された測定量を使用して分析し，システムの遂行能力・性能・運用時の実績が受入れ可

能な範囲内であることを確認する。 

注記 10 システムを監視することは，運用時のシステムの遂行能力・性能・運用時の実績が確立

されたしきい（閾）値以内であること，定期的な測定結果の指示値が受入れ可能である

こと，並びにサービス及び応答時間が受入れ可能であることをレビューすることを含む。

運用操作者のフィードバック及び提案は，システムの運用時のシステムの遂行能力・性

能・運用時の実績を向上させるための有用なインプットである。 

注記 11 目標及び制約に照らして運用費用も監視し，潜在的な改善点を識別する。 

5) システム又はサービスの遂行能力・性能・運用時の実績が許容可能な範囲内にない場合，識別して

記録する。 

注記 12 ハードウェア内に実装されているシステム要素がその耐用年数を超過しているとき又は

システムの運用環境が運用要員及び保守要員に影響を与えているとき（要員の配置転換，

運用操作者の過負荷及び疲労を含めて），システムの遂行能力・性能・運用時の実績が

許容可能な範囲内にないことを示しているとされることがある。 

6) 必要に応じて，システムの有事発生に対応する緊急時の運用を実施する。 

注記 13 これには，システムを縮退させた劣化モードによって運用操作すること，運用操作の取

消し及び修復，システムシャットダウンによる運用停止，運用操作を復元するための問

題解決手順を実施すること，又は特殊な条件に対する他の運用操作モードを実行するこ

とを含む。必要があれば，運用操作者は有事発生時の運用操作を開始するために必要と

なる緊急の運用操作手順を実行し，停止させることも含めてシステムの利用可能範囲を

縮小することがある。システムの有事発生時に緊急対応する運用操作は，そのようなシ

ステムの有事発生イベントを想定してあらかじめ事前に確立された手順に従って実行す

る。このようなシステムの有事発生時に緊急対応する運用操作手順は，システム持続計

画とともにあらかじめ計画されることがよくある。 
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c) 運用結果をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 運用の結果及び遭遇した不具合を記録する。 

注記 14 これには，運用戦略，運用支援用イネーブリングシステム，運用の実行，又は誤ったシ

ステム定義に起因する不具合を含む。根本原因を識別し，是正，予防，適応化，追加又

は完全化を行う処置作業を実現可能にし，かつ学んだ教訓を記録する目的でデータを分

析するために，プロジェクトアセスメント及び制御プロセスが用いられる。 

2) 運用操作・動作に関するインシデント及び問題を記録し，それらの解決を追跡する。 

注記 15 問題解決の実行は，品質保証プロセス，並びにプロジェクトアセスメント及び制御プロ

セスを通じて取り扱われる。要件（要求事項），アーキテクチャ，設計，又はシステム

要素への実際の変更は，他のテクニカルプロセス内で行われる。 

注記 16 運用中にインシデントが発生した場合，運用操作者はそのインシデントを記録し，妥当

性が確認されている運用手順にあらかじめ規定された作業を実施して正常な運用へ復元

する。 

3) 運用に関するトレーサビリティを維持する。 

注記 17 運用結果と，作成物，戦略的ニーズ，システムレベルの運用概念，組織レベルの運用概

念，利害関係者要件（要求事項）との間で双方向のトレーサビリティを維持する。運用

の結果及び作成物のトレーサビリティは，典型的には，証拠，インシデント及び問題を

含む。 

4) ベースラインとして選択された重要な作成物を提供する。 

注記 18 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために用いられる。運用プロセスは，ベースラインのため

の候補を識別し，コンフィギュレーションマネジメントへ作成物を提供する。 

d) 利害関係者を支援する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 依頼に応じて利害関係者を支援し相談に応じる。 

注記 19 支援及び相談には，教育訓練，文書化，ぜい弱性解決，サイバーセキュリティ報告，及

び製品又はサービスの効果的な使用を支援するその他の支援サービスの提供又は情報源

の推奨が含まれる。 

2) 支援の依頼及び依頼に応じて支援する活動を記録し監視する。 

3) 提供した製品又はサービスが利害関係者のニーズを満たしている程度を判定する。 

注記 20 結果を分析し，顧客を含む利害関係者の満足を継続して提供するために，システム又は

サービスを修復又は改善するのに要求される活動を識別する。可能な限り，常時そうし

た活動の有益さについて，利害関係者又はそれらの代表者と合意しておく。顧客満足度

データは，品質マネジメントプロセスへのインプットとしても役立つ。 

6.4.13 保守プロセス 

6.4.13.1 目的 

保守プロセスは，製品又はサービスを提供するシステムの能力を維持することを目的とする。 

このプロセスは，サービスを提供するシステムの能力を監視し，分析のためにインシデントを記録し，

是正処置，予防処置，適応処置，追加処置及び完全化処置の作業を実施し，修復された能力を確認する。

このプロセスには，交換が要求されるシステム要素の，パッケージ化，取り扱い，保管及び輸送を含む。
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これは，要求されるシステム及びソフトウェア アシュアランスを含めた，インテグレーションプロセス及

び移行プロセスの目標を支援するために，要求されることがよくある。 

保守ニーズは，故障以外に次のような複数の原因によって発生する場合がある。インターフェーシング

システム又はインフラストラクチャの変更，セキュリティ面での脅威の進行，システムのライフサイクル

中におけるシステム要素及びイネーブリングシステムの技術面での陳腐化。 

注記 ソフトウェア保守の詳細については ISO/IEC/IEEE 14764 を参照することが可能である。 

6.4.13.2 成果 

保守プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) システム要件（要求事項），アーキテクチャ，又は設計に影響を及ぼす保守及びロジスティクス（補給，

logistics）上の制約が識別されている。 

b) 保守及びロジスティクスの実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又はサービスが利

用可能になっている。 

c) 交換，修理又は改訂されたシステム要素が利用可能になっている。 

d) 要求される保守及びロジスティクスに対するニーズが報告されている。 

e) 故障データ及びライフサイクルのデータが，関連する費用を含めて調査決定されている。 

6.4.13.3 アクティビティ及びタスク 

保守プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ及びタスク

を実施しなければならない。 

a) 保守及びロジスティクスの準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 保守戦略を定義する。 

注記 1 保守概念としても知られている保守戦略は，運用操作のアベイラビリティに対する要件

（要求事項）に合致させるよう，保守を実施するために要求されるアプローチ，優先順

位，スケジュール，資源及び特定の考慮事項を定義する。一般的には次を含む。 

－ 顧客の満足の達成を目的として，運用環境における製品又はサービスを維持するた

めの是正保守，予防保守，適応保守，追加保守及び完全化保守の戦略 

－ サービスの過度の損失，又は通常運用への影響（例えば，製品又はサービスの中断

又は制限）を及ぼさずに，システム故障の発生確率を減少させるための，スケジュ

ール化された予防保守作業 

－ 供給される資材及びシステム要素で，指定された品質，起源・生産地及び機能性を

満たさないもの（偽造品など）が，システムに導入されないことを確実にするのに

役立つアプローチ 

－ 保守要員に対する要件（要求事項）を満たすための，修理，交換及び復元を完遂し

て有効なものとするために要求される，スキル及び要員のレベル，並びに人の健康，

安全性，セキュリティ及び環境に関する全ての法令 

－ システムの遂行能力・性能・運用時の実績レベル，有効性，及び効率性を洞察する

ための保守作業の測定量 

注記 2 ほとんどの場合，能力の拡張，耐用寿命期間の途中でのアップグレード，又は旧来のシ

ステムの発展が，該当する適切なライフサイクルの中で一連のプロセスの集合を適用す

る，新しいシステム開発プロジェクトとなる。 
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注記 3 RCM（信頼性中心保全，Reliability-Centered Maintenance）は，機器の故障の主原因に取り

組むための費用対効果の高い保守戦略である［FMECA（故障モード影響及び致命度解析，

Failure Modes Effects and Criticality Analysis）及び FTA（故障木解析，Fault Tree Analysis）
によって支援される。］。それは，重要な機能を保持するための，費用対効果の高い，一

連の決められた保守プログラムを定義する体系的なアプローチを提供する。SAE JA1011
は，詳細な情報を提供する。CBM（状態基準保全，Condition-Based Maintenance）は，シ

ステムが定常的な保守又は是正保守を実行している期間中の利用不可能になる時間を減

らすことによって，システムの信頼性を改善する戦略である。 

注記 4 ISO 18435（all parts）は，生産，制御，及び他の製作・製造を運用する中で，診断，能力

アセスメント及び保守の適用を，それら以外の適用と統合するときに用いる一連の手法

を規定している。 

2) ロジスティクス戦略を定義する。 

注記 5 ロジスティクス戦略は，ライフサイクル全体を通してロジスティクスを実施するために

要求される，アプローチ，スケジュール，資源及び特定の検討事項を定義する。これに

は一般的に次を含む。 

－ 取得ロジスティクス。これは，支援性（supportability）に含意されている，システム

運用の支援をどの程度まで行うかについて，開発ステージの早期に検討することを

確実にするのに役立てるためである。 

－ 運用ロジスティクス。これは適正な量及び質の，必要な資材及び資源が，システム

の利用ステージ及び支援ステージの全体を通して，適切な場所及び時点に利用可能

であることを確実にすることに役立てるためである。 

－ 保管される交換用のシステム要素の数量及び型式，それらの保管の場所及び条件，

予想される交換の割合，並びに保管可能期間及び更新頻度 

3) システム要件（要求事項），アーキテクチャ，又は設計に組み込む，保守又はロジスティクスに由来

するシステム制約及び目標を識別する。 

注記 6 これらは，次のことを必要とした結果であることがよくある。 

－ 既存の保守用イネーブリングシステムの再利用 

－ 既存の交換可能なシステム要素の再利用，及び再供給についての制約への適応 

－ 特定の場所・所在地又は環境での保守の実行 

－ 既存の保守アクティビティの強化又は簡素化 

4) システム，並びに関連する保守及びロジスティクスの作業が，適用可能，運用可能，支援可能及び

持続可能な解決をもたらすようなトレードオフ関係を識別する。 

注記 7 システム分析及び意思決定マネジメントプロセスが，アセスメント及びトレードオフの

意思決定を行うために用いられる。 

5) 保守を支援するために必要とするイネーブリングシステム又はサービスを識別し計画する。 

注記 8 これはイネーブリングシステムに対する，要件（要求事項）及びインターフェースの識

別を含む。 

6) 利用するイネーブリングシステム若しくはサービスを，入手する又はそれらへのアクセスを取得す

る。 

注記 9 保守の実現を支援する保守支援用イネーブリングシステムの支援機能が，意図したよう

に利用できるかを客観的に確認するために，妥当性確認プロセスが用いられる。 
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b) 保守を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 将来の是正保守，予防保守，適応保守，追加保守，又は完全化保守のニーズを識別するため，イン

シデント及び問題報告，並びに利害関係者要件（要求事項）についても監視及びレビューする。 

注記 10 運用プロセス内でのシステム監視の結果として検知される不具合，インシデント及び問

題が，保守の処置作業を開始する主要なきっかけとなる。 

2) 保守のインシデント及び問題を記録し，それらの解決を追跡する。 

注記 11 保守の間にインシデントを経験した場合は，保守要員は，そのインシデントを記録し，

妥当性が確認されている手順の中であらかじめ規定された処置作業を実施する。 

注記 12 保守上の問題の識別及び解決の実施は，品質保証，並びにプロジェクトアセスメント及

び制御プロセスを通じて取り扱われる。 

3) システム又はシステム要素における，保守処置作業による変更の影響を分析する。 

注記 13 システム又はシステム要素における変更には，次を含めることが可能である。データ構

造，データ，関連する機能，文書類及びインターフェース。 

注記 14 レビュー及び分析には，次を含めることがよくある。保守の処置作業の分類，改変の規

模，関係する費用，改変に要する時間，システムの遂行能力・性能・運用時の実績，安

全性又はセキュリティへの影響など。 

4) システムの故障を引き起こす障害を検出した場合は，システムを運用状態に復元する。 

注記 15 完全な運用状態への復元が，障害の原因が修正されるまでは不可能な場合が，ときには

ある。そのような場合，問題が顕在化したときの対応策である，有事の緊急時対応計画

との一貫性をもたせ，システムを縮退させて運用する劣化モードへ復元する。 

注記 16 典型的には，システムを復元するときに，悪意のある意図的な脅威（malicious threats）を

受容可能なレベルまで低減するために，サイバーセキュリティを考慮する。 

5) 不具合（欠陥，エラー又は障害）を修正し，システム要素を交換しアップグレードする。 

注記 17 システムのランダム故障に対し，システム要素の交換，修理，改訂又は再度コンフィギ

ュレーションが計画されるレベルまで故障を分離する。さらに，システム要素に対する

是正処置を実行し，是正されたシステムの遂行能力・性能・運用時の実績を検証する。

劣化の可能性があるシステム要素の有効耐用寿命を見積もるために，処置作業を記録す

る。 

6) 故障が発生する前にあらかじめシステム要素の交換，アップグレード又は提供を行うことによって

予防保守を実施する。 

7) 適応保守，追加保守又は完全化保守を，要求に基づいて実施する。 

注記 18 適応保守，追加保守及び完全化保守の作業は，通常，システム要件（要求事項），アーキ

テクチャ又は設計への変更をもたらす。それは，既存のシステムを修正するための新し

いプロジェクトを確立する必要がある場合がある。その場合は，ポートフォリオマネジ

メントプロセスが，開発ステージでの作業を始動するための起点となることがある。 

c) ロジスティクス支援を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

注記 19 ロジスティクス作業は，運用準備が整った状態をシステムが継続的に維持することを実現

できるようにする。このロジスティクス作業には，次の提供を含む。要員，供給の支援，

支援機器，必要とされる技術的なデータ（利用者用文書類）及び合意されたデータ参照利

用権利，教育訓練の支援，通信，機器又は計算処理コンピュータ資源の支援，及び施設・

設備。 
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1) 取得ロジスティクスを実施する。 

注記 20 取得ロジスティクスでは，システム運用の支援性へのニーズをシステム要件（要求事項）

の定義と同時並行して検討する。これは，システムの初期設計に反映させておくか，又

は運用支援のために補充及び修理の計画をするか，そのいずれの方が，費用対効果をよ

り大きくできるかを決定するための分析の実施を含む。これには，選択したハードウェ

ア及びソフトウェアに対して，システムの意図した寿命期間に渡っての支援及び技術の

更新のための，供給者の供給継続可能性を妥当性確認することも含む。これらの意思決

定は，供給継続可能性についての要件（要求事項）によって制約を受け，サプライチェ

ーンマネジメント及び参画に影響を与えることがよくある。取得ロジスティクスへの配

慮を，合意プロセスの結果である合意事項に含める。支援性に含意されている，システ

ム運用の支援をどの程度まで行うかについても，開発ステージで考慮する。 

2) 運用ロジスティクスを実施する。 

注記 21 運用ロジスティクスは，システム機能の効果的及び効率的な提供を確実にすることに役

立てるための，運用寿命期間の全体を通した対象システム（SoI）及びイネーブリングシ

ステムの両者を同時並行して運用できるように同調させる調整である。適正な量及び質

の必要な資材及び資源が，適時に適材適所で利用可能になることを確実にすることに役

立てるため，必要な段階的手順を用いることも含む。 

3) ライフサイクルの中で必要となる，ロジスティクス作業を実施する。 

注記 22 これは，典型的には，パッケージ化，取扱い，保管，輸送，導入設置，監視，通信を含

む。 

4) ロジスティクス作業が実施されていることを確認する。 

注記 23 ロジスティクス作業には，保管されたシステム要素が，修理率及び計画された修理交換

スケジュールに合うような，要求される交換補充レベルをロジスティクス作業が満たす

ことを含めることが可能である。これは，保管期間中の，交換用の予備品の品質及びア

ベイラビリティ，それらの輸送，並びにそれらの継続的なインテグリティを監視するこ

とを含む場合がある。また，ロジスティクス作業は，運用準備完了に到達するために，

システム運用の支援性の要件（要求事項）を満たすことを含めることも可能である。こ

の作業は，要員計画，供給支援，支援設備，技術的データへのニーズ（運用操作の手順

説明書，取扱説明書，一覧表など），教育訓練支援，設備・コンピュータ機器資源支援及

び施設を含む場合がある。 

d) 保守及びロジスティクスの結果をマネジメントする。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 保守及びロジスティクスの結果，並びに遭遇した全ての不具合を記録する。 

注記 24 これは，保守戦略，保守イネーブリングシステム，保守及びロジスティクスの実行，又

は誤ったシステム定義に起因する不具合を含む。根本原因を識別し，是正，予防，適応

化，追加又は完全化を行う処置作業を実現可能にし，かつ学んだ教訓を記録する目的で

データを分析するために，プロジェクトアセスメント及び制御プロセスが用いられる。 

2) 保守及びロジスティクスのインシデント及び問題を記録し，それらの解決を追跡する。 

注記 25 問題解決の実行は，品質保証，並びにプロジェクトアセスメント及び制御プロセスを通

じて取り扱われる。要件（要求事項），アーキテクチャ，設計又はシステム要素に対する

全ての実際の変更は，他のテクニカルプロセス内で行われる。 

3) インシデント，問題，並びに保守及びロジスティクス作業の傾向を識別し，記録する。 

注記 26 これは，運用及び保守の要員，並びに類似のシステムエンティティを開発又は利用して
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いる他のプロジェクトに知らせるために使用される。 

注記 27 インシデント及び問題報告が，結果として実行された対処作業も含めて，品質保証プロ

セス（6.3.8.3）のインシデント及びプロセスのマネジメントに関するアクティビティを

通して追跡される。 

4) 保守及びロジスティクスに関するトレーサビリティを維持する。 

注記 28 保守．ロジスティクス，システム要素及びライフサイクルにおける作成物との間で，双

方向のトレーサビリティを維持する。 

5) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 

注記 29 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために利用される。保守プロセスは，ベースラインのため

の候補を識別し，さらに，コンフィギュレーションマネジメントへ作成物を提供する。

例えば，保守計画及びライフサイクル支援計画である。 

6) システム，保守及びロジスティクスに対する顧客満足度を監視する。 

注記 30 顧客満足度データは，品質マネジメントプロセスの中で使用される。ISO 10004 は，顧客

満足度の監視及び測定に関する指針を含んでいる。 

6.4.14 廃棄プロセス 

6.4.14.1 目的 

廃棄プロセスは，指定された利用目的のためのシステム要素又はシステムの存在を終了させ，置換又は

廃棄される要素を適切に処理し，全ての廃棄物を適切に処理し，識別された決定的に重要な廃棄ニーズ（例

えば，合意，組織方針，環境，法律，安全性，セキュリティの観点から）に，適切に対処することを目的

とする。 

このプロセスは，特定の用途からシステムそのもの又はシステムの全てのシステム要素を不活性化し，

分解及び除去する。全ての廃棄物を取り扱い，廃棄物を最終的な状態にして，環境を元の状態又は許容可

能な状態にまで戻す。例えば，製造中の廃棄資材のように，廃棄物はどのライフサイクルステージの期間

中にも発生する可能性がある。このプロセスは，法令，合意，組織上の制約，及び利害関係者要件（要求

事項）に従って，システム要素及び廃棄物を環境に配慮した方法で破壊，保管又は再利用する。廃棄は，

有効期限切れの要素，再使用不可能な要素，又は使用には不十分な要素がサプライチェーンに戻らないよ

うにすることを含む。要求に応じて，運用操作者及び利用者の健康状態，並びに環境の安全性を監視でき

るように記録を保持する。システムの一部が形を変えて利用され続けることになる場合には，廃棄プロセ

スは，廃棄される部分の適切な取り扱いを確実なものにすることを助ける。 

注記 1 廃棄プロセスは，次を含めて，システムのライフサイクル全体に適用されることを意図する。 

－ 概念及び開発ステージでのプロトタイプの廃棄 

－ 生産・製作・製造ステージでの廃棄物の処理 

－ 利用ステージ及び支援ステージでの修正変更による要素の廃止 

－ 廃棄ステージでのサービスからのシステムの完全な削除 

注記 2 廃棄ステージでは，廃棄プロセスは次のために使用することが可能である。 

－ 耐用寿命の終了時にシステムを廃棄する。 

－ システムがまだ使用可能な場合には，現在のライフサイクルから新しいライフサイクルへ

移行する，又は組織の別の部署，若しくは別の組織への移行をマネジメントする。 
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6.4.14.2 成果 

廃棄プロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) 廃棄に関する制約が，要件（要求事項），アーキテクチャ，設計及び実装へのインプットとして提供さ

れている。 

b) 廃棄の実施を可能にするために必要なイネーブリングシステム又はサービスが利用可能になっている。 

c) システム要素又は廃棄物は，安全性要件（要求事項）及びセキュリティ要件（要求事項）に従って破

壊，保管，再利用又は再生利用されている。 

d) 環境は元の状態又は合意された状態に戻されている。 

e) 廃棄処置作業及び分析の記録が利用可能になっている。 

6.4.14.3 アクティビティ及びタスク 

廃棄プロセスに関する，適用可能な組織の方針及び手順に従って，次に示すアクティビティ及びタスク

を実施しなければならない。 

a) 廃棄の準備を行う。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 各システム要素及び結果として生じる廃棄物を含めた，システムの廃棄戦略を定義する。 

注記 1 廃棄戦略では，次についてのスケジュール，処置作業及び資源を定義している。 

－ システムの機能及びサービスの提供を恒久的に終了する。 

－ システムを社会的及び物理的に受容可能な状態に変え，それを保持し，その後の結

果が利害関係者，社会及び環境へ悪影響を及ぼすことを回避する。 

－ 廃棄作業，及び廃棄の結果として生じる，物理的な資材及び情報の長期的な状態に

おいても適用可能な，人の健康，安全性，セキュリティ及びプライバシーを考慮す

る。 

－ その時点までの資産を移行することを含め，修正された形態又は適応させるように

変更された形態で，将来に利用するためのシステム移行を考慮する。 

2) システム要件（要求事項），アーキテクチャ及び設計特性，又は実装技術における，廃棄に由来する

システム制約及び目標を識別する。 

注記 2 これは，分解の問題点を含む。分解の問題点それには，分解に関連付けられているイネ

ーブリングシステム，保管場所へのアクセス及び保管場所の利用可能性アベイラビリテ

ィ，並びに利用可能なスキルレベルを含む。 

3) 廃棄を支援するために必要なイネーブリングシステム又はサービスを識別し計画する。 

注記 3 これには，イネーブリングシステムの要件（要求事項）及びインターフェースの識別を

含む。 

4) 利用するイネーブリングシステム又はサービスを，入手する又はそれらへのアクセスを取得する。 

注記 4 廃棄の実現を支援する廃棄用イネーブリングシステムの支援機能が，意図されたように

利用できるかを客観的に確認するために，妥当性確認プロセスが用いられる。 

5) システムを保管する場合は，格納施設，保管場所，インスペクションによる検査点検基準及び保管

期間を規定する。 

6) 転用，再生又は再利用しないことが望ましい，廃棄された要素又は資材を，サプライチェーンに再

投入することを未然に防止するための予防方法を定義する。 

b) 廃棄を実施する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 
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1) システム又はシステム要素を不活性化して取り除くための準備をする。 

注記 5 他のシステムとのインターフェースを検討する。例えば，関連する人の健康，安全性，

セキュリティ及びプライバシーの法律を考慮して，分解指示に従った電力又は燃料の供

給を遮断するなどである。 技術又は能力のアップグレードのために対象システムが

修正されるとき，影響を受けるシステム要素だけが無効化され，取り除かれる。これは，

概念ステージ又は開発ステージでの対象システムのプロトタイプにも適用できる。 

2) 適切な廃棄処分及び廃棄処置作業のために，システム，システム要素又は廃棄物を利用又は生産・

製作・製造から取り除く。 

注記 6 廃棄処分には，再利用，再生利用，再調整，分解修理，破壊，又は他のライフサイクル

への移行が含まれる。廃棄処置作業及び廃棄処理後の処置作業は，関連する安全性，セ

キュリティ，プライバシー及び環境の基準，業務指針，並びに法律に従って行うことが

前提となる。有効な寿命がまだ残っているシステムの要素は，現在の状態で，又は分解

修理若しくは変更後に，他の対象システム又は他の組織のライフサイクルに移行される。

必要に応じて，システムの有効期間を延長するためにシステム要素を再調整する。クラ

ウドベースの資産を含むサービス及び定期購入制度であるサブスクリプションは，解除

又は停止される。運用操作者は，業務の再割り当て，再配置がされるか，又は引き上げ

られる。このタスクには，生産・製作・製造ステージ又は他のステージからの廃棄物の

除去が含まれる。 

3) システム又はシステム要素から影響を受けた運用要員を撤退させ，関連する操作知識を記録する。 

注記 7 これは，関連する安全性，セキュリティ，プライバシー，環境基準，業務指針及び法律

に従って実施する。運用操作者が保有する知識及びスキルを保護し，確保する行動を実

施する。ナレッジマネジメントプロセスに関係させて行うことが可能である。 

4) 再利用，再生利用，再調整，分解修理，保管又は破壊のために要素を取り外しやすくするよう，シ

ステム又はシステム要素をマネジメント可能な要素に分解する。 

5) サプライチェーンに戻らないことを確実にするのに役立つ方法で，再使用を意図していないシステ

ム要素及びその部品を取り扱う。 

6) 廃棄物処理の量を減らすため，又は廃棄物を取り扱いやすくするために，必要に応じて，システム

要素の破壊を実施する。 

注記 8 このアクティビティは，必要に応じてシステム又はそのシステム要素を，溶解する，粉

砕する，焼却する，破壊する又は根絶するために要求される破壊処理サービスを取得す

ることを含む。 

c) 廃棄を確実化する。このアクティビティは，次のタスクからなる。 

1) 廃棄後に人の健康，安全性，セキュリティ及び環境に有害な要因が存在しないことを確認する。 

2) 環境を元の状態又は合意によって指定された状態に戻す。 

3) 廃棄されたシステム又はシステム要素に関する情報を識別し，記録する。 

注記 9 情報には次のために，システムの存続期間を通じて収集された廃棄記録を含む。この情

報が，廃棄のトレーサビリティを提供する。 

－ 人の健康，安全性，セキュリティ及び環境に長期間のハザードの発生について，監

査及びレビューを可能にする。 

－ 廃棄のロジスティクス（手法及び場所）についての知識を維持する。 

－ 将来のシステム作成者及び利用者が経験から知識ベースを構築できるようにする。 
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4) ベースラインのために選定された重要な作成物を提供する。 

注記 10 コンフィギュレーションマネジメントプロセスが，コンフィギュレーション品目及びベ

ースラインを確立し維持するために利用される。廃棄プロセスは，ベースラインのため

の候補を識別し，さらに，コンフィギュレーションマネジメントへ作成物を提供する。

例えば，廃棄計画及び廃棄記録である。 
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附属書 A 
（規定） 

テーラリング［修整，（tailoring）］プロセス 

A.1 一般 

この附属書 A では，この規格にあるプロセスをテーラリング［修整，（tailoring）］する場合の要求事項を

提供する。 

注記 1 テーラリングは，この規格に適合させるための要求事項ではない。事実上，“完全適合”を主張

する場合は，テーラリングは許されない。“修整適合”を主張する場合に，このプロセスが，テ

ーラリングを実施するために適用される。 

注記 2 テーラリングについての追加の手引は，ライフサイクルの適用についての指針を提供する

ISO/IEC/IEEE 24748-1 及び ISO/IEC/IEEE 24748-2 に記載している。 

A.2 テーラリング（修整）プロセス（Tailoring process） 

A.2.1 目的 

テーラリングプロセスは，この規格にあるライフサイクルプロセスを，次のような特定の状況又は要因

を満たすように適応させることを目的とする。 

a) 合意において，この規格を用いる組織を取り巻く状況又は要因 

b) この規格が参照されている合意を満たすことを要求される，プロジェクトに影響する状況又は要因 

c) 製品又はサービスを供給するために組織のニーズを反映する状況又は要因 

A.2.2 成果 

テーラリングプロセスの実施に成功すると次の状態になる。 

a) ライフサイクルモデルの目的及び成果を達成するために，修正（modify）されたライフサイクルプロ

セス又は新しいライフサイクルプロセスが定義されている。 

A.2.3 アクティビティ及びタスク 

この規格にあるライフサイクルプロセスをテーラリングする場合，組織又はプロジェクトは，要求に応

じて，テーラリングプロセスに関する適用可能な方針及び手順に従って，次のタスクを実装しなければな

らない。 

a) テーラリングに影響を与える状況を識別し記録する。これらの影響は，次を含むが，それらに限定す

るものではない。 

1) 運用環境の安定性及び多様性 

2) 利害関係者の懸念する関心事である商業リスク又は業績リスク 

3) 新規性，規模及び複雑さ; 

4) 利用開始日及び利用期間 

5) 安全性，セキュリティ，プライバシー，ユーザビリティ，アベイラビリティのようなインテグリテ

ィに関する課題 

6) 新たな技術の利用機会 
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7) 利用可能な予算及び組織の資源のプロファイル(概要) 

8) イネーブリングシステムのサービスのアベイラビリティ 

9) システムのライフサイクル全体における役割，責務，説明責任及び権限; 

10) 他の規格に従う必要性 

b) 特性がシステムに対して重大な場合，重大性の側面に関連する標準が推奨又は要求する，ライフサイ

クルの構造を十分に考慮する。 

c) テーラリングの決定によって影響を受ける当事者から意見を聞いてインプットを得る。当事者には，

次のものを含むが，それらに限定しなくてもよい。 

1) システムの利害関係者 

2) その組織による合意の関係者である当事者 

3) 寄与する組織の部門 

d) 選択されたライフサイクルモデルの目的及び成果を達成するため，意思決定マネジメントプロセスに

従ってテーラリングの決定を下す。 

注記 1 組織は，ライフサイクルモデルマネジメントプロセスの一部として標準のライフサイクル

モデルを確立する。確立するライフサイクルモデルのステージの目的及び成果を達成する

ために，組織がこの規格のプロセスをテーラリングすることが適切な場合がある。 

注記 2 プロジェクトは，組織で確立したライフサイクルモデルを，プロジェクト計画プロセスの

一部として，そのプロジェクトのために選択する。選択したライフサイクルモデルのステ

ージの目的及び成果を達成するために，組織が採用したプロセスをテーラリングすること

がある。 

注記 3 プロジェクトがこの規格を直接的に適用する場合，適切なライフサイクルモデルのステー

ジの目的及び成果を達成するために，この規格のプロセスをテーラリングすることがある。 

e) テーラリングを必要とするライフサイクルプロセスを選択し，かつ，選択された成果，アクティビテ

ィ又はタスクを削除する。 

注記 4 テーラリングにかかわりなく，組織及びプロジェクトは，この規格に適合するために要求

される成果，又はアクティビティ及びタスクのほかに，追加の成果を達成するか又は追加

のアクティビティ及びタスクを実施するプロセスを実施することは常に許される。 

注記 5 組織又はプロジェクトは，この規格の規定を修正（modify）したい状況に遭遇することが

ある。他のプロセス，成果，アクティビティ又はタスクには予測できない結果に至る可能

性があるので，一般的にはそのような変更は一般的に回避される。必要な場合は，［修整適

合（tailored conformance）を適切に主張して］規定を削除することによって修正（modification）
を実行し，かつ，結果に注意深く配慮して，テーラリング（tailor）した規格の成果又はア

クティビティ及びタスクのほかに，追加の成果を達成するか又は追加のアクティビティ及

びタスクを実行するプロセスを実施することによって修正（modification）したプロセスを

実行する。 
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附属書 B 

（参考） 

プロセスの作成物及び情報項目の例 

表 B.1 は，それぞれのプロセスに関連し得る，作成物及び情報項目を含む一連の作業成果物を提供する。

この一覧は，全てを網羅しているわけではない。それぞれのプロセスについて，組織は，成果を実証する

ために，又はアクティビティ及びタスクを実行するために，方針，計画，手順，報告書，及び記録を策定

することを決定してよい。特定の内容を特集した文書がなくても十分と考えられる場合は，複数の情報項

目を組み合わせた文書にしておくだけにすることも可能である。また，組織の方針及び手順は，各プロセ

ス及び各プロジェクトで適用したりテーラリングしたりすることが可能である。一覧では典型的な作業成

果物の名称を示している。これには括弧内に別称の一般的な例及び詳細を含めている。作成物は，あらゆ

る種類の作業成果物であり，情報項目を含む。情報項目は，人が，利害関係者との間で情報伝達するため

に用いる識別可能な情報を表す。 

注記 1 ISO/IEC/IEEE 15289 では，情報項目のコンテンツ及びマネジメントについて情報を与えてい

る。 

注記 2 各プロセスには，文書化されているかどうかにかかわらず，戦略がある。これは文書化される

と，作成物になる。 

表 B.1－プロセスによる作成物及び情報項目の例 

プロセス群 プロセス 一般的な名称 種別 

合意プロセス   

  取得プロセス   

    供給依頼（入札依頼，入札要請） 
［Request for supply (request for proposal, request for tender)］ 

情報項目 

    合意（契約）［Agreement (contract)］ 情報項目 

    取得記録及び報告（取得アプローチ，合意変更，供給者選定報告，

供給受入，納入受入） 
情報項目 

  供給プロセス   

    供給対応回答（提案，入札）［Supply response (proposal, tender)］ 情報項目 

    合意（契約） 情報項目 

    供給記録及び報告（供給アプローチ，システム及び要素の納入・頒

布記録，変更依頼） 
情報項目 

組織のプロジェクトイネーブリングプロセス 

  ライフサイクルモデルマネジメントプロセス 

    ライフサイクルマネジメントの方針及び手順 情報項目 

    認可されたライフサイクルモデル及びプロセス 作成物 

    ライフサイクルモデルマネジメント記録及び報告（モデル及びプロ

セスアセスメント，改善） 

情報項目 

  インフラストラクチャマネジメントプロセス   

    インフラストラクチャ要素 作成物 
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  インフラストラクチャ記録及び報告［インフラストラクチャ要件

（要求事項），変更依頼，記述］ 
情報項目 

  ポートフォリオマネジメントプロセス 

    プロジェクトポートフォリオ 作成物 

    プロジェクト認可 作成物 

    プロジェクト終了報告 情報項目 

  
  ポートフォリオマネジメント記録及び報告（ポートフォリオ分析，

評価，プロジェクトへの指示） 
情報項目 

  ヒューマンリソースマネジメントプロセス   

    スキル開発資産（教育訓練用の教材） 情報項目 

  
  人的資源記録及び報告（スキルへのニーズ，スキル目録，教育訓練

記録，要員の割当て） 
情報項目 

  品質マネジメントプロセス   

    品質マネジメント方針及び手順 情報項目 

  
  品質マネジメント記録及び報告（基準及び手法，アセスメントの結

果，是正及び予防処置報告） 
情報項目 

  ナレッジマネジメントプロセス   

    ナレッジマネジメント要素（資産） 作成物 

    知識資産記録及び報告 情報項目 

テクニカルマネジメントプロセス   

  プロジェクト計画プロセス   

    プロジェクト計画（マネジメント，技術，プロセス固有） 情報項目 

    プロジェクトのライフサイクルモデル（テーラリング済み） 作成物 

    分解構造 作成物 

    資源依頼 情報項目 

  
  プロジェクト計画記録及び報告（目標，制約，スケジュール，予

算） 
情報項目 

  プロジェクトアセスメント及び制御プロセス   

    次のマイルストーンへの進行認可（記録） 情報項目 

    変更依頼 情報項目 

  
  プロジェクトセスメント及び制御の記録並びに報告（プロジェクト

実績データ，プロジェクト制御依頼，会議録，レビュー，状況，計

画との差異，是正処置） 

情報項目 

  意思決定マネジメントプロセス   

    意思決定登録簿 作成物 

  
  意思決定記録及び報告（意思決定依頼，トレードオフ（trade-off）

分析） 
情報項目 

  リスクマネジメントプロセス   

    リスク登録簿 作成物 

    リスク記録及び報告（リスクプロファイル） 情報項目 

  コンフィギュレーションマネジメントプロセス   
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    コンフィギュレーションベースライン 作成物 

  
  コンフィギュレーションマネジメント記録（差異，変更依頼，変

更） 
情報項目 

  
  コンフィギュレーションマネジメント報告（状態，評価，監査，結

果，リリース） 
情報項目 

  情報マネジメントプロセス   

    情報項目登録簿 作成物 

    情報マネジメント記録及び報告 情報項目 

  測定プロセス   

    測定登録簿 作成物 

    測定記録及び報告（情報ニーズ，評価） 情報項目 

  品質保証プロセス   

    インシデント記録及び報告 情報項目 

    問題記録及び報告 情報項目 

    品質保証の記録及び報告（基準及び手法，評価，是正処置） 情報項目 

テクニカルプロセス   

  全般（全てのテクニカルプロセスに適用）   

    イネーブリングシステムの要件（要求事項）（その記録） 作成物 

    トレーサビリティ対応付け 作成物 

  ビジネス又はミッション分析プロセス   

    ライフサイクルの概念 情報項目 

    問題又は機会の記述 作成物 

    代替ソリューション（予備的なシステムレベルの運用概念を伴う） 作成物 

  
  ビジネス又はミッション分析報告（選択肢となる代替ソリューショ

ンの分析及び推奨されるソリューション） 

情報項目 

  利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）定義プロセス   

  
  システムライフサイクルの概念（運用，取得，支援，配備，セキュ

リティなど） 

情報項目 

  
  利害関係者ニーズ（重大なシステムの遂行能力・性能・運用時の実

績のニーズ，製品ニーズのアセスメント） 

情報項目 

    利害関係者ニーズ及び要件（要求事項） 作成物 

  
  利害関係者ニーズ及び利害関係者要件（要求事項）報告 ［利害関

係者及び要件（要求事項）の識別］ 

情報項目 

  システム要件（要求事項）定義プロセス   

    システム要件（要求事項） 作成物 

    要件（要求事項）記録（システム，システム要素） 情報項目 

    システム要件（要求事項）報告（定義，論理的根拠，変更） 情報項目 

  システム アーキテクチャ定義プロセス   

  
  アーキテクチャ ビュー，アーキテクチャ ビューポイント，アーキ

テクチャ モデル 
作成物 
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    インターフェース定義（初期） 作成物 

    アーキテクチャ記述 作成物 

    アーキテクチャ報告（アセスメント，根拠） 情報項目 

  設計定義プロセス   

    設計ベースライン（設計特性） 作成物 

    設計記述 作成物 

    インターフェースの定義 作成物 

    設計報告（設計評価，論理的根拠） 情報項目 

  システム分析プロセス   

    システム分析モデル 作成物 

    システム分析記録及び報告（評価，結果，推奨事項） 情報項目 

  実装プロセス   

    システム要素 作成物 

  
  実装記録及び報告（ソリューション上の制約，ユニットテスト結

果） 

情報項目 

  インテグレーションプロセス   

    インテグレーションで統合されたシステム要素 作成物 

    インターフェース制御記述 作成物 

    インテグレーション記録及び報告（不具合） 情報項目 

  検証プロセス   

    検証されたシステム 作成物 

    検証記録及び報告（アプローチ，基準，結果，不具合） 情報項目 

  移行プロセス   

    準備した移行先の環境（運用サイト） 作成物 

    移行したシステム又は要素 作成物 

  
  移行記録及び報告（アプローチ，制約，不具合，設置，リリースへ

のアプローチ，問題発生時対応又は後戻りのためのアプローチ） 

情報項目 

  妥当性確認プロセス   

    妥当性確認されたシステム 作成物 

    妥当性確認の記録及び報告（アプローチ，制約，不具合） 情報項目 

  運用プロセス   

  
  運用手順（利用者用文書，利用者向け情報，運用継続手順,セキュ

リティ手順） 

情報項目 

    顧客支援記録（依頼，問題報告） 情報項目 

  
  運用記録及び報告書（アプローチ，制約，不具合，監視，評価，顧

客満足度） 

情報項目 

  保守プロセス   

    交換システム要素 作成物 

  
  保守又はロジスティックス記録及び報告（アプローチ，制約，保守

又は供給依頼，不具合） 

情報項目 
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  廃棄プロセス   

    廃棄又は保存管理されたシステム及び要素 作成物 

 

  廃棄又は保存管理の記録及び報告書（アプローチ，制約，成果） 

 

 

 

情報項目 
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附属書 C 

（参考） 

アセスメント目的のプロセス参照モデル 

C.1 概要 

この規格の利用者の中には，JIS X 33004:2022 に従って，実施されているプロセスをアセスメントする

ことを望む利用者がいることが知られている。この附属書 C では，JIS X 33004:2022 と併せて使用するた

めに適切なプロセス参照モデルを記載している。 
プロセス参照モデルは，各プロセスの名称，目的の記述及び成果の記載を含めて，この規格の本文中の

プロセスから構成される。C.3は，プロセス参照モデル内のプロセス及びそれらを定義する箇条を識別して

いる。 

C.2 JIS X 33004 との適合 

C.2.1 概要 

JIS X 33004:2022 の 5.3 は，その規格を用いたアセスメントに適しているプロセス参照モデルに対する

要求事項を示している。表 C.1 及び C.2.3 は，プロセス参照モデルに対する要求事項を引用し，この規格

がどのようにこれらの要求事項を満たしているかを記載する。 

C.2.2 プロセス参照モデルに対する要求事項 

表 C.1－JIS X 33004 におけるプロセス参照モデルの要求事項の実装 

プロセス参照モデル要求事項 

（JIS X 33004:2022の5.3.1を参照） 
この規格JIS X 0170（ISO/IEC/IEEE 15288）での要求

事項の実装 

a) プロセス参照モデルの領域の宣言 これは，箇条1に規定されている。 

b) プロセス参照モデルとその意図した使用の背景と

の関係の記述 
これは，箇条5に規定されている。 

c) プロセス参照モデルの範囲内のプロセスの記述 これは，C.3で記載される。 

d) プロセス参照モデル内で定義したプロセス間の関

係の記述 
これは，各プロセス記述においてC.3で記載される。例

えば，プロセスの記述の中には，プロセスが下位のプ

ロセスを含むという記述を含むものがある。 

プロセス参照モデルに関心及び合意をもつコミュニテ

ィ（community of interest and consensus）について 
（JIS X 33004:2022，5.3.2参照） 

  

a) 関心のあるコミュニティの特徴付け 関心のある関連コミュニティは，この規格及びJIS X 
0160（ISO/IEC/IEEE 12207）の利用者である。 

b) 合意の達成の程度 この規格及びJIS X 0160（ISO/IEC/IEEE 12207）は，

いずれもISO，IEC及びIEEEの合意の要求事項を国際

規格として満たしている。 

c) 合意を達成するための行動が取られなかった場合

の対処行動を文書化 
適用外 
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一意のプロセス記述 
（JIS X 33004:2022，5.3.3参照） 

プロセスの記述は一意であり，プロセスの記述の仕方

は，ISO/IEC/IEEE 24774の要求事項を基にしている。 

C.2.3 プロセス記述 

JIS X 33004:2022 の 5.4 はプロセス記述に対して次の要求事項を満たすかを識別するものである。 

a) プロセスは，その目的及び成果の観点から記述される。 

b) プロセスの成果一式は，プロセスの目的を達成するために必要かつ十分である。 

c) プロセス記述は，JIS X 33003 に適合したプロセス測定フレームワークの基本水準を超えるプロセス品

質特性の側面を含めていない，又は意味していない。 

プロセス成果は次のいずれかを含む。 

－ 作成物の生産 

－ 状態の顕著な変化 

－ 規定された制約（例えば，要求事項，目標など）の充足 

これらの要求事項は，この規格の箇条 6 のプロセス記述によって満たされる。成果の中には，能力の水

準のレベル 1 を超えてレベル 2 以上に寄与するものと解釈することが可能なものもある。しかしながら，

適合したプロセスの実施は，これらの上位レベルの能力の達成を要求するものではない。 

C.3 プロセス参照モデル 

プロセス参照モデルは，この規格の箇条 6 にある各プロセスの目的及び成果の記述によって構成されて

いる。システムライフサイクルに対するプロセス参照モデルは，図 4 のプロセス集合から構成される。 
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附属書 D 

（参考） 

モデルベースによるシステムズ及びソフトウェアエンジニアリング

（MBSSE，model-based systems and software engineering） 

D.1 MBSE 記述 

MBSE は，SoI のライフサイクル全体を通してシステムズエンジニアリングを支援するために，高い形

式的記述性をもたせたモデル化の適用である。 

通常，デジタル環境ではシステムズエンジニアリング及びソフトウェアエンジニアリングの両方に対処

する必要がある。したがって，この附属書 D の適用範囲及び内容には，MBSE 及び MBSSE の両方が含ま

れる。 

D.2 MBSE を用いたアプローチによるシステムライフサイクルプロセスの実施 

この規格は，システムを構築する技術のための共通プロセス参照モデルを提供する。この規格は，次の

ための枠組みに適したシステムライフサイクルモデルを開発するための包括的なプロセス集合を提供する。

それらは，組織の製品，サービス，及びライフサイクルプロセス群の開発，アセスメント，支援，及び改

善のための枠組みである。 

これらのライフサイクルプロセスの実行は，MBSE を採用することで，大幅に促進することが可能にな

る。ISO/IEC/IEEE 24641 は，モデルベースを用いたシステムズエンジニアリング及びソフトウェアエンジ

ニアリングのための参照枠組みを規定している。このアプローチでは，システムズエンジニアリング活動

は，SoI（対象システム）及びそのライフサイクルプロセスに関する“主要又は重要な知識源”として利用

できる，発展していくモデルに依存する。 

この規格に含まれるシステムライフサイクルプロセスの集合と，それを支援する ISO/IEC/IEEE 24641
参照枠組みとの関係は，モデルベースの支援活動として，ISO/IEC/IEEE 24641:2023，附属書 A 及び附属

書 E に含まれている。MBSE の採用及び適用には，多くの場合，MBSE を実践している人々のための能力

及び成熟度の向上の一連のマイルストーンが含まれている。例えば，参考文献[58]がある。 

D.3 実践としての MBSE 

5.7 から 5.9 で取り上げたプロセス群及び関係から引き出されたシステムズエンジニアリングの枠組み

で詳述されたプロセスの実行において，MBSE は，モデル化環境を用いて，エンジニアリングデータをモ

デルとして表現する。モデルは，概念，要件（要求事項），アーキテクチャ，及び設計のデータを統合化し

てインテグレーションすることに加え，モデルは，測定，プロジェクトアセスメント及び制御，システム

分析，意思決定マネジメント，検証，及び妥当性確認プロセスも支援する。 

このモデル化のアプローチは，次の結果をもたらす。 

－ データの成熟度，統合化によるインテグレーション，及び有用性を加速させる，システム定義のため

の一元化した誤りのない真の情報源を得る。この一元化した真の情報源があることで，より積極的な

開発スケジュールを追求することを可能にする。例えば，5.2 に記述があるように，ある状況のシステ

ム要素を，別の状況では SoI とすることが可能である。MBSE では，SoI のモデルをイネーブリングシ

ステムのモデル又は相互運用システムと効果的に統合し，全体をそろ（揃）えた完全なソリューショ

ンのモデルを提供することが可能である。 



128 
X 0170：0000 (ISO/IEC/IEEE 15288：2023) 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

－ 複数の利害関係者の視点であるビューポイント及び観点であるビューを支援する能力を得る。5.2 に

記述があるように，SoI は階層的分解又はネットワークとして表現することが必要な場合がある。

MBSE の中でテーラリングしたモデル要素関係を使用することによって， SoI を構成する同じデータ

セットを使用して両方とも達成可能である。 

－ モデルベースの統合化によってインテグレーションされたデータセットを検索照会することによって，

迅速に，かつ，細部まで完全に分析する能力は，モデルの完全性及び正確性を確実なものにし，手作

業によるデータ検証による所要時間及び混入エラーを大幅に削減する。この利用上の機能的な特徴は，

6.4.6 に記述されている形式性及び厳密性を大幅に促進して提供するものである。 

D.4 MBSE 環境でシステムライフサイクルプロセスを実行することによる便益 

MBSE の使用は，システムライフサイクルプロセスを加速する。MBSE の重要な価値の一つは，検証及

び妥当性確認（6.4.9 及び 6.4.11 を参照）のときにもたらされる。 

また，MBSE データ集合は，運用中のシステムのサービス支援のための価値のある情報を提供する。 

システムライフサイクルプロセスに MBSE が支援するアクティビティを組み込むことで得られる便益

を，よりもれなく網羅した一覧を，表 D.1 に示す。 

表 D.1－MBSE 環境によって支援されるシステムライフサイクルプロセス 

MBSEの便益 MBSEが支援するアクティビティの記述 この規格内の

参照箇所 

概念及びシステム定

義のより深い理解 
システムズエンジニアリングのデータを配布提供することで，データの

特異性，明確性，及びデータ解釈の正確さを強化する。 
6.4.1～6.4.5 

トレードオフ分析を

実行する能力の向上 
データの検索照会及び分析によって，モデル化によって，データの手作

業によるレビューで実行可能な程度よりもはるかに迅速，包括的，及び

正確に，代替候補のソリューション選択肢の比較を行うことが可能であ

る。ソリューション選択肢は，検索照会及び分析によって，共通してい

る一連の要件（要求事項）の機能及び重要なシステム遂行能力・性能・

運用実績パラメータの組合せに対して比較することが可能である。 

6.3.3 
6.4.6 

より効果的及び効率

的な測定 
モデル化によって，データの手作業によるレビューで実行できるよりも

迅速に，包括的に，正確にデータを収集することが可能になり，対策を

支援し，提案されたSoI（対象システム）及びシステム要素のソリュー

ションの分析を実行することが可能である。提案されたソリューション

を検索照会によって分析し，ソリューションが技術面での測定量［例え

ば，効果測定量（measures of effectiveness），システムの遂行能力・性

能・運用実績の測定量（measures of performance），技術性能測定量

（technical performance measures）］の値の目標値をどの程度まで達成す

るかを決定することが可能となる。 

6.3.7 

影響波及分析を実行

する能力の向上 
統合化によって，インテグレーションされたシステム定義データ集合内

の関係があることで，モデルの検索照会によって，システム要素内及び

要素間，インターフェース，SoI全体，並びに場合によっては，SoIと相

互運用システム又はイネーブリングシステムとの間の影響も含めた中

で，システム定義への変更によって波及する影響がどこに出るかを迅速

に決定することが可能になる。 

6.4.6 

要件（要求事項）の

一貫性及び完全性

を，確実なものにす

る援助 

モデル分析は，例えば，次のことを迅速かつ徹底的に判断することが可

能である。要件（要求事項），アーキテクチャ，及び設計が，システム

要素をもれなく完全に仕様化しているかどうか，システム及びシステム

要素が，割り当てられた要件（要求事項）及び機能を十分に満たしてい

6.4.1 
6.4.2 
6.4.3 
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MBSEの便益 MBSEが支援するアクティビティの記述 この規格内の

参照箇所 

るかどうか，システムのインターフェースが，十分に定義され，調整さ

れているかどうか。 

アーキテクチャ及び

設計の一貫性及び完

全性を，確実なもの

にする援助 

データの相互関係性（data relationships）の確立によって，モデル化で

は，アーキテクチャ及び設計のデータを，より効果的に統合化してイン

テグレーションすることが可能である。統合されたデータを検索照会す

ることによって，欠落しているデータ要素及びモデル構築エラーを迅速

に識別することを可能にする。 

6.4.4 
6.4.5 
6.4.6 

再利用及び適応性の

実現支援 
データの特異性，明確性，及びデータ解釈の正確さを強化し，再利用を

容易にして促進するモデルとして，システムズエンジニアリングのデー

タを配布提供する。モデルベースのシステム要素表現（モデル，ビュ

ー，アーキテクチャ，デザインパターンなど） からの知識資産は，組

織全体で活用可能である。モデルは，再利用可能なパターンのための統

合された技術情報を捕捉して記録保存することをより容易にする。さら

に，モデルを用いて代替案となる選択肢及びその影響を調査することが

可能で，適応性を高める選択肢を識別することが可能となる。 

6.2.6 
6.4.4 
6.4.5 
6.4.6 

検証及び妥当性確認

アクティビティの代

行 

モデル分析は，物理的なシステムコンポーネントを製造・生産・製作し

て統合するよりも前に，モデルでの検証及び妥当性確認によって要件

（要求事項），アーキテクチャ，及び設計のエラーを検出することが可

能である。妥当性確認されたモデルは，実際のシステムを使用するのが

現実的でない場合に，シミュレーション及びモデル化された表現によっ

て，検証及び妥当性確認アクティビティを行うことを可能にする。 

6.3.8 
6.4.9 

6.4.11 

リスクの軽減 モデルを分析して，他の方法では明らかにならないような，技術的なリ

スク及びあらかじめ決めた（プログラム的な）特定の方法によって起こ

るリスクを識別することが可能である。さらに，モデル内で開発して統

合するシステム定義要素［要件（要求事項），アーキテクチャ，設計，

インターフェース）］を活用して，リスク対処の判断決定への影響力を

もたせるようにすることが可能である。 

6.3.4 

インターフェース又

はインテグレーショ

ンの問題の早期検出 

統合によって，インテグレーションされたシステム定義データ集合にお

ける相互関係性は，モデルの検索照会によって，欠落したインターフェ

ース，不適切に定義されたインターフェース，及び互換性のないインタ

ーフェースの迅速に調査判断することを可能にする。 

6.4.8 
6.4.4 
6.4.5 

依存関係の理解及び

マネジメントの改善 
モデルとしてシステムズエンジニアリングのデータを配布提供すること

で，データの特異性，明確性，データ解釈の正確さを強化し，ライフサ

イクルプロセス及び技術面の依存性をアセスメントしてもよい。 

6.3.1 
6.3.2 

D.5 MBSE に役立つモデル種別 

MBSE では，様々な種別のモデルが使用される。その中には，次のようなものがある。 

a) 規範モデル このモデルは，取得者側のニーズ若しくは要件（要求事項）の観点からの期待，又は供

給者側で実現を約束した要件（要求事項）のいずれかを表現する。これらのモデルは，システムアー

キテクチャモデルの分析，妥当性確認及び最適化を通してリスクを軽減するために使用し，数学的解

析又はシミュレーションを支援するため数学的な基礎をもつ。 

b) 記述モデル（構築モデル又はシステムアーキテクチャモデルと呼ばれることもある） このモデルは，

システムの振る舞い，構造，制約，インターフェース，要件（要求事項）を捕捉して記録保存し，製

品のエンティティ及びそれらの相互の関連性を定義するリポジトリとして供するよう機能する。 

c) 検証モデル このモデルは，記述モデル及び規範モデルによって支援され，システムアーキテクチャ

及び分析モデルが，顧客の要件（要求事項）及びニーズを満たしていることを検証及び妥当性確認す
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るために使用する。 

d) 認知モデル このモデルは，心理的又は知的プロセスをモデル化することを目的として，簡素化した

表現を可能にする。これらは，人的要因を表現するために，仮想現実の表現を用いて内容豊かなもの

に充実させることが可能である。認知モデルは，予測する目的のために人間の推論及び問題解決を模

造して再現する。 

前記のモデルは全て，“領域（ドメイン）固有モデル”と呼ばれる，それらが表す領域に従ってさらに分

類することが可能である。例えば，モデルは，システムの特質（システムの遂行能力・性能・運用実績，

信頼性，質量特性，動力など），技術実装（電気，機械，ソフトウェア，人間など），適用領域（自動車，

航空宇宙，医療，防衛など）に関係してもよい。 

抽象度（概念モデル，論理モデル，技術モデル，及び物理モデル）並びに形式化の度合いは，モデルの

意図によって異なる。意図に応じて，次のモデルを使用することが可能である。 

－ 形式的記述モデル。このモデルは，検証可能な証拠を提供するか，又はシステム要素（すなわち，ハ

ードウェア又はソフトウェアの要素）を直接的に生成するために必要である。 

－ 準形式的記述モデル。このモデルは，一般に，更なる記述又は開発アクティビティのための仕様とし

て用いられる。 

－ 非形式的記述モデル。このモデルは，完全な形式的仕様が実用的でなく，人による発見的手法又は専

門家の判断に基づくことが可能な場合に利用される。 

アーキテクチャ記述の枠組みによって提案されているように，モデルは利害関係者の見方又はビューポ

イントごとに詳細化して記述することが可能である。また，関心のあるエンティティの側面を反映するよ

う詳細化することも可能である（ISO/IEC/IEEE 42010 を参照）。さらに，実践者は，抽象レベル及び網羅

する領域に従ってモデルを組織化するために，ツールで支援するモデル化の枠組みを使用してもよい。こ

の種の枠組みを用いることによって，これらのモデルの様々なビューを，利害関係者の使用のために作成

しパッケージ化することが可能である。このアプローチは，費用対効果が高い。なぜならば，多くの場合，

同じモデルを使用して（利害関係者のビューポイントに従った，形式及び詳細レベルの両方で）多数のビ

ューを反映することが可能であり，純粋な記述ベースのビューを使用する場合に発生する可能性のある，

複数のビューにわたる多数の対応付け問題を排除することも可能だからである。 

システムそれ自体について行う検証及び妥当性確認アクティビティをあらかじめ想定するために，モデ

ルの検証及び妥当性確認を行うことが可能である。特に，これらのアクティビティは，ニーズ及び要件（要

求事項）のアセスメント，これらの要件（要求事項）と照らし合わせたシステム定義の評価，及びシステ

ムの品質特性の評価を可能にする。 

注記 検証及び妥当性確認の付加価値は，モデルの正確性及び忠実性に依存する。モデル化の作業は，

ソリューションに関する部分的な知識，並びに利用できる時間及び資源によって制限されること

がよくある。 
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